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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第２ 業務運営の効率化に関する事項 第１ 業務運営の効率化に関する目標を 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成す
通則法第２９条第２項第２号の業務 達成するためとるべき措置 るためとるべき措置

運営の効率化に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 機構の組織体制については、業務の １ 効果的・効率的な業務運営体制の確 １ 効果的・効率的な業務運営体制の確立
効率的かつ効果的実施等の観点から以 立 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構（以
下のように見直すほか、適宜弾力的に 機構の組織体制については、業務の 下「機構」という。）の組織体制については、
見直すこと。 効果的・効率的実施等の観点から、以 業務の効果的・効率的実施等の観点から、以

下のとおり見直すほか、機動的・弾力 下のとおり見直すほか、機動的・弾力的な組
的な組織運営を行う。 織運営を行う。

① 高年齢者雇用に関する給付金の支 ① 高年齢者雇用に関する給付金の支
給業務については、事業規模が大幅 給業務については、業務実施体制を
に縮小していることに伴い、支給業 事業規模に合わせて縮小する。
務の実施体制を事業規模に合わせて
縮小すること。

② 駐在事務所（５か所）については、 ② 駐在事務所（全国５か所）につい (1)駐在事務所（全国５か所）については、廃
廃止するものとし、納付金の調査等 ては廃止し、納付金の調査等必要な 止後の本部組織における業務実施体制や事務
必要な業務は本部組織において実施 業務は本部組織において実施する。 処理の方法について検討を行い、平成２１年
すること。 度末に廃止する。

③ せき髄損傷者職業センターについ ③ せき髄損傷者職業センターについ (2)平成２０年度末に廃止したせき髄損傷者職
ては、支援ニーズが大きく減少して ては廃止し、当該センターの業務は 業センターの業務は、福岡障害者職業センタ
いることから廃止し、当該センター 福岡障害者職業センターが引き継ぐ。 ーにおいて引き継ぐとともに、同センターは
の業務は福岡障害者職業センターが 総合せき損センターからの要請等に応じて、
引き継ぐこと。 訪問による職業評価及び職業指導を行う。

④ 地域センターの管理事務について ④ 地域障害者職業センター（以下「地 (3)地域障害者職業センター（以下「地域セン
は、おおむね４分の１程度のセンタ 域センター」という。）の管理事務に ター」という。）の管理事務については、第
ーに事務処理を集約化すること。 ついては、おおむね４分の１程度の ２期中期計画期間中におおむね４分の１程度

地域センターに事務処理を集約する。 の地域センターに事務処理を集約するべく、
青森、秋田、岩手に加え、平成２１年度は、
ⅰ）宮城、山形、福島、ⅱ）愛知、岐阜、静
岡、三重、ⅲ）香川、徳島、愛媛、高知の各
地域センターの管理業務をそれぞれ宮城障害
者職業センター、愛知障害者職業センター、
香川障害者職業センターに集約化する。

⑤ 本部機能については、第２期中期 ⑤ 本部機能については、第２期中期 (4)本部機能については、第２期中期目標期間
目標期間中に東京本部を幕張本部に 目標期間中に東京本部を幕張本部に 中に竹芝本部を幕張本部に集約化することに
集約化することについて検討し、結 集約化することについて検討し、結 ついて結論を得るべく検討する。
論を得ること。 論を得る。

２ 業務の効率的・効果的実施を図るた ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等 ２ 業務運営の効率化に伴う経費節減等
め、高齢期雇用就業支援コーナー（以
下「コーナー」という。）について、
利用者ニーズの少ない地域では廃止す
る等業務の見直し及び箇所数の削減を
行うこと。また、存続するコーナーの
うち、事業性が見込まれる３か所程度
について、競争の導入による公共サー
ビスの改革に関する法律（平成１８年
法律第５１号）第２条第７項に規定す
る民間競争入札を導入すること。
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なお、民間競争入札の導入の結果を
踏まえ、民間競争入札の範囲の拡大等
を検討するものとし、さらに、業務の
実績等を踏まえ、廃止を含めた業務の
在り方の検討を行うこと。

３ 一般管理費（人件費、新規に追加さ (1)一般管理費及び業務経費の効率化目 (1)一般管理費及び業務経費の効率化目標
れる業務、拡充業務分等を除く。）に 標 一般管理費（人件費、個別実践型リワーク
ついては効率的な利用に努め、第２期 一般管理費（人件費、新規に追加さ プログラムによる精神障害者の復職支援事業
中期目標期間中、毎年度平均で３％程 れる業務、拡充業務分等を除く。）に に係る経費、地域の関係機関に対する職業リ
度の額を節減するとともに、平成２１ ついて、業務運営の効率化を推進し、 ハビリテーションに関する助言・援助等に係
年度から開始する個別実践型リワーク 第２期中期目標期間中、毎年度平均で る経費及び特注型の訓練メニューに基づく企
プログラムによる精神障害者の復職支 ３％程度の額を節減するとともに、平 業内訓練と就業継続のための技術的支援の一
援に係る経費、地域の関係機関に対す 成２１年度から開始する個別実践型リ 体的実施による先導的職業訓練事業に係る経
る職業リハビリテーションに関する助 ワークプログラムによる精神障害者の 費を除く。）については、業務運営の効率化
言・援助等に係る経費及び特注型の訓 復職支援事業に係る経費、地域の関係 を推進し、前年度と比べて３％程度の額を節
練メニューに基づく企業内訓練と就業 機関に対する職業リハビリテーション 減する。
継続のための技術的支援の一体的実施 に関する助言・援助等事業に係る経費 また、節電・節水による省資源、省エネル
による先導的職業訓練に係る経費の合 及び特注型の訓練メニューに基づく企 ギーに努めるなどの経費節減に向けた日常的
計額については、事業開始後１年間と 業内訓練と就業継続のための技術的支 取組の継続に努めるほか、一般競争入札の積
比べて毎年度平均で３％程度の額を節 援の一体的実施による先導的職業訓練 極的な実施等に努めることにより、経費節減
減すること。 事業に係る経費の合計額については、 を行う。

事業開始後１年間と比べて毎年度平均
で３％程度の額を節減する。

また、業務経費（事業主等に支給す 業務経費（事業主等に支給する障害 業務経費（事業主等に支給する障害者雇用
る障害者雇用調整金等、新規に追加さ 者雇用調整金等、新規に追加される業 調整金等、個別実践型リワークプログラムに
れる業務、拡充業務分等を除く。）に 務、拡充業務分等を除く。）について、 よる精神障害者の復職支援事業に係る経費、
ついては、第２期中期目標期間中、毎 業務運営の効率化を推進し、第２期中 地域の関係機関に対する職業リハビリテーシ
年度平均で総額１．９％程度の額を節 期目標期間中、毎年度平均で総額１． ョンに関する助言・援助等事業に係る経費及
減するとともに、平成２１年度から開 ９％程度の額を節減するとともに、平 び特注型の訓練メニューに基づく企業内訓練
始する個別実践型リワークプログラム 成２１年度から開始する個別実践型リ と就業継続のための技術的支援の一体的実施
による精神障害者の復職支援に係る経 ワークプログラムによる精神障害者の による先導的職業訓練事業に係る経費を除
費、地域の関係機関に対する職業リハ 復職支援事業に係る経費、地域の関係 く。）については、業務運営の効率化を推進
ビリテーションに関する助言・援助等 機関に対する職業リハビリテーション し、前年度と比べて総額１．９％程度の額を
に係る経費及び特注型の訓練メニュー に関する助言・援助等事業に係る経費 節減する。
に基づく企業内訓練と就業継続のため 及び特注型の訓練メニューに基づく企 また、一般競争入札の積極的な実施等に努
の技術的支援の一体的実施による先導 業内訓練と就業継続のための技術的支 めることにより、経費節減を行う。
的職業訓練に係る経費の合計額につい 援の一体的実施による先導的職業訓練
ては、事業開始後１年間と比べて毎年 事業に係る経費の合計額については、
度平均で１．２％程度の額を節減する 事業開始後１年間と比べて毎年度平均
こと。 で１．２％程度の額を節減する。

４ 総人件費については、簡素で効率的
な政府を実現するための行政改革の推
進に関する法律（平成１８年法律第４
７号）等に基づく平成１８年度以降の
５年間で５％以上を基本とする削減
を、引き続き着実に実施するとともに、
「経済財政運営と構造改革に関する基
本方針２００６」（平成１８年７月７
日閣議決定）に基づき、国家公務員の
改革を踏まえ、人件費改革を平成２３
年度まで継続するものとすること。
さらに、機構の給与水準について、

以下のような観点からの検証を行い、
これを維持する合理的な理由がない場
合には必要な措置を講ずることによ
り、給与水準の適正化に速やかに取り
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組むとともに、その検証結果や取組状
況については公表するものとするこ
と。

① 職員の在職地域や学歴構成等の要
因を考慮してもなお国家公務員の給
与水準を上回っていないか。

② 職員に占める管理職割合が高いな
ど、給与水準が高い原因について、
是正の余地はないか。

③ 国からの財政支出の大きさ、累積
欠損の存在、類似の業務を行ってい
る民間事業者の給与水準等に照らし、
現状の給与水準が適切かどうか十分
な説明ができるか。

④ その他、給与水準についての説明
が十分に国民の理解の得られるもの
となっているか。

５ 随意契約の見直し (2)随意契約の見直し (2)随意契約の見直し
契約については、原則として一般競 契約については、原則として一般競 契約については、原則として一般競争入札

争入札等によるものとし、以下の取組 争入札等によるものとし、以下の取組 等によるものとし、以下の取組により、随意
により、随意契約の適正化を推進する により、随意契約の適正化を推進し、 契約の適正化を推進し、業務運営の一層の効
こと。 業務運営の一層の効率化を図る。 率化を図るとともに予算の適正な執行に努め

る。

① 機構が策定する「随意契約見直し ① 「随意契約見直し計画」に基づく ① 「随意契約見直し計画」に基づく取組を
計画」に基づく取組を着実に実施す 取組を着実に実施するとともに、そ 着実に実施するとともに、その取組状況を
るとともに、その取組状況を公表す の取組状況を公表する。 公表する。
ること。

② 一般競争入札等により契約を行う ② 一般競争入札等により契約を行う ② 一般競争入札等により契約を行う場合で
場合であっても、特に企画競争や公 場合であっても、特に企画競争や公 あっても、特に企画競争や公募を行う場合
募を行う場合には、競争性、透明性 募を行う場合には、競争性、透明性 には、競争性及び透明性が十分確保される
が十分確保される方法により実施す が十分確保される方法により実施す 方法により実施する。
ること。 る。

③ 監事及び会計監査人による監査に ③ 監事及び会計監査人による監査に ③ 平成１９年１１月１５日付け事務連絡（各
おいて、入札・契約の適正な実施に おいて、入札・契約の適正な実施に 府省官房長あて、行政管理局長、行政評価
ついて徹底的なチェックを受けるこ ついて徹底的なチェックを受ける。 局長発）の「独立行政法人における随意契
と。 約の適正化の推進について」を踏まえ、監

事及び会計監査人による監査において、入
札・契約の適正な実施について徹底的なチ
ェックを受ける。

また、各都道府県の雇用開発協会等 高年齢者等又は障害者の雇用の促進 高年齢者等又は障害者の雇用の促進及びそ
及び(社）全国重度障害者雇用事業所 及びその職業の安定に係る事業を行う の職業の安定に係る事業を行う法人（以下「受
協会への委託業務に係る随意契約につ 法人（以下「受託法人」という。）へ 託法人」という。）への業務の委託について
いては、一般競争入札、公募・企画競 の業務の委託については、一般競争入 は、平成２２年度早期から競争性のある契約
争等競争性のある契約形態へ移行する 札、公募・企画競争等競争性のある契 形態へ移行すべく、企画競争を実施する。企
こと。 約形態への移行を、(3)の高齢期雇用 画競争については、外部の学識経験者、事業

就業支援コーナー（以下「コーナー」 主団体代表等からなる審査委員会の設置・活
という。）の民間競争入札の実施時期 用により審査を行うなど、競争性・透明性の
も勘案し、実施する。また、委託業務 確保を図る。また、委託業務に係る会計監査
に係る会計監査の強化及び精算報告書 の強化及び精算報告書等に係る審査の徹底を
等に係る審査の徹底を図るなど、事業 図るなど、事業の適正な執行に努める。
の適正な執行に努める。
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(3)市場化テスト（民間競争入札）の導 (3)市場化テスト（民間競争入札）の導入
入
高齢期における職業生活設計に関す 高齢期における職業生活設計に関する助言

る助言又は指導業務（コーナー）につ 又は指導業務（コーナー）について、東京、
いて、利用者のニーズに対応した業務 愛知及び広島の３か所において、「公共サー
の見直し及び箇所数の削減を行った上 ビス改革基本方針」（平成２０年１２月１９
で、存続するコーナーのうち、事業性 日閣議決定）に従い、民間競争入札を実施し、
が見込まれる３か所程度において、「競 平成２２年１月から民間事業者による事業を
争の導入による公共サービスの改革に 開始する。
関する法律」（平成１８年法律第５１
号）に基づく民間競争入札を導入し、
民間事業者の創意工夫の適切な反映、
競争の導入による切磋琢磨、創意工夫
の促進により、サービスの質の維持向
上及び経費の削減を図る。
なお、民間競争入札の導入の結果を

踏まえ、民間競争入札の範囲の拡大等
を検討し、さらに、業務の実績等を踏
まえ、業務の在り方を検討する。

(4)業務・システムの最適化 (4)業務・システムの最適化
「障害者雇用支援システム」につい 平成２０年度に開発した障害者雇用支援シ

て、平成１９年度に策定した最適化計 ステムについて、円滑な運用を確保するとと
画に基づくシステム構成の見直し、処 もに、業務処理の効率化・合理化を図る。
理機能の拡充等により、システム経費
の削減及び業務処理の効率化・合理化
を図る。

６ 保有資産の見直し
せき髄損傷者職業センターの廃止に

伴い生ずる遊休資産については、国の
資産債務改革の趣旨を踏まえ、処分す
ること。

７ 事業の費用対効果 ３ 事業の費用対効果 ３ 事業の費用対効果
事業の実施に要した費用及び事業に 事業の実施に要した費用及び事業に 事業の実施費用を随時把握したうえで、事

よって得られた効果を把握・分析し、 よって得られた効果を把握・分析し、 業によって得られた効果を把握・分析し、そ
その結果を事業実施内容の見直しや新 その結果を事業実施内容の見直しや新 の結果を事業実施内容の見直しや新たな事業
たな事業展開につなげること。 たな事業展開につなげる。 展開につなげる。

８ 実践的手法の開発、講習及び啓発事 ４ 障害者雇用納付金を財源に行う実践 ４ 障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法
業の事業規模についての配慮 的手法の開発、講習及び啓発の事業規 の開発、講習及び啓発の事業規模の配慮

模の配慮
機構が行う障害者の雇用に関する実 障害者雇用納付金を財源に行う実践 障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法

践的手法の開発、講習の事業、障害者 的手法の開発、講習及び啓発の事業に の開発、講習及び啓発の事業については、障
の雇用について事業主その他国民一般 ついては、障害者雇用調整金、報奨金、 害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特
の理解を高めるための啓発の事業につ 在宅就業障害者特例調整金及び在宅就 例調整金及び在宅就業障害者特例報奨金並び
いては、障害者雇用調整金、報奨金、 業障害者特例報奨金並びに障害者雇用 に障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金
在宅就業障害者特例調整金及び在宅就 納付金制度に基づく各種助成金の支給 の支給に支障が生じないよう、その事業規模
業障害者特例報奨金並びに障害者雇用 に支障が生じないよう、その事業規模 について配慮する。
納付金制度に基づく各種助成金の支給 について配慮する。
に支障をきたさないように、その事業
規模について配慮すること。
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５ 給付金及び助成金業務の効率化 ５ 給付金及び助成金業務の効率化
高年齢者等の雇用の確保に資する措 高年齢者等の雇用の確保に資する措置を講

置を講ずる事業主又はその事業主の団 ずる事業主又はその事業主の団体に対する給
体に対する給付金及び障害者雇用納付 付金及び障害者雇用納付金制度に基づく助成
金制度に基づく助成金の支給業務につ 金の支給業務については、円滑かつ迅速な支
いては、円滑かつ迅速な支給、支給に 給、支給に係るトラブル防止等のため、事業
係るトラブル防止等のため、事業主等 主等に対して、支給申請書等の記入方法等の
に対して、支給申請書等の記入方法等 教示など事前相談を行うとともに、申請から
の教示など事前相談を行うとともに、 支給決定までの期間等について十分な説明を
申請から支給決定までの期間等につい 行う。また、適正支給の観点に留意しつつ、
て十分な説明を行う。また、適正支給 １件当たりの平均処理期間（支給申請の受付
の観点に留意しつつ、①添付書類の簡 から支給決定までの期間）の短縮に向け、次
素合理化、進捗管理の厳格化等による の措置を講ずる。
事務手続の効率化、②事業主等に分か
りやすい資料の作成配布等による申請
方法の周知徹底、③受託法人の担当者
会議の開催等による審査能力の向上等
の取組を行い、第２期中期目標の最終
年度には、１件当たりの平均処理期間
（支給申請の受付から支給決定までの
期間）を５％短縮する。

(1)添付書類の簡素合理化、進捗管理の厳格化
等による事務手続の効率化

① 給付金業務については、「給付金システム」
を活用して支給決定案件ごとの処理期間の
把握を通じた遅滞部署への指導や必要に応
じて審査業務の見直しを行い事務処理の効
率化を図る。また、受託法人に対しては支
給申請書の処理期間２０日以内を厳守する
ように個別指導するなど進捗管理の徹底を
図る。

② 助成金業務については、適正支給の確保
に留意しつつ、申請様式及び添付書類の簡
素合理化並びに審査点検の効率化を図るべ
く検討を加え、検討結果に基づき迅速に
実施する。
また、書類の受理方法や保管方法の改善

等により進捗状況を日常的に把握するとと
もに、機構本部からの疑義照会に対する受
託法人の回答の迅速化に取り組むことによ
り、進捗管理等の徹底を図る。
さらに、進捗管理の効果的・効率的な実

施に資するため、平成２０年度に見直しの
検討に着手した障害者助成金の電算処理シ
ステムについて、支給申請書等の進捗管理
のシステム化に加え、将来にわたるシステ
ムの効率的な運用に向けての処理手順の共
通化や制度改正に容易に対応するためのシ
ステムの在り方について検討を行った上で、
平成２２年度内の運用開始に向けてシステ
ム開発を開始する。

③ また、ホームページに掲載している申請
書等の様式、添付書類一覧表、支給申請手
続の説明等について、申請事業主が容易に
理解できるよう内容の改善を図る。
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(2)事業主等に分かりやすい資料の作成配布等
による申請方法の周知徹底
給付金及び助成金の種類ごとのパンフレッ

トをより一層分かりやすいものに改善し、事
業主等に対して給付金及び助成金の支給要件
及び手続等を周知する。
また、円滑かつ迅速な支給、支給申請の際

のトラブル防止のため、受託法人の窓口にお
ける事業主等に対して、支給申請書等の記入
方法、審査に要する手続及び期間等について、
十分な事前説明を行う。

(3)受託法人の担当者会議の開催等による審査
能力の向上等の取組
受託法人の業務担当者会議等を開催し、審

査に当たっての留意事項の説明、事例検討の
実施により、審査能力の向上等を図る。
受託法人の審査業務等の効率的・効果的な

実施に資するため、審査点検に係るチェック
リストの活用による厳密な審査点検の徹底を
図る。

【評価項目１ 効果的・効率的な業務運営体制の確立、業務 自己評価 評定
運営の効率化に伴う経費節減等、事業の費用対効果、障害
者雇用納付金を財源に行う実践的手法の開発、講習及び啓
発の事業規模の配慮、給付金及び助成金業務の効率化】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・一般管理費（人件費、新規に追加される業務、拡充業務分 ・一般管理費（人件費、新規に追加される業務、拡充業務分等を除く。）
等を除く。）については効率的な利用に努め、第２期中期 については効率的な利用に努め、第２期中期目標期間中、毎年度平
目標期間中、毎年度平均で３％程度の額を節減すること。 均で３％程度の額を節減すること。

一般管理費については、前年度と比べて３％程度の額を節 一般管理費については、前年度と比べて３％程度の額を節減する
減すること。 こと。

平成20年度 △3.1％（平成19年度比）

・業務経費（事業主等に支給する障害者雇用調整金等、新規 ・業務経費（事業主等に支給する障害者雇用調整金等、新規に追加さ
に追加される業務、拡充業務分等を除く。）については、 れる業務、拡充業務分等を除く。）については、第２期中期目標期
第２期中期目標期間中、毎年度平均で総額1.9％程度の額を 間中、毎年度平均で総額1.9％程度の額を節減すること。
節減すること。
業務経費については、前年度と比べて総額1.9％程度の額を 業務経費については、前年度と比べて総額1.9％程度の額を節減
節減すること。 すること。

平成20年度 △2.4％（平成19年度比）

・高年齢者等の雇用の確保に資する措置を講ずる事業主又は ・高年齢者等の雇用の確保に資する措置を講ずる事業主又はその事業
その事業主団体に対する給付金及び障害者雇用納付金制度 主団体に対する給付金及び障害者雇用納付金制度に基づく助成金の
に基づく助成金の支給業務について、第２期中期目標の最 支給業務について、第２期中期目標の最終年度には、１件当たりの
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終年度には、１件当たりの平均処理期間（支給申請の受付 平均処理期間（支給申請の受付から支給決定までの期間）を５％短
から支給決定までの期間）を５％短縮すること。 縮すること。

平成19年度 51.8日 ―
平成20年度 49.8日 3.9％

［評価の視点］ ［評価の視点］
・機構の組織体制について、業務の効果的・効率的実施等の ・機構の組織体制について、業務の効果的・効率的実施等の観点から、
観点から、見直しを行っているか。 見直しを行っているか。

・駐在事務所の廃止、せき髄損傷者職業センターの廃止、地 ・駐在事務所の廃止、せき髄損傷者職業センターの廃止、地域障害者
域障害者職業センターの管理事務の集約化等を行うべく取 職業センターの管理事務の集約化等を行うべく取組を行っているか。
組を行っているか。

・一般管理費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均 ・一般管理費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均で３％程
で３％程度の額を節減するための取組を進めているか。 度の額を節減するための取組を進めているか。

・業務経費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均で ・業務経費について、第２期中期目標期間中、毎年度平均で総額１．
総額１．９％程度の額を節減するための取組を進めている ９％程度の額を節減するための取組を進めているか。
か。

・事業費における冗費を点検し、その削減を図っているか。 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
価委員会事務局が示した評価の視点（二－①）に基づき新たに
設定。

・契約について、「随意契約見直し計画」に基づく取組を着 ・契約について、「随意契約見直し計画」が計画どおり進むなど随意 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
実に実施するなど随意契約の適正化のための取組を進めて 契約の適正化のための取組を進めているか。（政・独委評価の視点 価委員会事務局が示した評価の視点（二－③後段）に基づき変
いるか。 「５契約 (2)随意契約見直し計画」と同趣旨） 更。

・「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向 ・「随意契約見直し計画」の実施・進捗状況や目標達成に向けた具体
けた具体的取組状況について、必要な評価が行われているか。 的取組状況について、必要な評価が行われているか。（政・独委評
（政・独委評価の視点「５契約 (2)随意契約見直し計画」） 価の視点「５契約 (2)随意契約見直し計画」）

・受託法人への業務の委託について、競争性のある契約形態 ・受託法人への業務の委託について、競争性のある契約形態への移行
への移行を実施するための取組を進めているか。 を実施するための取組を進めているか。

・委託業務に係る会計監査の強化及び精算報告書等に係る審 ・委託業務に係る会計監査の強化及び精算報告書等に係る審査の徹底
査の徹底を図るなど、事業の適正な執行に努めているか。 を図るなど、事業の適正な執行に努めているか。

・高齢期における職業生活設計に関する助言又は指導業務に ・高齢期における職業生活設計に関する助言又は指導業務について、
ついて、高齢期雇用就業支援コーナーの箇所数の削減、民 高齢期雇用就業支援コーナーの箇所数の削減、民間競争入札の導入
間競争入札の導入（３か所程度）等、サービスの質の維持 （３か所程度）等、サービスの質の維持向上及び経費の削減を図っ
向上及び経費の削減を図ったか。 たか。

・「障害者雇用支援システム」について、最適化計画に基づ ・「障害者雇用支援システム」について、最適化計画に基づくシステ
くシステム構成の見直しによりシステム経費の削減及び業 ム構成の見直しによりシステム経費の削減及び業務処理の効率化・
務処理の効率化・合理化を図ったか。 合理化を図ったか。

・事業の実施に要した費用及び事業によって得られた効果を ・業務改善の取組を適切に講じているか。
把握・分析し、その結果を事業実施内容の見直しや新たな ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法
事業展開につなげているか。 ・国民のニーズとずれている事務・事業や、費用に対する効果が小さ 人評価委員会事務局が示した評価の視点（三－①及び②）

く継続する必要性の乏しい事務・事業がないか等の検証を行い、そ に基づき変更。
の結果に基づき、見直しを図っているか。

・障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法の開発、講習及 ・障害者雇用納付金を財源に行う実践的手法の開発、講習及び啓発の
び啓発の事業について、障害者雇用調整金、報奨金等及び 事業について、障害者雇用調整金、報奨金等及び障害者雇用納付金
障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金の支給に支障が 制度に基づく各種助成金の支給に支障が生じない事業規模となって
生じない事業規模となっているか。 いるか。
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・事業主等に対して、支給申請書等の記入方法等の教示など ・事業主等に対して、支給申請書等の記入方法等の教示など十分な事
十分な事前相談を行っているか。 前相談を行っているか。

・給付金及び助成金の支給業務について、第２期中期目標の ・給付金及び助成金の支給業務について、第２期中期目標の最終年度
最終年度に、１件当たりの平均処理期間を５％短縮するた に、１件当たりの平均処理期間を５％短縮するため、事務手続の効
め、事務手続の効率化、事業主等に対する申請方法の周知 率化、事業主等に対する申請方法の周知徹底、受託法人における審
徹底、受託法人における審査能力の向上等を図るための取 査能力の向上等を図るための取組を進めているか。
組を進めているか。

・契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用 ・契約方式等、契約に係る規程類について、整備内容や運用の適切性
の適切性等、必要な評価が行われているか。 等、必要な評価が行われているか。

・契約事務手続きに係る執行体制や審査体制について、整備 ・契約事務手続きに係る執行体制や審査体制について、整備・執行等
・執行等の適切性等、必要な評価が行われているか。 の適切性等、必要な評価が行われているか。

（政・独委評価の視点「５契約(1)契約に係る規程類、体制」） （政・独委評価の視点「５契約(1)契約に係る規程類、体制」）

・個々の契約について、競争性・透明性の確保の観点から、 ・契約の締結に当たって、透明性・競争性等が確保されているか。（政
必要な検証・評価が行われているか。 ・独委評価の視点「５契約 (3)個々の契約」と同趣旨） ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法

（政・独委評価の視点「５契約 (3)個々の契約」） 人評価委員会事務局が示した評価の視点（二－②及び③前
・契約監視委員会での見直し・点検は適切に行われたか（その後のフ 段）に基づき新たに設定。

ォローアップを含む。）。

・法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人につい ・法人の特定の業務を独占的に受託している関連法人について、当該
て、当該法人と関連法人との関係が具体的に明らかにされ 法人と関連法人との関係が具体的に明らかにされているか。
ているか。 当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行われている
当該関連法人との業務委託の妥当性についての評価が行わ か。
れているか。

・関連法人に対する出資、出えん、負担金等（以下「出資等」 ・関連法人に対する出資、出えん、負担金等（以下「出資等」という。）
という。）について、法人の政策目的を踏まえた出資等の について、法人の政策目的を踏まえて適切な出資等行われているか。
必要性の評価が行われているか。 （政・独委評価の視点「７関連法人」）

（政・独委評価の視点「７関連法人」）
・関連公益法人との関係について、透明性確保に向けた見直しを図っ ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評

ているか。 価委員会事務局が示した評価の視点（三－③）に基づき新たに
設定。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（２） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 共通的事項 １ 共通的事項
(1)関係者のニーズ等の把握 (1)関係者のニーズ等の把握

機構に対する関係者のニーズ等につ 使用者、労働者及び障害者を代表するもの
いて、以下の取組により幅広く把握し、 並びに学識経験を有する者により構成される
ニーズ等に即した業務運営を行うた 評議員会を開催し、情報交換を行うほか、機
め、必要な措置を迅速に実施する。 構の業務に対する意見等を伺い、ニーズに即
事業主団体、障害者団体等と情報交 した業務運営を図る。

換を行うとともに、機構の業務に対す 利用者の意見、ニーズ等を把握し、その結
る意見等を障害者、事業主、学識経験 果を業務運営に反映させるため、各種サービ
者等から聞く場を設定する。 ス終了時における有用度に関する調査やサー
利用者に対するアンケートによる終 ビス実施後一定期間経過後における具体的な

了時の調査及び必要に応じ追跡調査を 課題改善効果に関する追跡調査等を積極的に
積極的に実施し、その結果から業務改 実施する。また、これらのアンケート調査結
善につなげるべき点を分析し、現場に 果を自由記述欄の内容を含め分析し、サービ
フィードバックする。 スを提供している施設、受託法人にフィード

バックすることにより、現場レベルでの業務
改善を促す。

(2)業績評価の実施及び公表 (2)業績評価の実施及び公表
適正な業務の推進に資するため、外 平成２０年度業務実績については、外部の

部の学識経験者、リハビリテーション 学識経験者、リハビリテーションの専門家等
の専門家等による業績評価を行い、そ により構成される外部評価委員会の評価を受
の結果を業務運営に反映させ、機構に け、その結果を職員に周知するとともに業務
おけるＰＤＣＡサイクルの徹底を図 運営に反映させ、機構におけるＰＤＣＡサイ
る。 クルの徹底を図る。

また、平成２１年度業務については、内部
評価委員会において、業務の進捗状況を定期
的に把握するとともに、進捗管理重点テーマ
を設定して当該重点テーマに関する進捗状況
を点検し、その結果を踏まえて、各職員の年
度計画の達成に向けた意識の向上と業務の改
善を図る。

さらに、業務内容の透明性を高め、 さらに、業務内容の透明性を高め、業務内
業務内容の充実を図る観点から、設定 容の充実を図る観点から、設定した目標の達
した目標の達成状況、業績評価の結果 成状況、業績評価の結果や機構の業務の内容
や機構の業務の内容について、ホーム について、ホームページ等において、積極的
ページ等において、積極的かつ分かり かつ分かりやすく公表する。
やすく公表する。

(3)内部統制の在り方 (3)内部統制の在り方
機構における役職員の職務執行の在 ① 業務運営に関するコンプライアンスを確

り方をはじめとする内部統制につい 保するため、内部統制に関する平成２０年
て、会計監査人等の指導を得つつ、向 度の検討結果を踏まえ、コンプライアンス
上を図るものとし、講じた措置につい の推進に関する計画の策定及び規程の整備、
て積極的に公表する。 コンプライアンスの推進に関する事項を審

議するための委員会の設置等に取り組む。
また、公益通報について受付・相談窓口

の整備等を図り、適正な通報処理を行う。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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さらに、内部統制に関する取組を推進す
るための体制を整備し、役職員の職務執行
の在り方をはじめとする内部統制の向上を
図るため、会計監査人等の指導を得つつ検
討を進める。
内部監査については、計画的かつ的確に

実施する。
内部統制の向上のために講じた措置につ

いて積極的に公表する。

ホームページを活用したモニター制 ② ホームページを活用した業務運営に関す
度を導入し、機構の業務運営に参考と るモニター制度により、モニターから機構
なる意見等を広く募集する。 の業務運営に参考となる意見等を広く募集

し、業務運営の改善につなげる。

(4)高年齢者等及び障害者雇用支援業務 (4)高年齢者等及び障害者雇用支援業務の連携
の連携によるサービスの充実 によるサービスの充実

高年齢者等及び障害者に係る各雇用 ① 高年齢者雇用アドバイザー及び障害者雇
支援業務について、相互に支援ノウハ 用アドバイザーが、相互の効果的な支援技
ウ、各種情報等の共有化を図ることに 法の習得を通じて資質や技術の向上を図る
より、事業主相談における高齢者及び とともに、給付金・助成金、高齢・障害者
障害者雇用に関する基礎的事項につい の雇用施策等の情報の共有化により、事業
ての即時対応、助成金・給付金の効果 主相談における高年齢者等及び障害者の雇
的な周知、実践的手法の開発・提供等 用に関する基礎的事項について即時対応で
のサービスにおける相乗効果を発揮す きるようにする。また、専門的支援を要す
る。 る相談案件についてはそれぞれの担当者に

確実に伝達し、伝達を受けたアドバイザー
は適切に対応する。

② 給付金業務及び助成金業務について、担
当部署による連絡会議を定期的に開催し、
給付金及び助成金の両方を掲載したパンフ
レットの作成等、給付金及び助成金の効果
的な周知・広報、情報の共有による不正受
給の防止等を図る。

③ 高年齢者等及び障害者の雇用に関する実
践的手法の開発・提供に係る検討連絡会議
を開催し、開発手法・成果普及方策の共有
化により一層効果的な開発等を推進すると
ともに、高齢者を雇用することが障害者の
雇用にも資する等の企業事例を収集・提供
する等により、実践的手法の開発・提供に
おける相乗効果の発揮を図る。

(5)高年齢者等及び障害者の雇用情報等 (5)高年齢者等や障害者の雇用情報等の提供並
の提供並びに広報の実施 びに広報の実施
高年齢者等及び障害者の雇用に関す 高年齢者等及び障害者の雇用に関する知識

る知識の普及を図るとともに事業主等 の普及を図るとともに事業主等による当該雇
による当該雇用の安定等に向けた自主 用の安定等に向けた自主的な取組を支援する
的な取組を支援するため、高年齢者等 ため、高年齢者等や障害者の雇用に関する情
や障害者の雇用に関する情報を収集・ 報を収集・整備し、これらの情報を容易に利
整備し、これらの情報を容易に利用で 用できるよう、ホームページ等を通じて提供
きるよう、ホームページ等を通じて提 する。
供する。
また、機構が実施する高年齢者等及 また、機構が実施する高年齢者等及び障害

び障害者の雇用支援に係る業務の内 者の雇用支援に係る業務の内容、相談窓口の
容、相談窓口の紹介、各種セミナー・ 紹介、各種セミナー・講習会・研修等の開催

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構

講習会・研修等の開催案内等につい 案内等について、ホームページ等を通じて積
て、ホームページ等を通じて積極的に 極的に広報を行う。
広報を行う。

【評価項目２ 関係者のニーズ等の把握、業績評価の実施及 自己評価 評定
び公表、内部統制の在り方、高年齢者等及び障害者雇用支
援業務の連携によるサービスの充実、高年齢者等や障害者
の雇用情報等の提供等】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［評価の視点］ ［評価の視点］
・関係者のニーズ等を事業主団体、障害者団体等との情報交 ・関係者のニーズ等を事業主団体、障害者団体等との情報交換等によ

換等により幅広く把握し、当該ニーズ等に即した業務運営 り幅広く把握し、当該ニーズ等に即した業務運営を行っているか。
を行っているか。

・各種事業の効果や関係者のニーズを具体的に把握するため ・各種事業の効果や関係者のニーズを具体的に把握するためのアンケ
のアンケート調査等を積極的に実施し、その結果を分析し、 ート調査等を積極的に実施し、その結果を分析し、現場にフィード
現場にフィードバックしているか。 バックしているか。

・機構が実施する業務に対して外部の学識経験者等による業 ・機構が実施する業務に対して外部の学識経験者等による業績評価を
績評価を行い、その結果を業務運営に反映させるとともに、 行い、その結果を業務運営に反映させるとともに、その結果や機構
その結果や機構の業務内容をホームページ等において、分か の業務内容をホームページ等において、分かりやすく公表しているか。
りやすく公表しているか。

・コンプライアンス体制の整備のための取組を進めるととも ・コンプライアンス体制の整備のための取組を進めるとともに、講じ
に、講じた措置について公表しているか。 た措置について公表しているか。

・ホームページを活用したモニター制度を導入し、業務運営 ・ホームページを活用したモニター制度を導入し、業務運営に参考と
に参考となる意見等を広く募集しているか。 なる意見等を広く募集しているか。

・高年齢者等及び障害者に係る各雇用支援業務について、相 ・高年齢者等及び障害者に係る各雇用支援業務について、相互に支援
互に支援ノウハウ、各種情報等の共有化を図ることにより、 ノウハウ、各種情報等の共有化を図ることにより、サービスにおけ
サービスにおける相乗効果を発揮させるための取組を進め る相乗効果を発揮させるための取組を進めているか。
ているか。

・機構が収集・整備した高年齢者等や障害者の雇用に関する情 ・機構が収集・整備した高年齢者等や障害者の雇用に関する情報及び機
報及び機構の業務の内容、各種セミナー・講習会等の開催案 構の業務の内容、各種セミナー・講習会等の開催案内等について、ホ
内等について、ホームページ等を通じて情報提供や広報を ームページ等を通じて情報提供や広報を行っているか。
行っているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（３） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

世界的な金融危機の影響等により雇用失業
情勢が悪化し高年齢者等の雇用への影響が強
く懸念される状況を踏まえ、高年齢者雇用確
保措置の完全実施、「７０歳まで働ける企業」
の普及・促進に向けて、その社会的重要性と
企業にとっての必要性を事業主に確実に理解
してもらえるよう創意工夫をこらし、積極性
を持って業務に取り組むとともに、必要に応
じて職業安定機関との連携の下、高齢者雇用
をめぐる状況の変化に対応した機動的な業務
運営に努める。

(1)高年齢者等の雇用機会の確保等に資 (1)高年齢者等の雇用機会の確保等に資 (1)高年齢者等の雇用の機会の確保等に資する
する事業主又はその事業主の団体に対 する事業主又はその事業主の団体に対 事業主又はその事業主の団体に対して給付金
して給付金を支給することに関する事 して給付金を支給することに関する事 を支給することに関する事項
項 項

① 高年齢者等の雇用の安定を図る観 高年齢者等の雇用の安定を図る観点 高年齢者等の雇用の安定を図る観点から、
点から、定年の廃止、６５歳以上 から、定年の廃止又は引上げ、継続雇 定年の廃止又は引上げ、継続雇用制度の導入
への定年の引上げ及び継続雇用制 用制度の導入・定着等による高年齢者 ・定着等による高年齢者等の雇用の確保や再
度の導入等による高年齢者等の雇 等の雇用の確保や再就職援助等を図る 就職援助等を図るため、機構が実施する各種
用の確保や再就職援助等を図るた ため、機構が実施する各種給付金支給 給付金支給業務については、その政策目的に
め、機構が実施する各種給付金支 業務については、その政策目的にのっ のっとり、適正かつ効率的な運営を図る。
給業務については、法律の目的に とり、適正かつ効率的な運営を図る。
のっとり、適正かつ効率的な運営
を図ること。

ア 給付金の効果的活用の促進に向け ①給付金の効果的活用の促進に向けた周知・
た周知・広報及び事務手続の簡素合 広報及び事務手続の簡素合理化
理化

事業主等の利便性を図るため、各 イ ホームページに掲載している各種給付金
種給付金の支給要件、助成額、申請 の支給要件、助成額、申請方法、申請書等
窓口の所在地等をホームページ等で の様式及び申請書等に添付する添付書類一
公開するとともに、支給要件等に変 覧表等の説明について、一層容易に理解で
更があった場合は当該変更が確定し きるよう改善を行う。
た日から７日以内にホームページ等 支給要件等に変更があった場合は当該変
で公開する。 更が確定した日から７日以内にホームペー

ジ等で公開する。

給付金の効果的活用を促進するた ロ 受託法人は職業安定機関、関係機関・団
め、職業安定機関との連携を図り、 体等との連携の下、周知業務を積極的に行
様々な機会を通じて事業主等に対す う。
る積極的な周知・広報を行う。 また、受託法人は職業安定機関との間に

連絡会議を設け、相互の情報交換を密にす
る。機構本部は、上記の連絡会議における
情報交換の状況を把握し、その結果につい
て全国の受託法人にフィードバックするこ

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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とにより、連携による給付金の効果的な活
用の更なる促進を図る。

重点的に周知・広報を行うべきと ハ 「定年引上げ等奨励金」について、「７
認められる給付金については、予算 ０歳まで働ける企業」の実現に向けた企業
の範囲内で、新聞広告、一般誌の広 の取組を促進・支援するため、新制度の内
告等を活用して周知を図る。 容を一般紙及び地方紙の広告等を活用して

広く周知を図る。
このうち新設される「高年齢者雇用モデル
企業助成金」については、機構本部が作成
する活用が見込まれる企業のリストに基づ
き受託法人が直接訪問等により周知の徹底
に努める。
「高年齢者等共同就業機会創出助成金」

について、創業を希望する高年齢者等の創
業の取組を促進するため、新聞広告、一般
誌の広告等を活用して広く周知を図る。ま
た、受託法人から地方公共団体の創業支援
部署に対し、セミナー等の場でのＰＲ、パ
ンフレットの配布や広報誌への周知記事の
掲載など制度の周知についての協力を得
る。

事業主にとって分かりやすい各種 ニ 事業主にとって分かりやすいパンフレッ
給付金のパンフレットや支給申請の トや支給申請の手引等を作成し、受託法人
手引等を作成し、受託法人、職業安 の窓口において配布するとともに、職業安
定機関等において事業主等に配布す 定機関その他の関係機関において配布す
る。 る。

適正支給に配慮しつつ、申請様式 ホ 適正支給に配慮しつつ、申請様式の簡略
の簡略化、添付書類の簡素化等によ 化、添付書類の簡素化等による事務手続の
る事務手続の簡素合理化を図る。 簡素合理化を図るため、新設される給付金

の申請書類については、Ａ４版サイズに統
一化することで利便性の向上を図るととも
に、添付書類を簡素なものとする。

② 高年齢者等の雇用に関する事業主 イ 適正な支給業務の実施 ② 適正な支給業務の実施
等への給付金支給については、職 厳正な審査と支給申請事業所に対 イ 高年齢者等共同就業機会創出助成金につ
業安定機関と密接な連携を図る体 する計画的な調査を行い、疑義のあ いて、申請時に事業主に対し労働保険の適
制を確保し、適切な情報提供等を るものについては電話での所在確認、 用事業所台帳データの提出を求め、申請時
図ることにより、適正な支給業務 無予告での事業所訪問、実地での従 の従業員の在籍確認を厳正に行う。
の実施を図ること。 業員の雇用確認等を行うことにより、 支給申請事業所に対する計画的な調査を

不正受給防止対策を一層強化する。 実施するため、受託法人ごとの調査実施件
数の目標値を示し、各法人はこれに基づき、
調査を実施する。特に、高年齢者等共同就
業機会創出助成金については、支給前の現
況確認のための調査を全申請事業主に対し
て実施する。さらに、電話での所在確認、
無予告での事業所訪問、実地での従業員の
雇用確認等を行うことにより、不正受給防
止対策を一層強化する。

不正受給が発生した場合は、再発 ロ 不正受給が発生した場合は、再発防止の
防止の観点からその原因を究明し、 観点からその原因を究明し、受託法人、厚
受託法人その他関係機関に対して適 生労働省又は都道府県労働局等その他関係
切な情報提供を行うとともに、必要 機関に対して適切な情報提供を行うととも
な不正受給防止対策を講ずる。 に、必要な不正受給防止対策を講ずる。

適正な支給業務を実施するため、 ハ 適正な支給業務を実施するため、機構は、
受託法人の給付金業務担当者会議を ４月に給付金業務担当者会議、６月に給付
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開催し、支給業務に関する問題点等 金調査業務担当者地区別研修会を開催し、
について情報交換を行う。 機構本部が実施した不適正支給事例等に関

する調査結果を分析し、受託法人に対して
情報提供を行うこと等により効果的な給付
金調査業務の実施を図る。

機構及び受託法人は、厚生労働省 ニ 機構及び受託法人は、厚生労働省又は都
又は都道府県労働局等その他関係機 道府県労働局等その他関係機関との間にお
関との間において、支給業務の問題 いて、支給業務の問題点等に対する情報交
点等に対する情報交換等を定期的に 換等を定期的に行い、適切な支給業務の実
行い、適切な支給業務の実施を図る。 施を図る。

【評価項目３ 給付金の支給業務】 自己評価 評定

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・支給要件等の変更があった場合は当該変更が確定した日か ・支給要件等の変更があった場合は当該変更が確定した日から７日以

ら７日以内にホームページ等で公開すること。 内にホームページ等で公開すること。

平成20年度 変更日から２日以内に公開

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (１) ① 給付金の効果的活用の促進に向けた周 第２ ２ (１) ① 給付金の効果的活用の促進に向けた周知・広報

知・広報及び事務手続の簡素合理化 及び事務手続の簡素合理化

・ホームページ等で事業主等の利便性に配慮した情報提供を ・ホームページ等で事業主等の利便性に配慮した情報提供を行ってい
行っているか。 るか。

・支給要件等に変更があった場合は７日以内にホームページ ・支給要件等に変更があった場合は７日以内にホームページ等を修正
等を修正しているか。 しているか。

・事業主等に対する積極的な周知・広報を行うため、職業安 ・事業主等に対する積極的な周知・広報を行うため、職業安定機関と
定機関との連携を図っているか。 の連携を図っているか。

・事業主にとって分かりやすい各種給付金のパンフレット等 ・事業主にとって分かりやすい各種給付金のパンフレット等を作成し、
を作成し、事業主等に配布しているか。 事業主等に配布しているか。

・事務手続の簡素合理化を図るため、申請様式の簡略化、添 ・事務手続の簡素合理化を図るため、申請様式の簡略化、添付書類の
付書類の簡素化等を図っているか。 簡素化等を図っているか。

第２ ２ (１) ② 適正な支給業務の実施 第２ ２ (１) ② 適正な支給業務の実施

・不正受給防止を図るため、厳正な審査と支給申請事業所に ・不正受給防止を図るため、厳正な審査と支給申請事業所に対する計
対する計画的な調査を行っているか。 画的な調査を行っているか。

・不正受給が発生した場合は、原因を究明した上で、必要な ・不正受給が発生した場合は、原因を究明した上で、必要な不正受給
不正受給防止対策を講じているか。 防止対策を講じているか。

・機構及び受託法人は、厚生労働省又は都道府県労働局等と ・機構及び受託法人は、厚生労働省又は都道府県労働局等との間にお
の間において、支給業務の問題点等に対する情報交換等を いて、支給業務の問題点等に対する情報交換等を定期的に行ってい
定期的に行っているか。 るか。



- 15 -

高齢・障害者雇用支援機構評価シート（４） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

(2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ
項について、事業主その他の関係者に 項について、事業主その他の関係者に いて、事業主その他の関係者に対して相談そ
対して相談その他の援助を行うことに 対して相談その他の援助を行うことに の他の援助を行うことに関する事項
関する事項 関する事項

高年齢者等の安定した雇用の確保、 高年齢者雇用確保措置に関する事業 希望者全員を対象とする継続雇用制度の導
雇用管理改善等の実施、高年齢者等の 主の取組、高年齢者等の雇用管理改善 入、「７０歳まで働ける企業」の実現、小規
多様な就業ニーズに応じた就業機会の 等、高年齢者等の職業の安定を図るた 模企業における６５歳までの雇用確保措置の
確保を図るために、職業安定機関と連 めの多様な就業機会の確保に関して、 完全実施等の重点課題に資するため、高年齢
携しつつ、事業主等に対して必要な支 事業主等に対する支援を職業安定機関 者雇用確保措置に関する事業主の取組、高年
援を実施すること。 と十分に連携しつつ、効果的に実施す 齢者等の雇用管理改善等、高年齢者等の職業

る。 の安定を図るための多様な就業機会の確保に
関して、相談・援助、各種講習、実践的手法
の開発、啓発広報活動等を職業安定機関と十
分に連携しつつ、効果的に実施する。

① 高年齢者雇用アドバイザー等によ ア 高年齢者雇用アドバイザー等によ ① 高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇
る相談・援助等の実施 る相談・援助等の実施 用支援アドバイザーによる相談・援助等の

実施
「希望者全員を対象とする継続雇 希望者全員を対象とする継続雇用 高年齢者雇用アドバイザーによる相談・

用制度の導入」、「７０歳まで働ける 制度の導入、「７０歳まで働ける企業」 援助は、６５歳までの安定した雇用を確保
企業の実現」、「小規模企業における の実現、小規模企業における６５歳 するため、雇用管理改善に取り組もうとす
６５歳までの雇用確保措置の完全実 までの雇用確保措置の完全実施等の る又は取り組む必要がある事業主に対して
施」等に資するため、高年齢者雇用 重点課題に資するため、高年齢者雇 実施する。
アドバイザー等を活用して、執行の 用アドバイザー及び７０歳雇用支援 その実施に当たっては、６５歳までの高
効率化を図りつつ、機構の蓄積する アドバイザーが、事業主等に対して、 年齢者雇用確保措置の未実施企業、とりわ
専門的知見を基に事業主等に対する 企業診断システムを活用して対象企 け小規模企業に対する高年齢者雇用確保措
高年齢者等の雇用の技術的問題全般 業の課題等を把握する等により、毎 置の実施・定着を図るための相談・援助及
に関する相談・援助を行い、相談・ 年度延べ３０，０００件の相談・援 び希望者全員を対象とする制度を導入する
援助を実施した事業主等に対して追 助を計画的かつきめ細かく実施する。 ための相談・援助に重点を置いて実施する。
跡調査を実施し、７０％以上の利用 実施後は、相談・援助を行った事業 小規模企業に対する６５歳までの高年齢
事業主等において、具体的な課題改 主等に対して追跡調査を実施し、有 者雇用確保措置の実施・定着を図るための
善効果が見られるようにすること。 効回答のうち７０％以上の事業主等 相談・援助については、職業安定機関が重
また、当該調査結果を分析し、高 において、具体的な課題改善効果が 点的に行う集団指導・個別指導との一体的

年齢者雇用アドバイザー等の業務の 見られるようにする。 取組として、３１人以上５０人以下規模企
質の向上を図ること。 高年齢者雇用アドバイザーによる 業に対して実施する。

相談・援助は、６５歳までの高年齢 また、継続雇用制度の年齢を義務年齢に
者雇用確保措置の未実施企業、とり 合わせて段階的に引き上げることとしてい
わけ小規模な企業に対する高年齢者 る企業に対しては、平成２２年４月１日か
雇用確保措置の実施・定着を図るた らの義務年齢の６４歳への引上げに対応す
めの相談・援助、希望者全員を対象 るに際して、６５歳まで一挙に２歳引上げ
とする制度を導入するための相談・ るとともに、希望者全員が働ける制度に変
援助及び継続雇用制度の対象者を就 更するよう促す。
業規則等により定めることができる
経過措置期間の終了後において、労
使協定による適切な基準を定めるた
めの相談・援助に重点を置いて実施
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する。

７０歳雇用支援アドバイザーによ ７０歳雇用支援アドバイザーによる相談
る相談・援助は、「「７０歳まで働け ・援助は、「７０歳まで働ける企業」の実現
る企業」の実現に向けた提言」を踏 に向けた提言を踏まえ、「７０歳まで働ける
まえ、６５歳までの高年齢者雇用確 企業」の普及促進のため、６５歳までの高
保措置の実施企業を中心に、６５歳 年齢者雇用確保措置の実施企業を中心に、
を超える定年延長等の企業の自主的 ６５歳を超える定年延長等の企業の自主的
な取組を支援する。 な取組を支援する。

イ 高年齢者雇用確保措置等については、事
業主が取り組む際に課題となる賃金・退職
金制度又は人事管理制度等の見直し等に対
して、高年齢者雇用アドバイザー及び７０
歳雇用支援アドバイザー（以下「高年齢者
雇用アドバイザー等」という。）が３０，
０００件以上の相談・援助を実施すること
により、高年齢者等の雇用管理の改善に関
する事業主の取組を支援する。
特に７０歳雇用支援アドバイザーによる

相談・援助は、都道府県労働局が策定する
国の目標（「７０歳まで働ける企業」の割
合を平成２２年度末を目途に２０％とす
る）の達成に向けた取組を着実に実行する
ための年度別目標と具体的な取組等の戦略
に基づき、支援効果が見込まれる企業のリ
スト等を活用し、訪問対象企業を労働局と
共同して選定するなど、職業安定機関と密
接な連携を図りながら、計画的に実施する。
また、企業診断システムを積極的に活用

して対象企業の能力開発、職場環境整備、
人事管理制度及び健康・安全管理等に係る
課題を把握することにより、具体的な解決
案を提案する相談・援助につなげることと
する。同システムの運用件数は２，１００
件以上とする。

相談・援助実施後は、利用事業主等に対
して追跡調査を実施し、有効回答のうち７
０％以上の事業主等において、具体的な課
題改善効果が見られるようにする。また、
効果がなかった旨の評価に対しては、自由
回答欄の記載を分析し、その原因等を把握
する等により、より利用者の満足が得られ
る内容となるよう随時見直しを図る。

高年齢者雇用アドバイザー等は、 ロ 高年齢者雇用アドバイザー等は、企業診
相談・援助によって明らかになった 断システムの活用や相談・援助によって明
高年齢者の継続雇用に当たっての条 らかになった課題に対して、その解決に向
件整備に関する具体的な解決案を提 けた助言を行い、自力で解決することがで
案するなど企画立案サービスを積極 きない事業主に対して具体的な解決案を提
的に実施する。 案する企画立案サービスを積極的に実施す

る。

高年齢者雇用アドバイザー等が講 ハ 継続雇用制度の導入が進んでいない企業
師となり、企業の職場管理者の能力 及び導入しているが運用等について種々の
向上及び意識改革、中高年従業員の 課題を抱えている企業に対して、高年齢者
自己啓発促進等による職務遂行能力 雇用アドバイザー等が講師となり、当該企
の向上を図るための職場活性化研修 業の職場管理者の能力向上及び意識改革、
を積極的に実施する。 中高年従業員の自己啓発促進等による職務
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遂行能力の向上を図る職場活性化研修を２
６０回以上実施する。特に、改訂した職場
活性化研修マニュアルに基づき、５０人以
下規模の小規模企業に対して重点的に実施
する。
なお、研修実施後、受講者にアンケート

調査を実施し、有効回答のうち８５％以上
の参加者から高年齢者等の雇用を進める上
で有効であった旨の評価が得られるよう質
の向上を図る。このため、有効でなかった
旨の評価に対しては、自由回答欄の記載を
分析し、その原因等を把握する等により、
より受講者の満足が得られる内容となるよ
う随時見直しを図る。

高年齢者雇用アドバイザー等によ ニ 高年齢者雇用アドバイザー等によるサー
るサービスの一層の質の向上を図る ビスの一層の質の向上を図るため、活動実
ため、相談・援助等の好事例の提供、 態の把握を行うとともに、継続雇用制度等
事例検討会、実務研修等を実施する。 を導入した企業等の賃金・退職金制度、人

事管理制度等について、事例発表・意見交
換等を行う事例検討会を行う。
また、事例検討会で出された好事例を収

集・整理し、事例集等を作成し、高年齢者
雇用アドバイザー等に提供する。

ホ 社会の変化や事業主の経営環境の状態等
に対応した相談・援助の技術の向上を図る
ため、高年齢者雇用アドバイザー等に対し
て、企業診断システムの効果的な活用や企
画立案サービス、職場活性化研修の効果的
実施に資する実務研修等を実施する。
なお、実施に当たっては、企業等に対す

る高年齢者雇用に係る人事・労務管理上の
諸問題の具体的な解決策の提案や「７０歳
まで働ける企業」の実現に向けた企業の実
情に合わせた提案を行う資質や技術を高め
るため、事例発表、グループ討議を中心と
した研修内容とする。

② 高年齢者等の雇用に関する各種講 イ 事業主・雇用管理担当者に対する ② 高年齢者等の雇用に関する各種講習等の
習等の実施 各種講習等の実施 実施

高年齢者等の雇用問題についての 事業主や企業における雇用管理担 高年齢者雇用確保措置の実施及び円滑な
認識と理解を深めるため、事業主等 当者に対し、そのニーズの把握に努 運用・定着を中心とした高年齢者等の雇用
に対して、高年齢者雇用確保措置、 めつつ、以下の講習について第２期 に関する事業主や企業における雇用管理担
高年齢者等の雇用管理改善の実施等 中期目標期間中に１２０，０００人 当者の理解と認識を高めるため、そのニー
に関する高年齢者等の雇用に関する 以上の受講者を対象に実施する。講 ズの把握に努めつつ、以下の講習等を実施
講習等を実施すること。講習終了後、 習等終了後、受講者にアンケート調 し、２４，０００人程度の受講者を対象に
参加者にアンケート調査を実施し、 査を実施し、有効回答のうち８５％ 実施する。
８５％以上の参加者から高年齢者等 以上の受講者から高年齢者等の雇用 なお、実施に当たっては、高年齢者雇用
の雇用を進める上で、有用であった を進める上で有用であった旨の評価 確保措置未実施企業（特に５０人以下の小
旨の評価を得ること。 を得られるようにする。 規模企業）に対する条件整備の支援、継続

雇用制度の年齢を引き上げる企業に対する
６５歳以上までの希望者全員を対象とする
制度の導入支援、高年齢者雇用確保措置実
施企業に対する定着支援及び「７０歳まで
働ける企業」の実現に向けた取組の支援に
結びつける内容とし、講習等終了後、受講
者にアンケート調査を実施し、有効回答の
うち８５％以上の受講者から高年齢者等の
雇用を進める上で有用であった旨の評価が
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得られるよう質の向上を図る。さらに、事
業主等に対して追跡調査を実施し、有効回
答のうち８０％以上の事業主等から雇用管
理の改善を進める上で効果があった旨の評
価が得られるよう質の向上を図る。また、
有用でなかった又は効果がなかった旨の評
価に対しては、自由回答欄の記載を分析し、
その原因等を把握する等により、より有用
度を高める内容となるよう随時見直しを図
る。

希望者全員を対象とする継続雇用 イ 企業経営者・事業主団体役員等を対象
制度の導入、「７０歳まで働ける企業」 に、高齢化の進行とその対策、高年齢者等
の実現、６５歳までの高年齢者雇用 の雇用創出の重要性、企業としての責務等
確保措置の実施・定着等を図るため、 について理解を深めるとともに、職場環境
企業の経営者層等を対象に高年齢者 及び雇用管理の改善に関する専門的な知識
等の雇用確保の重要性や雇用管理の を高めるため、「高齢者の能力を活用した
改善等について理解を深めるための 企業経営」等、高齢者の人材活用等を重点
「高年齢者雇用管理研修」を実施す 的なテーマとして「高年齢者雇用管理研修」
る。 を実施する。

各事業所において選任された高年 ロ 各事業所において、高年齢者雇用確保措
齢者雇用推進者を対象に、高年齢者 置を推進するため選任された高年齢者雇用
等の雇用の好事例や地域別・産業別 推進者を対象に６５歳までの希望者全員を
等の取組の実態などの情報提供及び 対象とする継続雇用制度の導入、更に「７
意見交換等を行う「高年齢者雇用推 ０歳まで働ける企業」の普及促進につなが
進者講習」を実施する。 るような内容、具体的には、雇用確保措置

の適切な運用・定着のための賃金及び人事
・処遇制度の見直しや能力開発制度の整備
等、雇用管理の改善等をテーマとして、雇
用の好事例、地域別・産業別等の取組の実
態などの情報提供及び意見交換等を行う
「高年齢者雇用推進者講習」を実施する。

(4)６５歳までの雇用確保措置の導入・ (4)６５歳までの雇用確保措置の導入・ (4)６５歳までの雇用確保措置の導入・定着の
定着のための小規模企業に重点をおい 定着のための小規模企業に重点をおい ための小規模企業に重点をおいた支援を行う
た支援を行うことに関する事項 た支援を行うことに関する事項 ことに関する事項

小規模な企業において雇用確保措置 小規模な企業において雇用確保措置 小規模な企業において雇用確保措置の導入
の導入・定着が遅れている状況を踏ま の導入・定着が遅れている状況を踏ま ・定着が遅れている状況を踏まえ、支援対象
え、支援対象を小規模な企業に重点化 え、支援対象を小規模な企業に重点化 を小規模な企業に重点化し、小規模企業の特
し、小規模企業の特性を踏まえた、よ し、小規模企業の特性を踏まえた、よ 性を踏まえた、より効果的かつ効率的な事業
り効果的かつ効率的な事業手法を検討 り効果的かつ効率的な事業手法を検討 手法を検討し、その結果に基づき効果的かつ
し、その結果に基づき効果的かつ効率 し、その結果に基づき効果的かつ効率 効率的な運営を図る。
的な業務運営を図ること。 的な運営を図る。

(5)高年齢者雇用支援業務の政策転換を (5)高年齢者雇用支援業務の政策転換を (5)高年齢者雇用支援業務の政策転換を見据え
見据えた見直しに関する事項 見据えた見直しに関する事項 た見直しに関する事項

機構による高年齢者雇用支援業務 機構による高年齢者雇用支援業務 機構による高年齢者雇用支援業務は、６５
は、６５歳までの雇用確保に係る相談 は、６５歳までの雇用確保措置に係る 歳までの雇用確保措置に係る相談援助等の対
援助等の対象企業の重点化・縮小や、 相談援助等の対象企業の重点化・縮小 象企業の重点化・縮小や、新たな課題として
新たな課題として６５歳以上の雇用確 や、新たな課題として６５歳以上の雇 ６５歳以上の雇用確保に係る業務が見込まれ
保に係る業務が見込まれる一方、社会 用確保に係る業務が見込まれる一方、 る一方、社会経済情勢や法施行の状況等の関
経済情勢や法施行の状況等の関連諸施 社会経済情勢や法施行の状況等の関連 連諸施策の動向に影響を受けることなどを勘
策の動向に影響を受けることなどを勘 諸施策の動向に影響を受けることなど 案し、平成２５年度以降の高年齢者雇用支援
案し、平成２５年度以降の高年齢者雇 を勘案し、平成２５年度以降の高年齢 業務の実施体制・実施方法については、引き
用支援業務の実施体制・実施方法につ 者雇用支援業務の実施体制・実施方法 続き現行の枠組みで実施することが合理的か
いては、引き続き現行の枠組みで実施 については、引き続き現行の枠組みで つ効果的・効率的かについて、第２期中期目
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することが合理的かつ効果的・効率的 実施することが合理的かつ効果的・効 標期間終了時までに検討し、結論を得ること
かについて、第２期中期目標期間終了 率的かについて、第２期中期目標期間 としているので、厚生労働省の検討に資する
時までに検討し、結論を得ることとし 終了時までに検討し、結論を得ること ように必要な連携を図る。
ているので、厚生労働省の検討に資す としているので、厚生労働省の検討に
るように必要な連携を図ること。 資するように必要な連携を図る。

(注)前中期目標期間中に実施していた
再就職支援コンサルタントによる援
助業務は廃止。

【評価項目４ 高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援 自己評価 評定
助、各種講習等及び小規模企業に重点を置いた６５歳まで
の雇用確保措置の導入・定着支援】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用支援アドバイザ ・高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用支援アドバイザーが、事
ーが、事業主等に対して、毎年度延べ３０，０００件の相 業主等に対して、毎年度延べ３０，０００件の相談・援助を計画的
談・援助を計画的かつきめ細かく実施すること。 かつきめ細かく実施すること。

平成20年度 32,456件
（平成19年度 31,944件）

・企業診断システムの運用件数は１，８００件以上とするこ ・企業診断システムの運用件数は２，１００件以上とすること。 ・平成２１年度計画に基づく変更。
と。

平成20年度 2,791件
（平成19年度 2,477件）

・相談・援助を行った事業主等に対して追跡調査を実施し、 ・相談・援助を行った事業主等に対して追跡調査を実施し、有効回答
有効回答のうち７０％以上の事業主等において、具体的な のうち７０％以上の事業主等において、具体的な課題改善効果が見
課題改善効果が見られるようにすること。 られるようにすること。

平成20年度 86.9％

・職場活性化研修を２６０回以上実施すること。 ・職場活性化研修を２６０回以上実施すること。

平成20年度 351回
（平成19年度 358回）

・研修実施後、受講者にアンケート調査を実施し、有効回答 ・研修実施後、受講者にアンケート調査を実施し、有効回答のうち８
のうち８５％以上の参加者から高年齢者等の雇用を進める ５％以上の参加者から高年齢者等の雇用を進める上で有効であった
上で有効であった旨の評価が得られるようにすること。 旨の評価が得られるようにすること。

平成20年度 95.3％
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・第２期中期目標期間中に１２０，０００人以上の受講者に ・第２期中期目標期間中に１２０，０００人以上の受講者に講習等を
講習等を実施すること。 実施すること。
２４，０００人程度の受講者を対象に講習等を実施するこ ２４，０００人程度の受講者を対象に講習等を実施すること。
と。

平成20年度 27,347人
（平成19年度 21,377人）

・講習終了後、参加者にアンケート調査を実施し、８５％以 ・講習終了後、参加者にアンケート調査を実施し、８５％以上の参加
上の参加者から高年齢者等の雇用を進める上で、有用であ 者から高年齢者等の雇用を進める上で、有用であった旨の評価を得
った旨の評価を得ること。 ること。

平成20年度 90.7％

・事業主等に対して追跡調査を実施し、有効回答のうち８０ ・事業主等に対して追跡調査を実施し、有効回答のうち８０％以上の
％以上の事業主等から雇用管理の改善を進める上で効果が 事業主等から雇用管理の改善を進める上で効果があった旨の評価が
あった旨の評価が得られるよう質の向上を図ること。 得られるよう質の向上を図ること。

平成20年度 89.5％

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (2) ① 高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇 第２ ２ (2) ① 高年齢者雇用アドバイザー及び７０歳雇用支援ア

用支援アドバイザーによる相談・援助等の実施 ドバイザーによる相談・援助等の実施

・高年齢者雇用アドバイザー等が、事業主等に対して、毎年 ・高年齢者雇用アドバイザー等が、事業主等に対して、毎年度延べ３
度延べ３０，０００件の相談・援助を計画的かつきめ細か ０，０００件の相談・援助を計画的かつきめ細かく実施しているか。
く実施しているか。

・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善 ・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善効果が見
効果が見られた旨の評価が得られたか。 られた旨の評価が得られたか。

・高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助は、６５歳ま ・高年齢者雇用アドバイザーによる相談・援助は、６５歳までの高年
での高年齢者雇用確保措置の未実施企業、とりわけ小規模 齢者雇用確保措置の未実施企業、とりわけ小規模な企業に対する相
な企業に対する相談・援助、希望者全員を対象とする制度 談・援助、希望者全員を対象とする制度を導入するための相談・援
を導入するための相談・援助及び継続雇用制度の対象者の 助及び継続雇用制度の対象者の基準を労使協定により定めるための
基準を労使協定により定めるための相談・援助に重点を置 相談・援助に重点を置いて実施しているか。
いて実施しているか。

・７０歳雇用支援アドバイザーによる相談・援助は、６５歳 ・７０歳雇用支援アドバイザーによる相談・援助は、６５歳までの高
までの高年齢者雇用確保措置の実施企業を中心に、６５歳 年齢者雇用確保措置の実施企業を中心に、６５歳を超える定年延長
を超える定年延長等の企業の自主的な取組を支援している 等の企業の自主的な取組を支援しているか。
か。

・高年齢者雇用アドバイザー等は、企画立案サービスを積極 ・高年齢者雇用アドバイザー等は、企画立案サービスを積極的に実施
的に実施しているか。 しているか。

・高年齢者雇用アドバイザー等が講師となり、職場活性化研 ・高年齢者雇用アドバイザー等が講師となり、職場活性化研修を積極
修を積極的に実施しているか。 的に実施しているか。

・高年齢者雇用アドバイザー等によるサービスの一層の質の ・高年齢者雇用アドバイザー等によるサービスの一層の質の向上を図
向上を図るため、相談・援助等の好事例の提供、事例検討 るため、相談・援助等の好事例の提供、事例検討会、実務研修等を
会、実務研修等を実施しているか。 実施しているか。
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第２ ２ (2) ②高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実 第２ ２ (2) ②高年齢者等の雇用に関する各種講習等の実施
施

・高年齢者雇用管理研修、高年齢者雇用推進者講習について、 ・高年齢者雇用管理研修、高年齢者雇用推進者講習について、第２期
第２期中期目標期間中に１２０，０００人以上の受講者を 中期目標期間中に１２０，０００人以上の受講者を対象に実施する
対象に実施するための取組を進めているか。 ための取組を進めているか。

・アンケート調査の回答者のうち８５％以上から高年齢者等 ・アンケート調査の回答者のうち８５％以上から高年齢者等の雇用を
の雇用を進める上で有用であった旨の評価が得られたか。 進める上で有用であった旨の評価が得られたか。

・企業の経営者層等を対象に、高年齢者等の雇用確保の重要 ・企業の経営者層等を対象に、高年齢者等の雇用確保の重要性や雇用
性や雇用管理の改善等について理解を深めるための「高年 管理の改善等について理解を深めるための「高年齢者雇用管理研修」
齢者雇用管理研修」を実施しているか。 を実施しているか。

・各事業所において選任された高年齢者雇用推進者を対象に、・各事業所において選任された高年齢者雇用推進者を対象に、高年齢
高年齢者等の雇用の好事例や地域別・産業別等の取組の実 者等の雇用の好事例や地域別・産業別等の取組の実態などの情報提
態などの情報提供及び意見交換等を行う「高年齢者雇用推 供及び意見交換等を行う「高年齢者雇用推進者講習」を実施してい
進者講習」を実施しているか。 るか。

第２ ２ (4) ６５歳までの雇用確保措置導入・定着のため 第２ ２ (4) ６５歳までの雇用確保措置導入・定着のための小規模
の小規模企業に重点をおいた支援を行うことに関する事項 企業に重点をおいた支援を行うことに関する事項

・支援対象を小規模な企業に重点化し、小規模企業の特性を ・支援対象を小規模な企業に重点化し、小規模企業の特性を踏まえた、
踏まえた、より効果的かつ効率的な事業手法を検討し、そ より効果的かつ効率的な事業手法を検討し、その結果に基づく効果
の結果に基づく効果的かつ効率的な運営に取り組んでいる 的かつ効率的な運営に取り組んでいるか。
か。

第２ ２ (5) 高年齢者雇用支援業務の政策転換を見据えた 第２ ２ (5) 高年齢者雇用支援業務の政策転換を見据えた見直しに
見直しに関する事項 関する事項

・平成２５年度以降の高年齢者雇用支援業務の実施体制・実 ・平成２５年度以降の高年齢者雇用支援業務の実施体制・実施方法に
施方法に関する厚生労働省の検討に資するよう、必要な連 関する厚生労働省の検討に資するよう、必要な連携を図っているか。
携を図っているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（５） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

(2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ
項について、事業主その他の関係者に 項について、事業主その他の関係者に いて、事業主その他の関係者に対して相談そ
対して相談その他の援助を行うことに 対して相談その他の援助を行うことに の他の援助を行うことに関する事項
関する事項 関する事項

③ 実践的手法の開発・提供 ウ 実践的手法の開発・提供 ③ 実践的手法の開発・提供
高年齢者等の安定した雇用の確保 企業における高年齢者等の雇用に 企業における高年齢者等の雇用に係る問

の促進を図るため、賃金、人事処遇 係る問題の解決、雇用管理の改善等 題の解決、雇用管理の改善等に資するため、
制度等高年齢者等の雇用を進めてい に資するため、事業主のニーズに配 事業主のニーズに配慮しつつ、高年齢者等
く上での課題解決に資する実践的手 慮しつつ、高年齢者等の雇用に関す の雇用に関する必要な実践的手法を開発し、
法を開発し、また、事業主等と共同 る必要な実践的手法を開発し、高年 高年齢者雇用アドバイザー等が行う相談・
研究を行うことにより、これらの成 齢者雇用アドバイザー等が行う相談 援助への活用を図るとともに、開発成果を
果について高年齢者雇用アドバイザ ・援助への活用を図るとともに、開 ホームページ等を通じて提供することによ
ー等が行う相談・援助への活用を図 発成果をホームページ等を通じて提 り、事業主等の自主的な取組を支援する。
るとともに、開発成果を事業主の利 供することにより、事業主等の自主
用しやすい報告書、マニュアル等の 的な取組を支援する。
成果物として事業主等に提供し、そ
の自主的な取組を支援すること。

① 事業主支援手法等の開発 イ 事業主支援手法等の開発
高年齢者雇用アドバイザー等に 「７０歳まで働ける企業」の普及・促進

よる相談・援助の効果的な実施に 等を進めていく上での課題となる要因を明
資するため、事業主支援手法等を らかにし、その解決を図るため、賃金・人
開発する。 事処遇制度等に関する調査研究等を行い、

事業主支援手法等を開発し、併せてその研
究成果を高年齢者雇用アドバイザー等の行
う相談・援助業務等への活用を図る。

② 共同研究の実施及び先進企業の事 ロ 共同研究の実施及び先進企業事例の収集
例の収集・提供 ・提供
高年齢者等の雇用確保のための 高年齢者等の能力の有効活用、職域開発、

条件整備に必要な調査研究を事業 モチベーション向上等に必要な調査研究を
主等と共同で実施する。また、高 行おうとしている事業主等と共同して、「職
年齢者等の意欲、能力を活用した 務再設計」「人事・賃金」「能力開発」「健
多様な就業形態の開発等を支援す 康管理」をテーマとし、７０歳まで働ける
るとともに、高年齢者等の雇用を 企業への取組を中心とした共同研究を１０
推進している先進企業の事例の収 件以上実施する。
集・提供を行う。 また、「７０歳まで働ける企業」を実現

するためには、多様な働き方を考慮する必
要があることから、高齢者のニーズに応じ
た様々な就業形態を取り入れている企業の
事例を収集・提供するとともに、多様な就
業形態の開発等に取り組む企業を支援す
る。
さらに、高年齢者等の雇用を推進してい

る先進企業の事例を収集・提供するため、
高齢者雇用に創意工夫を行っている先進的
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企業等を表彰する「高年齢者雇用開発コン
テスト」の実施、７０歳までいきいきと働
ける企業事例を内容とする「７０歳いきい
き企業１００選（２００９年版）」の作成
を行う。

③ 産業別ガイドライン策定支援 ハ 産業別ガイドライン策定支援
産業団体が学識経験者、産業団 産業団体が学識経験者、産業団体代表者

体代表者等から構成する産業別高 等から構成する産業別高年齢者雇用推進委
年齢者雇用推進委員会を開催し、 員会を開催し、高年齢者等の雇用促進のた
高年齢者等の雇用促進のために解 めに解決すべき課題等について検討を行
決すべき課題等について検討を行 い、その結果に基づき高年齢者等の雇用を
い、その結果に基づき高年齢者等 より一層促進するために必要なガイドライ
の雇用をより一層促進するために ンを自主的に策定することを支援する。
必要なガイドラインを自主的に策 平成２１年度は、新たに５団体（警備業、
定することを支援する。 豆腐油揚製造業、自動車リサイクル業、在

宅介護サービス業、労働者派遣業）につい
て設置し、 平成２０年度から活動を続け
ている印刷業等１０団体と併せて、計１５
団体について取組を支援する。

④ 開発成果の普及・活用の促進 ニ 開発成果の普及・活用の促進
上記①から③までによる実践的 上記イからハまでによる実践的手法の開

手法の開発により得られた成果に 発等により得られた成果については、７０
ついては、冊子等を作成し、事業 歳雇用実現に向けた企業の取組事例、産業
主等に配布するほか、常に情報の 別ガイドライン等を簡潔にとりまとめた冊
抽出・整理ができるようデータベ 子等を作成し、事業主等に配布するほか、
ースを構築し、当該開発成果に係 常に情報の抽出・整理ができるようデータ
る情報を蓄積・管理した上で、事 ベースを構築し、当該開発成果に係る情報
業主等が有効に活用できるようホ を蓄積・管理した上で、事業主等が有効に
ームページで公開する。 活用できるようホームページで公開する。

【評価項目５ 高年齢者雇用に関する実践的手法の開発・提 自己評価 評定
供】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・高年齢者等の能力の有効活用等に必要な調査研究を行おう ・高年齢者等の能力の有効活用等に必要な調査研究を行おうとしてい

としている事業主等と共同して、７０歳まで働ける企業へ る事業主等と共同して、７０歳まで働ける企業への取組みを中心と
の取組みを中心とした共同研究を１０件以上実施すること。 した共同研究を１０件以上実施すること。

平成20年度 11件
（平成19年度 10件）

・新たに５団体（印刷業、広報ＰＲ業、専門店業、分析機器 ・新たに５団体（警備業、豆腐油揚製造業、自動車リサイクル業、在 ・平成２１年度計画に基づく変更。
製造業、衛生検査所業）について産業別高年齢者雇用推進 宅介護サービス業、労働者派遣業）について産業別高年齢者雇用推
委員会を設置すること。 進委員会を設置すること。

平成20年度 ５団体

・昨年度から活動を続けている民営鉄道業等１１団体と併せ ・昨年度から活動を続けている印刷業等１０団体と併せて、計１５団 ・平成２１年度計画に基づく変更。
て、計１６団体について高年齢者等の雇用をより一層促進 体について高年齢者等の雇用をより一層促進するために必要なガイ
するために必要なガイドラインを自主的に策定することを ドラインを自主的に策定することを支援すること。
支援すること。
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平成20年度 16団体（新規５、継続11）

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (2) ③ イ 事業主支援手法等の開発 第２ ２ (2) ③ イ 事業主支援手法等の開発

・高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援助の効果的な ・高年齢者雇用アドバイザー等による相談・援助の効果的な実施の観
実施の観点から調査研究のテーマを設定しているか。 点から調査研究のテーマを設定しているか。

・研究成果を相談・援助業務等に活用しているか。 ・研究成果を相談・援助業務等に活用しているか。

第２ ２ (2) ③ ロ 共同研究の実施及び先進企業事例の 第２ ２ (2) ③ ロ 共同研究の実施及び先進企業事例の収集・提
収集・提供 供

・高年齢者等の雇用確保のための条件整備に必要な調査研究 ・高年齢者等の雇用確保のための条件整備に必要な調査研究を事業主
を事業主等と共同で実施しているか。 等と共同で実施しているか。

・高年齢者等の雇用を推進している先進企業の事例の収集・ ・高年齢者等の雇用を推進している先進企業の事例の収集・提供を行
提供を行っているか。 っているか。

第２ ２ (2) ③ ハ 産業別ガイドライン策定支援 第２ ２ (2) ③ ハ 産業別ガイドライン策定支援

・産業別高年齢者雇用推進委員会において、高年齢者等の雇 ・産業別高年齢者雇用推進委員会において、高年齢者等の雇用促進の
用促進のために解決すべき課題等について検討を行ってい ために解決すべき課題等について検討を行っているか。
るか。

・産業団体がガイドラインを自主的に策定することについて ・産業団体がガイドラインを自主的に策定することについて支援を行
支援を行っているか。 っているか。

第２ ２ (2) ③ 二 開発成果の普及・活用の促進 第２ ２ (2) ③ 二 開発成果の普及・活用の促進

・実践的手法の開発により得られた成果について、冊子等を ・実践的手法の開発により得られた成果について、冊子等を作成し、
作成し、事業主等に配布するほか、事業主等が有効に活用 事業主等に配布するほか、事業主等が有効に活用できるようホーム
できるようホームページで情報提供を行っているか。 ページで情報提供を行っているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（６） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

(2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事 (2)高年齢者等の雇用に関する技術的事項につ
項について、事業主その他の関係者に 項について、事業主その他の関係者に いて、事業主その他の関係者に対して相談そ
対して相談その他の援助を行うことに 対して相談その他の援助を行うことに の他の援助を行うことに関する事項
関する事項 関する事項

④ 啓発広報活動等の実施 エ 啓発広報活動等の実施 ④ 啓発広報活動等の実施
高年齢者等の雇用問題に関する情 希望者全員を対象とする継続雇用 希望者全員を対象とする継続雇用制度の

報の効率的な活用と国民の理解の促 制度の導入、「７０歳まで働ける企業」 導入、「７０歳まで働ける企業」の実現、６
進を図るため、高年齢者雇用確保措 の実現、６５歳までの高年齢者雇用 ５歳までの高年齢者雇用確保措置の完全実
置及び高年齢者等の雇用に関する情 確保措置の完全実施など、意欲と能 施など、意欲と能力がある限り年齢に関わ
報及び資料の収集を計画的かつ効果 力がある限り年齢にかかわりなく働 りなく働き続けることができる社会の実現
的に実施するとともに、事業主等に き続けることができる社会の実現に に向け、事業主をはじめ社会全体の意識を
対する情報の提供については、高齢 向け、事業主をはじめ社会全体の意 醸成するため、１０月の高年齢者雇用支援
者雇用を支援する月間を設け、各種 識を醸成するため、高齢者雇用を支 月間を中心として、イに掲げる「高齢者雇
行事の開催、刊行誌の発行、ホーム 援する月間を設け、各種行事の開催、 用フェスタ」をはじめとした各種行事の開
ページへの掲載、マスメディア等の 定期刊行誌の発行、新聞・テレビと 催、ポスターの作成配布、テレビＣＭの作
活用により啓発広報活動を効果的か いったマスメディア等の活用等によ 成、さらにこれらを活用した新聞や雑誌等
つ積極的に展開すること。 り、啓発広報活動を効果的かつ積極 といったマスメディア等を通じての広報活

的に展開する。 動を実施するとともに、年間を通じてロに
掲げる定期刊行誌等の発行等により、啓発
広報活動を効果的かつ積極的に展開する。

① 高齢者雇用フェスタの実施 イ 高齢者雇用フェスタの実施
高年齢者等の雇用の重要性を広 高年齢者等の雇用の重要性を広く社会に

く社会に浸透させ、高年齢者等に 浸透させ、高年齢者等にとって働きやすい
とって働きやすい雇用環境にする 雇用環境にするため、１０月の高年齢者雇
ために、企業等が創意工夫を行っ 用支援月間を中心として、高年齢者雇用開
た改善の事例の発表・紹介・展示 発コンテスト入賞企業の表彰を行うほか、
等を内容とする「高齢者雇用フェ 企業等が創意工夫を行った改善事例を発表
スタ」を開催する。 する高年齢者雇用開発フォーラム及び企業
高齢者雇用フェスタの参加者に 事例の紹介・展示等を内容とする「高齢者

アンケート調査を実施し、有効回 雇用フェスタ」を開催する。
答のうち８０％以上の参加者から 開催に当たっては、参加者へのアンケー
高年齢者等の雇用問題についての ト調査を実施し、有効回答のうち８０％以
理解が深まった旨の評価を得られ 上の参加者から高齢者の雇用問題について
るようにする。また、高齢者雇用 の理解が深まった旨の評価が得られるよう
フェスタの在り方についても、当 にするとともに、次年度以降のフェスタの
該アンケートにより意見を求め、 在り方について意見を求め、その内容及び
その内容及び方法についてより効 方法についてより効果的なものとなるよう
果的なものとする。 検討する。

② 定期刊行誌等の発行その他啓発広 ロ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報活動
報活動の実施 の実施
高齢化対策、高年齢者等の雇用 高齢化対策、高年齢者等の雇用問題につ

問題について、その具体的対応事 いて、その具体的対応事例等を掲載した定
例等を掲載した定期刊行誌を毎月 期刊行誌「エルダー」を月６０，０００部
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発行する。また、ホームページを 作成・発行し、事業主等に配布する。なお、
活用した情報提供、新聞・テレビ 作成に当たっては、読者アンケートや編集
といったマスメディア等の活用等 委員会等の意見を踏まえ誌面の一層の充実
による啓発広報活動を実施する。 を図る。

また、高齢化に対応した雇用管理制度の
見直し策等を解説した小冊子及び高齢化・
高齢者雇用に関連する統計データを取りま
とめた冊子を作成し、事業主等に配布する
ほか、テレビ・新聞広告等を媒体とした啓
発広報活動を行う。

【評価項目６ 啓発事業（高齢者関係）】 自己評価 評定

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・高齢者雇用フェスタの参加者にアンケート調査を実施し、 ・高齢者雇用フェスタの参加者にアンケート調査を実施し、有効回答

有効回答のうち８０％以上の参加者から高年齢者等の雇用 のうち８０％以上の参加者から高年齢者等の雇用問題についての理
問題についての理解が深まった旨の評価を得られるように 解が深まった旨の評価を得られるようにすること。
すること。

平成20年度 93.6％
（平成19年度 95.1％）

・高齢化対策、高年齢者等の雇用問題について、その具体的 ・高齢化対策、高年齢者等の雇用問題について、その具体的対応事例
対応事例等を掲載した定期刊行誌「エルダー」を月６０， 等を掲載した定期刊行誌「エルダー」を月６０，０００部作成・発
０００部作成・発行し、事業主等に配布すること。 行し、事業主等に配布すること。

平成20年度 月60,000部
（平成19年度 月60,000部）

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (2) ④ イ 高齢者雇用フェスタの実施 第２ ２ (2) ④ イ 高齢者雇用フェスタの実施

・高齢者雇用フェスタについて、高年齢者等の雇用の確保の ・高齢者雇用フェスタについて、高年齢者等の雇用の確保の重要性を
重要性を参加者に理解させるような内容になっているか。 参加者に理解させるような内容になっているか。

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から高年齢者等 ・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から高年齢者等の雇用問
の雇用問題についての理解が深まった旨の評価が得られた 題についての理解が深まった旨の評価が得られたか。
か。

・アンケートによる高齢者雇用フェスタの在り方についての ・アンケートによる高齢者雇用フェスタの在り方についての意見を踏
意見を踏まえ、改善策について検討しているか。 まえ、改善策について検討しているか。

第２ ２ (2) ④ ロ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報 第２ ２ (2) ④ ロ 定期刊行誌等の発行その他啓発広報活動の実
活動の実施 施

・定期刊行誌の一層の充実に向けた検討を行っているか。 ・定期刊行誌の一層の充実に向けた検討を行っているか。

・ホームページを活用した情報提供、新聞・テレビといった ・ホームページを活用した情報提供、新聞・テレビといったマスメデ
マスメディア等の活用等による啓発広報活動を実施してい ィア等の活用等による啓発広報活動を実施しているか。
るか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（７） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

１ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に ２ 高年齢者等に係る雇用関係業務に関する事
関する事項 関する事項 項

(3)労働者に対して、その高齢期におけ (3)労働者に対して、その高齢期におけ (3)労働者に対して、その高齢期における職業
る職業生活の設計を行うことを容易に る職業生活の設計を行うことを容易に 生活の設計を行うことを容易にするために必
するために必要な助言又は指導を行う するために必要な助言又は指導を行う 要な助言又は指導を行うことに関する事項
ことに関する事項 ことに関する事項
高年齢者雇用確保措置の実施状況や 高年齢者雇用確保措置の実施状況や 高年齢者雇用確保措置の実施状況や団塊の

団塊の世代が６０歳に到達しつつある 団塊の世代が６０歳に到達しつつある 世代の全員が６０歳に到達し、さらに平成２
ことを踏まえ、６５歳以降を視野に入 ことを踏まえ、６５歳以降を視野に入 ４年には６５歳に到達しはじめることを踏ま
れた職業生活設計に重点を移し、労働 れた職業生活設計に重点を移し、労働 え、労働者が早い段階から自らのキャリア設
者が早い段階から自らの希望と能力に 者が早い段階から自らの希望と能力に 計を含めた職業生活の設計を行い、６５歳以
応じた多様な働き方を選択し、実現で 応じた多様な働き方を選択し、実現で 降まで多様な働き方を選択し、自らの希望と
きるようにするため、職業安定機関等 きるようにするため、職業安定機関等 能力に応じて働くことができるようにするた
と密接な連携を図りながら、高齢期に と密接な連携を図りながら、高齢期に め、職業安定機関等と密接な連携を図りなが
おける職業生活の設計のための助言、 おける職業生活の設計のための助言、 ら、労働者の高齢期における職業生活設計を
援助を行うこと。 援助を行う。 効果的に支援する高齢期雇用就業支援業務を

行う。

① コーナーの利用ニーズに対応した ① 利用ニーズに対応した業務実施体制等の
業務の見直しの実施 整備
利用ニーズの少ない地域では廃止 なお、コーナーについて、利用ニー コーナーにおいては、各種セミナーの実

する等業務の見直し及び箇所数の削 ズの少ない地域では廃止する等業務の 施、年金や健康管理等生活面も含めた幅広
減を行った上で、存続するコーナー 見直し及び箇所数の削減を行った上 い内容の個別相談及び職業安定機関等関係
のうち、事業性が見込まれる３か所 で、存続するコーナーのうち、事業性 機関等との連携の下に行う具体的な支援等
程度に民間競争入札を導入するとと が見込まれる３か所程度に民間競争入 の業務を一体的に展開する。
もに、導入の結果を踏まえ、民間競 札を導入するとともに、導入の結果を 業務の実施に当たっては、平成２０年度
争入札の範囲の拡大等について検討 踏まえ、民間競争入札の範囲の拡大等 における業務の実績や効果を把握・分析し、
すること。 について検討する。 さらに利用者のニーズに的確に応えられる

よう、業務の内容や実施方法について改善
・見直しを行い、より一層効果的・効率的
なものとするとともに、経費の削減に努め
る。各コーナーにおける取組の好事例も含
めた「業務マニュアル」を作成・配付し、
地域の実情に応じた創意工夫により業務の
充実を図る。
また、東京、愛知及び広島の３か所にお

いて民間競争入札を実施し、平成２２年１
月から民間事業者による事業を開始する。
他の３３県においては、会場の借上げあ

るいは事業所への出張等による職業生活設
計セミナー等のセミナーや交流会の開催、
ホームページ等を活用した情報提供等を、
地域の実情、利用者ニーズに応じて創意工
夫をし、効果的・効率的に実施する。

② コーナーにおける在職者を中心と ア 在職者を中心とした中高年齢者に ② コーナーにおける在職者を中心とした中
した中高年齢者に対する個別相談等 対する個別相談等の実施 高年齢者に対する個別相談等の効果的な実
の効果的な実施 施
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①の見直し後に存続するコーナー 見直し後に存続するコーナーにお コーナーにおいては、相談支援、セミナ
において、就業をはじめ、生活設計、 いて、６５歳以降を視野に入れた職 ー・講習会の開催、情報提供等の業務を各
生きがい等広範な分野に関する各種 業生活設計に重点を移すため、就業 業務間の十分な連携の下に一体となって運
情報の提供、キャリアカウンセリン をはじめ、生活設計、生きがい等広 営することとし、６５歳以降まで多様な働
グ等の相談支援の充実に努め、６５ 範な分野に関する各種情報の提供、 き方を選択し、自らの希望と能力に応じて
歳以降の職業生活設計を視野に入れ キャリアカウンセリング等の相談支 働くことができるような高齢期の職業生活
た、利用者のニーズに合った相談を 援の充実に努め、外部から専門家を 設計を支援するため、キャリア設計、再就
積極的に実施すること。なお、実施 招聘するなどにより利用者のニーズ 職・退職準備のみならず、就業、生活設計、
に当たっては、利用者の利便性に考 に合った相談を積極的に実施する。 健康、年金、生きがい等広範な分野にわた
慮した土日・夜間における相談を積 実施に当たっては、利用者の利便 る高齢期において働く上で重要かつ必要と
極的に実施すること。 性に考慮した土日・夜間における相 される各種情報の提供、キャリアカウンセ

談を積極的に実施する。 リング等の相談支援の充実を図る。また、
利用者のニーズを的確に把握し、外部から
専門家を招聘するなどによりニーズに合っ
た相談を実施する。
実施に当たっては、利用者の利便性に考

慮し土日・夜間における相談を積極的に実
施するとともに、セミナー前後の利用者の
相談窓口への誘導や出張相談を積極的に行
う。

実施後は、利用者に対してアンケ 実施後は、利用者に対してアンケ 相談支援は、３９，０００件以上実施す
ート調査を実施し、８０％以上の利 ート調査を実施し、有効回答のうち る。また、実施後は、利用者に対してアン
用者から高齢期における職業生活設 ８０％以上の利用者から高齢期にお ケート調査を実施し、有効回答のうち８０
計を行う上で効果があった旨の評価 ける職業生活設計を行う上で効果が ％以上の利用者から高齢期における職業生
を得られるようにすること。 あった旨の評価を得られるようにす 活設計を行う上で効果があった旨の評価が

る。 得られるよう質の向上を図る。さらに、効
果がなかった旨の評価に対しては、自由回
答欄の記載を分析し、その原因等を把握す
る等により、より効果が得られる内容とな
るよう随時見直しを図る。

③ 職業生活設計等に関するセミナー イ 職業生活設計等に関するセミナー ③ 職業生活設計等に関するセミナー・講習
・講習会の開催 ・講習会の開催 会の開催
６５歳以降を視野に入れた高齢期 ６５歳以降を視野に入れた高齢期 イ ６５歳以降を視野に入れた高齢期におけ

における職業生活設計等に資する再 における職業生活設計等に資する再 る職業生活設計等に資する再就職活動をは
就職活動をはじめ、健康、年金、地 就職活動をはじめ、健康及びボラン じめ、健康、年金及びボランティア等の地
域活動等の各種情報を提供するため、 ティア等の地域活動等の各種情報を 域活動等広範な分野にわたる高齢期におい
利用者のニーズの把握と多様なテー 提供するため、利用者のニーズの把 て働く上で重要かつ必要な分野に関する各
マ設定に努めつつ、セミナー・講習 握と多様なテーマ設定に努めつつ、 種情報を提供するため、事業主や利用者の
会を開催すること。 セミナー・講習会を開催する。実施 ニーズを的確に把握し、ニーズに合った多
なお、実施に当たっては、在職者 に当たっては、在職者の受講の利便 様なテーマ設定に努めつつ、セミナー・講

の受講の利便性に考慮した土日・夜 性に考慮した土日・夜間におけるセ 習会を実施する。
間におけるセミナー、事業所に出張 ミナー、事業所に出張してのセミナ 実施に当たっては、在職者の受講の利便
してのセミナーを積極的に開催する ーを積極的に開催する。 性に考慮した土日・夜間におけるセミナー
こと。 ・講習会、事業所に出張してのセミナーを

積極的に開催するとともに、セミナーのテ
ーマの設定、内容の構成については、労働
者が６５歳以降まで働き続けることに資す
る、あるいは強く関連するものとなるよう
にする。

また、高年齢者等のセカンドキャ 高年齢者等のセカンドキャリアを ロ 高年齢者等のセカンドキャリアを総合的
リアを総合的に支援するため、シル 総合的に支援するため、シルバー人 に支援するため、シルバー人材センター等
バー人材センター等の関係機関と連 材センター等の関係機関と連携しつ の関係機関と連携しつつ、雇用・就業・起
携しつつ、雇用・就業にかかる情報 つ、雇用・就業・起業・ボランティ 業・ボランティア活動・ＵＩターン等に係
提供や個別相談、実体験セミナー等 ア活動・ＵＩターン等に係る情報提 る情報提供や個別相談、実体験セミナー等
を実施すること。 供や個別相談、実体験セミナー等を を実施する。

実施する。
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セミナー・講習会終了後、受講者 セミナー・講習会終了後、受講者 イの各種セミナー・講習会及びロの実体
にアンケート調査を実施し、８５％ にアンケート調査を実施し、有効回 験セミナーは、１２０，０００人以上の受
以上の受講者から高齢期における職 答のうち８５％以上の受講者から高 講者を対象に実施する。また、実施後は受
業生活設計を行う上で有用であった 齢期における職業生活設計を行う上 講者にアンケート調査を実施し、有効回答
旨の評価を得られるようにすること。 で有用であった旨の評価を得られる 者のうち８５％以上の受講者から高齢期に

ようにする。 おける職業生活設計を行う上で有用であっ
た旨の評価が得られるよう質の向上を図る。
さらに、有用でなかった旨の評価に対して
は、自由回答欄の記載を分析し、その原因
等を把握する等により、より受講者の有用
度を高める内容となるよう随時見直しを図
る。

【評価項目７ 在職者を中心とした中高年齢者に対する業務 自己評価 評定
等】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・コーナーについて、利用ニーズの少ない地域では廃止する ・コーナーについて、利用ニーズの少ない地域では廃止する等業務の
等業務の見直し及び箇所数の削減を行った上で、存続する 見直し及び箇所数の削減を行った上で、存続するコーナーのうち、
コーナーのうち、事業性が見込まれる３か所程度に民間競 事業性が見込まれる３か所程度に民間競争入札を導入すること。
争入札を導入すること。
コーナーについて、事業性が見込まれる３か所程度に民間 （削除） ・平成２１年度計画に基づく削除。
競争入札を導入することを踏まえ、入札の対象範囲、実施
予定時期、契約期間等を内容とする計画を官民競争入札等
監理委員会と連携しつつ適切に策定すること。

東京、愛知及び広島の３か所について平成20年５月に民間
競争入札実施計画案を策定（12月に同内容が閣議決定）

・相談支援は、２７，０００件以上実施すること。 ・相談支援は、３９，０００件以上実施すること。 ・平成２１年度計画に基づく変更。

平成20年度 41,784件
（平成19年度 35,046件）

・利用者に対してアンケート調査を実施し、８０％以上の利 ・利用者に対してアンケート調査を実施し、８０％以上の利用者から
用者から高齢期における職業生活設計を行う上で効果があ 高齢期における職業生活設計を行う上で効果があった旨の評価が得
った旨の評価が得られるようにすること。 られるようにすること。

平成20年度 97.9％
（平成19年度 97.5％）

・各種セミナー・講習会及び実体験セミナーは、９３，００ ・各種セミナー・講習会及び実体験セミナーは、１２０，０００人以 ・平成２１年度計画に基づく変更。
０人以上の受講者を対象に実施すること。 上の受講者を対象に実施すること。

平成20年度 139,992人
（平成19年度 107,437人）

・セミナー・講習会終了後、受講者にアンケート調査を実施 ・セミナー・講習会終了後、受講者にアンケート調査を実施し、８５
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し、８５％以上の受講者から高齢期における職業生活設計 ％以上の受講者から高齢期における職業生活設計を行う上で有用で
を行う上で有用であった旨の評価を得られるようにするこ あった旨の評価を得られるようにすること。
と。

平成20年度 95.8％
（平成19年度 95.5％）

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ２ (3) ② コーナーにおける在職者を中心とした中 第２ ２ (3) ② コーナーにおける在職者を中心とした中高年齢者

高年齢者に対する個別相談等の効果的な実施 に対する個別相談等の効果的な実施

・高齢期雇用就業支援コーナーにおいて、利用者のニーズに ・高齢期雇用就業支援コーナーにおいて、利用者のニーズに合った相
合った相談や土日・夜間における相談を積極的に実施して 談や土日・夜間における相談を積極的に実施しているか。
いるか。

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から高齢期にお ・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から高齢期における職業
ける職業生活設計を行う上で効果があった旨の評価が得ら 生活設計を行う上で効果があった旨の評価が得られたか。
れたか。

第２ ２ (3) ③ 職業生活設計等に関するセミナー・講習 第２ ２ (3) ③ 職業生活設計等に関するセミナー・講習会の開催
会の開催

・セミナー・講習会の開催について、利用者のニーズの把握 ・セミナー・講習会の開催について、利用者のニーズの把握と多様な
と多様なテーマの設定を行っているか。 テーマの設定を行っているか。

・在職者の受講の利便性に考慮した土日・夜間におけるセミ ・在職者の受講の利便性に考慮した土日・夜間におけるセミナー、事
ナー、事業所に出張してのセミナーを積極的に開催してい 業所に出張してのセミナーを積極的に開催しているか。
るか。

・シルバー人材センター等の関係機関と連携しつつ、雇用・ ・シルバー人材センター等の関係機関と連携しつつ、雇用・就業・起
就業・起業・ボランティア活動・ＵＩターン等に係る情報 業・ボランティア活動・ＵＩターン等に係る情報提供や個別相談、
提供や個別相談、実体験セミナー等を実施しているか。 実体験セミナー等を実施しているか。

・アンケート調査の回答者のうち８５％以上から高齢期にお ・アンケート調査の回答者のうち８５％以上から高齢期における職業
ける職業生活設計を行う上で有用であった旨の評価が得ら 生活設計を行う上で有用であった旨の評価が得られたか。
れたか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（８） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務の実施
の実施に関する事項 の実施に関する事項 に関する事項

障害者職業センターにおける職業リ 障害者職業センターにおける職業リ 障害者職業センターにおける職業リハビリ
ハビリテーションについては、障害者 ハビリテーション関係業務について テーション関係業務については、障害者雇用
各人の障害の種類及び程度並びに希 は、障害者雇用納付金関係業務等と有 納付金関係業務等と有機的な連携を図るとと
望、適性、職業経験等の条件に応じ、 機的な連携を図るとともに、サービス もに、サービスを希望する者の就労支援ニー
総合的かつ効果的に実施すること。そ を希望する者の就労支援ニーズをでき ズをできる限り的確に把握しつつ、職業安定
のために、各関係機関との連携を図る る限り的確に把握しつつ、職業安定機 機関を始め、福祉、教育、医療機関等の関係
とともに、職業リハビリテーションの 関を始め、福祉、教育、医療機関等の 機関との密接な連携の下、適正かつ効果的に
実施に係る目標を設定し、厳格な外部 関係機関との密接な連携の下、適正か 業務を実施する。
評価を実施すること。 つ効果的に業務を実施する。 また、効率的かつ効果的な業務の実施に資

また、効率的かつ効果的な業務の実 するため、外部のリハビリテーション専門家
・ 障害者職業総合センター（以下「総 施に資するため、外部のリハビリテー から構成する職業リハビリテーション専門部
合センター」という。）については、 ション専門家による厳格な評価を実施 会において厳格な評価を実施する。
職業リハビリテーションの中核的機 する。
関としての機能を最大限発揮するこ
と。

・ 広域障害者職業センター（以下「広
域センター」という。）については、
全国の広範な地域から職業的重度障
害者を受け入れるとともに、地域セ
ンターについては、各都道府県にお
ける中核的な職業リハビリテーショ
ン機関として、職業安定機関、障害
者就業・生活支援センター、就労移
行支援事業者等とのネットワークを
構築し、連携の強化や各種情報の共
有化を図り、職業リハビリテーショ
ンに係る人材の育成や関係機関に対
する助言・援助に取り組むこと。

① 職業リハビリテーションの総合的 ア 職業リハビリテーションの総合的 ①職業リハビリテーションの総合的・効果的
・効果的な実施 ・効果的な実施 な実施
ア 障害者の個々の特性に応じた専門 ① 障害者の個々の特性に応じた専門 イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援
的支援の実施 的支援の実施 の実施
・ 地域センターについては、サー ・ 地域センターにおいては、発達 ・ 地域センターにおいては、発達障害者
ビスを希望する者の就労支援ニー 障害者等に対する専門的支援を始 等に対する専門的支援を始め、地域にお
ズをできる限り的確に把握し、第 め、地域における就労支援機関の ける就労支援機関の整備状況等を踏まえ、
２期中期目標期間中に延べ１２ 整備状況等を踏まえ、どの地域に どの地域においても適切な職業リハビリ
５，０００人以上の障害者に対し、 おいても適切な職業リハビリテー テーションを均等・公平に受けられるよ
より就職・職場定着に結びつく効 ションサービスを均等・公平に受 うにした上で、他の機関では支援が困難
果的な職業リハビリテーションサ けられるようにした上で、他の機 な障害者に対する職業リハビリテーショ
ービスを実施すること。 関では支援が困難な障害者に対す ンサービスを重点的に実施することとし、
各地域における就労支援機関の る職業リハビリテーションサービ ２５，０００人以上の障害者に対し、効

状況を踏まえ、どの地域において スを重点的に実施することとし、 果的な職業リハビリテーションサービス
も、適切な職業リハビリテーショ 第２期中期目標期間中に延べ１２ を実施する。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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ンを均等・公平に受けられるよう ５，０００人以上の障害者に対し、 なお、メンタルヘルス分野等における
にした上で、就職等の困難性の高 効果的な職業リハビリテーション 医療機関と積極的に連携し、精神障害者
い障害者（精神障害者、発達障害 サービスを実施する。なお、メン の復職支援（リワーク支援）・再就職支援
者、難病者等）に対する専門的支 タルヘルス分野等における医療機 を効果的に行うとともに、ニート等の自
援を重点的に実施すること。 関との連携による精神障害者に対 立支援機関や教育機関との連携を強化し、
なお、メンタルヘルス分野にお する復職（リワーク）・再就職支 発達障害を有するより多くの若者に対し

ける医療機関との連携による精神 援を行うとともに、ニート等の自 て、的確かつ幅広い職業リハビリテーシ
障害者に対するリワーク・再就職 立支援機関や教育機関との連携に ョンサービスを実施する。
支援を行うとともに、ニート等の よる、発達障害を有する若者に対
自立支援機関や教育機関との連携 する支援の充実を図る。
による、発達障害を有する若者に
対する支援の充実に努めること。

・ 的確な職業評価とインフォーム ・ 効果的な職業リハビリテーションサー
ドコンセント（説明と同意）に基 ビスを実施するため、的確な職業評価と
づいて、個々の障害者の特性に応 インフォームドコンセント（説明と同意）
じた職業リハビリテーション計画 に基づいて、個々の障害者の特性に応じ
を策定することとし、第２期中期 た職業リハビリテーション計画を１７，
目標期間中に当該計画を延べ８ ０００件以上策定する。
５，０００件以上策定する。

・ 障害者の就労の可能性を高め ・ 個々の障害者の特性を踏まえ作 ・ 個々の障害者の特性を踏まえ作成した
るため、地域センターにおける職 成した指導カリキュラムに基づ 指導カリキュラムに基づき、基本的労働
業準備訓練、職業講習の実施によ き、職業準備訓練及び職業講習を 習慣の獲得、職業に関する知識の習得、
り、第２期中期目標期間中におい 的確かつ効果的に実施することに 社会生活技能の向上等を図る職業準備支
て７５％以上の対象者が就職等に より、障害者の就労の可能性を高 援(※)を的確かつ効果的に実施すること
向かう次の段階（職業紹介、ジョ め、第２期中期目標期間中に７５ により、障害者の就労の可能性を高め、
ブコーチ支援事業、職業訓練、職 ％以上の対象者が就職等に向かう ７５％以上の対象者が就職等に向かう次
場実習等）に移行できるようにす 次の段階（職業紹介、ジョブコー の段階（職業紹介、ジョブコーチ支援事
ること。 チ支援事業、職業訓練、職場実習 業、職業訓練、職場実習等）へ移行でき
また、経済・雇用失業情勢を踏 等）へ移行できるようにするとと るようにするとともに、職業紹介等の業

まえつつ、職業紹介等の業務を担 もに、職業紹介等の業務を担当す 務を担当する職業安定機関との緊密な連
当する職業安定機関との緊密な連 る職業安定機関との緊密な連携を 携を図り、その修了者の就職率が５０％
携を図り、第２期中期目標期間中 図り、その修了者の就職率が５０ 以上となることに資するため、その内容
においてその修了者の就職率が５ ％以上となることに資するため、 の充実を図る。
０％以上となることに資するた その内容の充実を図る。なお、Ｏ さらに、発達障害者に対しては、総合
め、その内容の充実を図ること。 Ａ講習は、地域センターの専門的 センター職業センターで開発された「ワ
なお、ＯＡ講習は、地域センタ 支援への重点化、民間機関におけ ークシステム・サポートプログラム」の

ーの専門的支援への重点化、民間 る訓練機会の拡大及び障害者委託 技法を活用し、東京など４か所の地域セ
機関における訓練機会の拡大及び 訓練の拡大状況も踏まえ、廃止す ンターにおいて実施している「発達障害
障害者委託訓練の拡大状況も踏ま る。 者に対する専門的支援」の試行実施を、
え、廃止すること。 新潟、愛知及び宮崎に拡大して実施し、

支援ノウハウのさらなる蓄積を図るとと
もに、実施方法等の効果の検証を行う。
また、当該専門的支援を実施する地域

センターのカウンセラー、総合センター
の研究員等による「発達障害者に対する
専門的支援プロジェクト委員会」を設け、
試行センターのバックアップを行うとと
もに、効果的な支援技法の検証を行う。

（※）「職業準備支援」は、職業準備訓練
若しくは職業講習又はこれらの組み合
わせにより行う、就職等に向かう次の
段階へ着実に移行させるための支援で
ある。具体的には、職業準備訓練又は
職業講習を組み合わせ、地域センター
内での作業支援、職業準備講習カリキ
ュラム又は精神障害者自立支援カリキ
ュラムの方式により、個々の対象者の
特性を踏まえて実施している。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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・ ジョブコーチ支援事業について ・ 職場適応援助者（ジョブコーチ） ・ 職場適応援助者（ジョブコーチ）によ
は、社会福祉法人等に配置される による障害者、事業主等への支援 る障害者、事業主等への支援については、
ジョブコーチの活動領域の拡大を については、社会福祉法人等に配 社会福祉法人等に配置されるジョブコー
図ること等を踏まえ、第２期中期 置されるジョブコーチの活動領域 チの活動領域の拡大を図ること等を踏ま
目標期間中において１０，５００ の拡大を図ること等を踏まえ、第 え、他の機関では支援が困難な障害者に
人以上の障害者を対象に支援を実 ２期中期目標期間中に１０，５０ 対する支援を重点的に実施する。これに
施し、８０％以上の定着率を達成 ０人以上の障害者を対象に的確に より、２，３００人以上の障害者を対象
すること。 実施し、支援終了者の職場への定 に支援を的確に実施し、支援終了者の職

着率が８０％以上となるようにす 場への定着率が８０％以上となるように
る。 する。

また、ジョブコーチ支援事業推進協議
会の開催等により、地域センターのジョ
ブコーチ及び社会福祉法人等に配置され
るジョブコーチが、それぞれ又は協同し
て行う支援が効果的に実施されるよう、
当該支援事案についてのケーススタディ、
支援技法等に関する情報交換・提供、連
携方法の協議等を行う。

・ 精神障害者の新規雇入れ、復職 ・ 精神障害者の新規雇入れ、復職 ・ 精神障害者の新規雇入れ、復職及び雇
及び雇用継続を促進するため、地 及び雇用継続を促進するため、地 用継続を促進するため、精神障害者雇用
域における支援ネットワークを構 域における精神障害者雇用支援ネ 支援連絡協議会の効果的な運営等を通じ
築して、主治医等関係者との密接 ットワークを構築・整備しつつ、 地域における精神障害者雇用支援ネット
な連携を図り、障害者に対する職 主治医、事業主、家族等関係者と ワークを構築・整備しつつ、主治医、事
業指導及び作業支援、事業主に対 の緊密な連携を図り、障害者に対 業主、家族等関係者との緊密な連携を図
する雇用管理の助言・援助等を総 する職業指導及び作業支援、事業 り、障害者に対する職業指導及び作業支
合的に実施すること。 主に対する雇用管理の助言・援助 援、事業主に対する雇用管理の助言・援
また、最近におけるうつ病等の 等を総合的に行う精神障害者総合 助等を総合的に行う精神障害者総合雇用

精神障害による休職者の大幅な増 雇用支援を実施する。 支援を実施する。
加や休職と復職を繰り返す、休職 また、最近におけるうつ病等の また、最近におけるうつ病等の精神障
期間が長期化するといった復職支 精神障害による休職者の大幅な増 害による休職者の大幅な増加及び休職と
援の困難な事案の割合の高まりに 加や休職と復職を繰り返す、休職 復職を繰り返す、休職期間が長期化する
対応するため、総合センターが中 期間が長期化するといった復職支 といった復職支援の困難な事案の割合の
心となって開発した最新の支援技 援の困難な事案の割合の高まりに 高まりに対応するため、総合センターが
法を導入した個別実践型リワーク 対応するため、総合センターが中 中心となって開発した最新の支援技法を
プログラムにより、多様な精神障 心となって開発した最新の支援技 導入した個別実践型リワークプログラム
害者を対象に個別状況に応じたよ 法を導入した個別実践型リワーク により、多様な精神障害者を対象に復帰
り効果的な復職支援を行うこと。 プログラムにより、多様な精神障 後の環境への適応にも重点を置きつつ個
これらにより、第２期中期目標 害者を対象に復帰後の環境への適 別状況に応じたより効果的な復職支援を

期間中において、精神障害者９， 応にも重点を置きつつ個別状況に 実施する。支援に当たっては、事業主、
０００人以上を対象に専門的な支 応じたより効果的な復職支援を行 主治医等に対する積極的な周知活動を行
援を行い、復職支援及び雇用継続 う。 い、より多くの精神障害者が復職支援を
支援終了者の７５％以上が復職又 これらにより、第２期中期目標 受けられるようにするとともに、個別の
は雇用継続できるようにするこ 期間中に精神障害者９，０００人 支援に際しては、これら関係者との十分
と。 以上を対象に積極的かつ効果的に な連携を行い、効果的な支援を実施する。

実施し、復職支援及び雇用継続支 これらにより、精神障害者１，８５０人
援終了者の復職・雇用継続率が７ 以上を対象に積極的かつ効果的に支援を
５％以上となるようにする。 実施する。

また、復職支援及び雇用継続支援終了
者について、復職・雇用継続率が７５％
以上となるようにする。

・ 地域センターからジョブコーチ ・ 地域センターからジョブコーチによる
による支援又は精神障害者総合雇 支援又は精神障害者総合雇用支援を受け
用支援を受けた障害者に対してア た障害者に対してアンケート調査を実施
ンケート調査を実施し、有効回答 し、有効回答のうち８０％以上の障害者
のうち８０％以上の障害者から効 から効果があった旨の評価が得られるよ
果があった旨の評価を得られるよ うにする。
うにする。
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・ 広域センターについては、全国 ・ 広域障害者職業センター(以下 ・ 広域障害者職業センター（以下「広域
の広範な地域から職業的重度障害 「広域センター」という。)につ センター」という。）については、全国の
者を受け入れるという本来の役割 いては、全国の広範な地域から職 広範な地域から職業的重度障害者を受け
を十分に果たすよう、地域センタ 業的重度障害者を受け入れるとい 入れるという本来の役割を十分に果たす
ーと連携して対象者の把握・支援 う本来の役割を十分に果たすよ よう、職業安定機関、地域センター及び
を行う等運営の改善を図ること。 う、職業安定機関及び地域センタ その他関係機関との積極的な連携により

ーと連携して対象者の把握・支援 対象者の把握・支援等を行う。
等を行う。

イ 障害者の雇用管理に関する専門的 ② 障害者の雇用管理に関する専門的 ロ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援
な支援の実施 な支援の実施 の実施
地域センターにおいて、職業リ 地域センターにおいて、障害者 地域センターにおいて、職業安定機関が

ハビリテーション専門機関の立場 の雇用管理に関する事項について、 実施する雇用率達成指導等と連携しつつ、
から、事業主に対する雇用管理に 職業リハビリテーション専門機関 障害者の雇用管理に関する事項について、
関する助言その他の援助を事業主 の立場から、事業主に対する的確 職業リハビリテーション専門機関の立場か
のニーズに応じて的確に実施し、 な支援を実施し、障害者の就職又 ら、事業主に対する的確な支援を実施し、
障害者の就職又は職場適応を促進 は職場適応を促進する。 障害者の就職又は職場適応を促進する。
すること。 また、採用、職場定着等の各段階での事

業主の障害者雇用の取組に応じた支援を推
進するため、共通の課題を有する事業主が、
グループワーク方式で事例発表、意見交換
等を行うことにより雇用管理上の課題や解
決の糸口をつかむ機会を設けるとともに、
課題解決のための助言・援助を行う事業主
支援ワークショップを実施し、自主的な取
組を促進する。

的確な支援を実施するため、事 的確な支援を実施するため、事業主のニ
業主のニーズに応じた事業主支援 ーズに応じた事業主支援計画に基づく支援
計画に基づく支援を積極的に実施 を積極的に実施することとし、当該計画を
することとし、第２期中期目標期 ５，５００件以上策定する。また、当該計
間中に事業主支援計画を延べ２７， 画に基づく支援を受けた事業主に対して追
５００件以上策定する。また、当 跡調査を実施し、有効回答のうち７０％以
該計画に基づく支援を受けた事業 上の事業主から具体的な課題改善効果が見
主に対して追跡調査を実施し、有 られた旨の評価が得られるようにする。
効回答のうち７０％以上の事業主
において具体的な課題改善効果が
見られるようにする。

【評価項目８ 地域障害者職業センターにおける障害者及び 自己評価 評定
事業主に対する専門的支援】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害 ・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害者に対し、
者に対し、より就職・職場定着に結びつく効果的な職業リ より就職・職場定着に結びつく効果的な職業リハビリテーションサ
ハビリテーションサービスを実施すること。 ービスを実施すること。
２５，０００人以上の障害者に対し、効果的な職業リハビ ２５，０００人以上の障害者に対し、効果的な職業リハビリテー
リテーションサービスを実施すること。 ションサービスを実施すること。

平成20年度 27,435人
（平成19年度 26,496人）

・第２期中期目標期間中に職業リハビリテーション計画を延 ・第２期中期目標期間中に職業リハビリテーション計画を延べ８５，
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べ８５，０００件以上策定すること。 ０００件以上策定すること。
個々の障害者の特性に応じた職業リハビリテーション計画 個々の障害者の特性に応じた職業リハビリテーション計画を１７，
を１７，０００件以上策定すること。 ０００件以上策定すること。

平成20年度 19,823件
（平成19年度 17,949件）

・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向 ・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向かう次の
かう次の段階（職業紹介、ジョブコーチ支援事業、職業訓 段階（職業紹介、ジョブコーチ支援事業、職業訓練、職場実習等）
練、職場実習等）へ移行できるようにすること。 へ移行できるようにすること。
７５％以上の対象者が就職等に向かう次の段階（職業紹介、 ７５％以上の対象者が就職等に向かう次の段階（職業紹介、ジョ
ジョブコーチ支援事業、職業訓練、職場実習等）へ移行で ブコーチ支援事業、職業訓練、職場実習等）へ移行できるように
きるようにすること。 すること。

平成20年度 80.1％
（平成19年度 79.5％）

・第２期中期目標期間中において職業準備訓練及び職業講習 ・第２期中期目標期間中において職業準備訓練及び職業講習の修了者
の修了者の就職率が５０％以上となることに資するため、 の就職率が５０％以上となることに資するため、その内容の充実を
その内容の充実を図ること。 図ること。
職業準備訓練及び職業講習の修了者の就職率が５０％以上 職業準備訓練及び職業講習の修了者の就職率が５０％以上となる
となることに資するため、その内容の充実を図ること。 ことに資するため、その内容の充実を図ること。

平成20年度 52.2％
（平成19年度 55.2％）

・ジョブコーチ支援事業については、第２期中期目標期間中 ・ジョブコーチ支援事業については、第２期中期目標期間中において
において１０，５００人以上の障害者を対象に支援を実施し、 １０，５００人以上の障害者を対象に支援を実施し、８０％以上の定着
８０％以上の定着率を達成すること。 率を達成すること。
職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援については、 職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援については、２，３ ・平成２１年度計画に基づく変更。
２，５００人以上の障害者を対象に支援を的確に実施し、 ００人以上の障害者を対象に支援を的確に実施し、支援終了者の職
支援終了者の職場への定着率が８０％以上となるようにす 場への定着率が８０％以上となるようにすること。
ること。

【対象者数】 【定着率】

平成20年度 3,064人 平成20年度 84.5％
（平成19年度 3,019人） （平成19年度 83.9％）

・地域センターが専門的な援助を行ったに社会福祉法人等の （削除） ・平成２１年度計画に基づく削除。
ジョブコーチ対してアンケート調査を実施し、有効回答の
うち８０％以上の社会福祉法人等のジョブコーチから有用 平成20年度 94.9％
であった旨の評価が得られるようにする。

・第２期中期目標期間中において、精神障害者６，０００人 ・第２期中期目標期間中において、精神障害者９，０００人以上を対 ・平成２１年３月２７日付け変更認可された中期計画に基づく変
以上を対象に専門的な支援を行い、復職支援及び雇用継続支 象に専門的な支援を行い、復職支援及び雇用継続支援終了者の７５％ 更。
援終了者の７５％以上が復職又は雇用継続できるようにす 以上が復職又は雇用継続できるようにすること。
ること。
精神障害者総合雇用支援を精神障害者１，２００人以上を 精神障害者総合雇用支援を精神障害者１，８５０人以上を対象に
対象に積極的かつ効果的に実施する。そのうち、復職支援 積極的かつ効果的に実施する。 また、復職支援及び雇用継続支援 ・平成２１年度計画に基づく変更。
（リワーク支援）について、精神障害者６５０人以上を対 終了者について、復職・雇用継続率が７５％以上となるようにす
象に支援を実施すること。 また、復職支援及び雇用継続支 ること。
援終了者について、復職・雇用継続率が７５％以上となる
ようにすること。
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【対象者数】 【復職・雇用継続率】

平成20年度 1,467人 平成20年度 80.2％
（平成19年度 1,263人） （平成19年度 79.4％）

【うちリワーク支援対象者数】

平成20年度 874人
（平成19年度 710人）

・地域センターからジョブコーチによる支援又は精神障害者 ・地域センターからジョブコーチによる支援又は精神障害者総合雇用
総合雇用支援を受けた障害者に対してアンケート調査を実 支援を受けた障害者に対してアンケート調査を実施し、有効回答の
施し、有効回答のうち８０％以上の障害者から効果があっ うち８０％以上の障害者から効果があった旨の評価が得られるよう
た旨の評価が得られるようにすること。 にすること。

【ジョブコーチ支援】 【精神障害者総合雇用支援】

平成20年度 92.7％ 平成20年度 96.3％
（平成19年度 89.3％） （平成19年度 92.3％）

・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５０ ・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５００件以上
０件以上策定すること。 策定すること。
事業主のニーズに応じた事業主支援計画計画を５，５００ 事業主のニーズに応じた事業主支援計画計画を５，５００件以上
件以上策定すること。 策定すること。

平成20年度 7,120件
（平成19年度 6,042件）

・第２期中期目標期間中に事業主支援計画に基づく支援を受 ・第２期中期目標期間中に事業主支援計画に基づく支援を受けた事業
けた事業主に対して追跡調査を実施し、有効回答のうち７ 主に対して追跡調査を実施し、有効回答のうち７０％以上の事業主
０％以上の事業主において具体的な課題改善効果が見られ において具体的な課題改善効果が見られるようにする。
るようにする。
事業主支援計画に基づく支援を受けた事業主に対して追跡 事業主支援計画に基づく支援を受けた事業主に対して追跡調査を
調査を実施し、有効回答のうち７０％以上の事業主から具 実施し、有効回答のうち７０％以上の事業主から具体的な課題改
体的な課題改善効果が見られた旨の評価が得られるように 善効果が見られた旨の評価が得られるようにすること。
すること。

平成20年度 90.3％

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (1) ① イ 障害者の個々の特性に応じた専門的 第２ ３ (1) ① イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援の実

支援の実施 施

・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害 ・第２期中期目標期間中に延べ１２５，０００人以上の障害者に対し、
者に対し、効果的な職業リハビリテーションサービスを実 効果的な職業リハビリテーションサービスを実施するための取組を
施するための取組を進めているか。 進めているか。

・的確な職業評価とインフォームドコンセント（説明と同意） ・的確な職業評価とインフォームドコンセント（説明と同意）に基づ
に基づいて、第２期中期目標期間中に延べ８５，０００件 いて、第２期中期目標期間中に延べ８５，０００件以上の職業リハ
以上の職業リハビリテーション計画を策定するための取組 ビリテーション計画を策定するための取組を進めているか。
を進めているか。

・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向 ・第２期中期目標期間中に７５％以上の対象者が就職等に向かう次の
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かう次の段階に移行できるための取組を進めているか。 段階に移行できるための取組を進めているか。

・第２期中期目標期間中において職業準備訓練、職業講習の ・第２期中期目標期間中において職業準備訓練、職業講習の修了者の
修了者の就職率が５０％以上となることに資するため、内 就職率が５０％以上となることに資するため、内容の充実を図って
容の充実を図っているか。 いるか。

・ＯＡ講習については、廃止するための取組を進めたか。 ・ＯＡ講習については、廃止するための取組を進めたか。

・第２期中期目標期間中にジョブコーチ支援対象者数１０， ・第２期中期目標期間中にジョブコーチ支援対象者数１０，５００人
５００人以上、定着率８０％以上となるための取組を進め 以上、定着率８０％以上となるための取組を進めているか。
ているか。

・第２期中期目標期間中に精神障害者６，０００人以上、復 ・第２期中期目標期間中に精神障害者９，０００人以上、復職支援及 ・平成２１年３月２７日付け変更認可された中期計画に基づく変
職支援及び雇用継続支援終了者の復職・雇用継続率７５％ び雇用継続支援終了者の復職・雇用継続率７５％以上となるための 更。
以上となるための取組を進めているか。 取組を進めているか。

・広域障害者職業センターについて、全国の広範な地域から ・広域障害者職業センターについて、全国の広範な地域から職業的重
職業的重度障害者を受け入れることができるよう、職業安 度障害者を受け入れることができるよう、職業安定機関及び地域障
定機関及び地域障害者職業センターと連携して対象者の把 害者職業センターと連携して対象者の把握・支援等を行っているか。
握・支援等を行っているか。

２ ３ (1) ① ロ 障害者の雇用管理に関する専門的な支 ２ ３ (1) ① ロ 障害者の雇用管理に関する専門的な支援の実施
援の実施

・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５０ ・第２期中期目標期間中に事業主支援計画を延べ２７，５００件以上
０件以上策定するための取組を進めているか。 策定するための取組を進めているか。

・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善 ・追跡調査の回答者のうち７０％以上から具体的な課題改善効果が見
効果が見られた旨の評価が得られたか。 られた旨の評価が得られたか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（９） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務の実施
の実施に関する事項 の実施に関する事項 に関する事項

① 職業リハビリテーションの総合的 ア 職業リハビリテーションの総合的 ①職業リハビリテーションの総合的・効果的
・効果的な実施 ・効果的な実施 な実施

ウ 地域の関係機関に対する職業リ ③ 地域の関係機関に対する職業リ ハ 地域の関係機関に対する職業リハビリテ
ハビリテーションに関する助言・ ハビリテーションに関する助言・ ーションに関する助言・援助等の実施
援助等の実施 援助等の実施
各地域における障害者就業・生 各地域における障害者就業・生 各地域における障害者就業・生活支援セ

活支援センター、就労移行支援事 活支援センター、就労移行支援事 ンター、就労移行支援事業者その他の関係
業者その他の関係機関がより効果 業者その他の関係機関がより効果 機関がより効果的な職業リハビリテーショ
的な職業リハビリテーションサー 的な職業リハビリテーションサー ンサービスの事業を実施することができる
ビスを実施することができるよう、 ビスの事業を実施することができ よう、地域センターにおいて、これらの関
地域センターにおいて、これらの るよう、地域センターにおいて、 係機関に対する職業リハビリテーションに
関係機関に対する職業リハビリテ これらの関係機関に対する職業リ 関する技術的事項についての助言その他の
ーションに関する技術的事項につ ハビリテーションに関する技術的 援助を行うとともに、総合センターとの共
いての助言その他の援助を行うと 事項についての助言その他の援助 同によりこれらの関係機関の職員等への職
ともに、総合センターとの共同に を行うとともに、総合センターと 業リハビリテーションに関する実践的な知
よりこれらの関係機関の職員等へ の共同によりこれらの関係機関の 識・技術等の向上のためのマニュアル・教
の職業リハビリテーションに関す 職員等への職業リハビリテーショ 材の作成及び提供並びに実務的研修を実施
る実践的な知識・技術等の向上の ンに関する実践的な知識・技術等 する。
ためのマニュアル・教材の作成及 の向上のためのマニュアル・教材 実務的研修については、次により実施す
び提供並びに実務的研修を実施す の作成及び提供並びに実務的研修 る。
ること。 を実施する。

実施後は、助言・援助等を受け ・ 地域センターにおける就労移行支援事
た関係機関及びマニュアル・教材 業者の就労支援員等に対する職業リハビ
の提供を受けた者又は研修受講者 リテーションに関する実践的な知識・技
の在籍する所属長に対してアンケ 術等の向上のための実務的研修（年４７
ート調査を実施し、有効回答のう 回）
ち８０％以上の関係機関等から有
用であった旨の評価を得られるよ ・ 総合センターにおける第１号又は第２
うにする。 号ジョブコーチの支援スキル向上のため

の実務的研修（各年１回）

実施後は、助言・援助等を受けた関係機
関及びマニュアル・教材の提供を受けた者
又は研修受講者の在籍する所属長に対して
アンケート調査を実施し、有効回答のうち
８０％以上の関係機関等から有用であった
旨の評価を得られるようにする。なお、こ
れらのアンケート結果を踏まえ、助言・援
助等及びマニュアル・教材の内容、研修カ
リキュラム等の充実を図る。
また、地域センターにおいて、障害者の

就業支援に関する関係機関等の共通認識を
形成するための職業リハビリテーション推
進フォーラムを開催する。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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エ 職業リハビリテーションの専門的 ④ 職業リハビリテーションの専門的 ニ 職業リハビリテーションの専門的な人材
な人材の育成 な人材の育成 の育成
職業リハビリテーションの発展 職業リハビリテーション専門職 職業リハビリテーション専門職である障

及び円滑な推進に資するため、総 である障害者職業カウンセラーの 害者職業カウンセラーの養成及び研修を実
合センターにおいて、障害者職業 養成及び研修を実施するとともに、 施するとともに、医療・福祉等の分野の職
カウンセラーの養成及び研修を実 医療・福祉等の分野の職員等を対 員等を対象に、職業リハビリテーションに
施するとともに、障害者就業・生 象に、職業リハビリテーションに 関する次の専門的、技術的研修を職種別・
活支援センターの職員や医療・福 関する次の専門的、技術的研修を 課題別に実施する等により、職業リハビリ
祉等の分野の支援担当者等を対象 職種別・課題別に実施する等によ テーションの専門的な人材の育成を図る。
に、職業リハビリテーションに関 り、職業リハビリテーションの専
する専門的・技術的研修を実施し、 門的な人材の育成を図る。
職業リハビリテーション人材の育
成を図ること。

・ 障害者就業・生活支援センター ・ 障害者就業・生活支援センターの就業
の就業支援担当者を養成するため 支援担当者を養成するための研修（年７
の研修 回）

・ 職場適応援助者（ジョブコーチ） ・ 職場適応援助者（ジョブコーチ）を養
を養成するための研修 成するための研修（年７回）

・ 発達障害者支援センターや発達障害者
の支援をしている機関において就業支援
を担当する職員を養成するための研修（年
２回）

・ 医療・福祉等の分野における職 ・ 医療・福祉等の分野における職業リハ
業リハビリテーション実務者を養 ビリテーション実務者を養成するための
成するための研修 研修（年２回）

研修修了後は、研修受講者に対するアン
ケート調査を実施し、有効回答のうち８５
％以上の受講者から有用であった旨の評価
が得られるようにする。また、研修受講者
に対する追跡調査を実施し、有効回答のう
ち８０％以上の受講者から実務において研
修が役立っている旨の評価が得られるよう
にする。併せて、研修受講者の在籍する所
属長に対する追跡調査を実施し、有効回答
のうち６０％以上の所属長から実務におい
て研修が役立っている旨の評価が得られる
ようにする。なお、これらのアンケート結
果を踏まえ、研修カリキュラム等の充実を
図る。

自己評価 評定

評 価 項 目（現行） 評 価 項 目（案） 変 更 の 理 由 等

【評価項目９ 職業リハビリテーションの専門的知識を有す 【評価項目９ 地域の関係機関に対する助言・援助等及び職業リハビ ・平成２１年３月２７日付け変更認可された中期計画に基づく変
る人材育成】 リテーションの専門的な人材の育成】 更。

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・地域センターにおける就労移行支援事業者の就労支援員等に対する ・平成２１年度計画に基づき新たに設定。

職業リハビリテーションに関する実務的研修を年４７回実施するこ
と。

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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・総合センターにおける第１号又は第２号ジョブコーチの支援スキル ・平成２１年度計画に基づき新たに設定。
向上のための実務的研修を各年１回実施すること。

・助言・援助等を受けた関係機関に対してアンケート調査を実施し、
有効回答のうち８０％以上の関係機関から有用であった旨の評価が
得られるようにすること。

・平成２１年３月２７日付け変更認可された中期計画に基づ
・マニュアル・教材の提供を受けた者又は研修受講者の在籍する所属 き新たに設定。

長に対してアンケート調査を実施し、有効回答のうち８０％以上の
所属長から有用であった旨の評価が得られるようにすること。

・障害者就業・生活支援センターの就業支援担当者を養成す ・障害者就業・生活支援センターの就業支援担当者を養成するための ・平成２１年度計画に基づく変更。
るための研修を年９回実施すること。 研修を年７回実施すること。

・合計９回実施し、年度計画の目標を達成した。

・職場適応援助者（ジョブコーチ）を養成するための研修を ・職場適応援助者（ジョブコーチ）を養成するための研修を年７回実
年７回実施すること。 施すること。

・合計７回実施し、年度計画の目標を達成した。

・発達障害者支援センターや発達障害者の支援をしている機 ・発達障害者支援センターや発達障害者の支援をしている機関におい
関において就業支援を担当する職員を養成するための研修 て就業支援を担当する職員を養成するための研修を年２回実施する
を年２回実施すること。 こと。

・合計２回実施し、年度計画の目標を達成した。

・医療・福祉等の分野における職業リハビリテーション実務 ・医療・福祉等の分野における職業リハビリテーション実務者を養成
者を養成するための研修を年２回実施すること。 するための研修を年２回実施すること。

・合計２回実施し、年度計画の目標を達成した。

・研修修了後は、研修受講者に対するアンケート調査を実施 ・研修修了後は、研修受講者に対するアンケート調査を実施し、有効
し、有効回答のうち８５％以上の受講者から有用であった 回答のうち８５％以上の受講者から有用であった旨の評価が得られ
旨の評価が得られるようにすること。 るようにすること。

平成20年度 97.8％
（平成19年度 98.4％）

・研修受講者に対する追跡調査を実施し、有効回答のうち８ ・研修受講者に対する追跡調査を実施し、有効回答のうち８０％以上
０％以上の受講者から実務において研修が役立っている旨 の受講者から実務において研修が役立っている旨の評価が得られる
の評価が得られるようにすること。 ようにすること。

平成20年度 93.8％
（平成19年度 90.5％）

・研修受講者の在籍する所属長に対する追跡調査を実施し、 ・研修受講者の在籍する所属長に対する追跡調査を実施し、有効回答
有効回答のうち６０％以上の所属長から実務において研修 のうち６０％以上の所属長から実務において研修が役立っている旨
が役立っている旨の評価が得られるようにすること。 の評価が得られるようにすること。

平成20年度 93.3％
（平成19年度 96.6％）

［評価の視点］ ［評価の視点］
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第２ ３ (1) ① ハ 地域の関係機関に対する職業リハビリテーションに ・平成２１年度計画に基づき新たに設定。
関する助言・援助等の実施

・地域の関係機関に対する職業リハビリテーションに関する助言・援
助を行うとともに、マニュアル・教材の作成、提供及び実務的研修
を実施しているか。 ・平成２１年３月２７日付け変更認可された中期計画に基づき

新たに設定。

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上の関係機関等から有用で
あった旨の評価が得られたか。

第２ ３ (1) ① ハ 職業リハビリテーションの専門的な 第２ ３ (1) ① ニ 職業リハビリテーションの専門的な人材の ・平成２１年度計画に基づく変更。
人材の育成 育成

・職業リハビリテーションの専門的な人材の育成のための措 ・職業リハビリテーションの専門的な人材の育成のための措置を計画
置を計画的に行っているか。 的に行っているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１０） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務の実施
の実施に関する事項 の実施に関する事項 に関する事項

② 職業リハビリテーションに係る調 イ 職業リハビリテーションに係る調 ② 職業リハビリテーションに係る調査・研
査・研究及び新たな技法の開発の実 査・研究及び新たな技法の開発の実 究及び新たな技法の開発の実施とその普及
施とその普及・活用の推進 施とその普及・活用の推進 ・活用の推進

総合センターにおいて、福祉から
雇用への流れを踏まえ、障害者雇用
対策の対象者の拡大を図る観点から、
新たな職業リハビリテーション技術
や支援ツールの開発を行い、その成
果の機構内外への普及を積極的に行
うとともに、成果の具体的な活用状
況を把握し、それを関係機関で共有
化し、さらなる活用を図ること。

ア 職業リハビリテーションに関する ① 職業リハビリテーションに関する イ 職業リハビリテーションに関する調査・
調査・研究の実施 調査・研究の実施 研究の実施
職業リハビリテーションの充実、 障害者の職業リハビリテーショ 障害者の職業リハビリテーションに関す

向上に資するため、職業リハビリ ンに関する施策の充実及び障害者 る施策の充実及び障害者職業センター等に
テーションに関する調査・研究を 職業センター等における関係業務 おける関係業務の推進に資するため、中期
実施すること。 の推進に資するため、次の事項に 計画に掲げる事項に重点を置いて調査・研
また、各研究テーマについて、 重点を置いて職業リハビリテーシ 究を実施する。平成２１年度に終了する下

研究の質を評価することが可能な ョンに関する調査・研究を実施す 記の（ｲ）のａからｆまでの６テーマにつ
指標を設定すること。 る。 いては、研究評価委員による評価を行い、

中期計画に掲げる評価結果が得られるよう
にする。

なお、通常の研究のほか、総合 なお、総合的な研究テーマである下記の
的な研究テーマについてプロジェ （ｲ）のａ、ｅ及びｇについては、プロジ
クト方式による研究を実施する。 ェクト方式による研究を実施する。

・ 発達障害、精神障害、高次脳機 (ｲ) 継続テーマ
能障害及び難病者等の職業リハビ ａ 特別の配慮を必要とする障害者を対
リテーションに関する先駆的な研 象とした、就労支援機関等から事業所
究 への移行段階における就職・復職のた

・ 職業リハビリテーション業務を めの支援技法の開発に関する研究
行う地域センター等の現場の課題 ｂ 若年性認知症発症者の就労継続に関
解決に資するための研究 する研究

・ 地域の就労支援機関向けの有効 ｃ 障害者採用に係る職務等の開発に向
な支援ツール等の開発のための研 けた事業主支援技法に関する研究
究 ｄ 精神障害者の雇用促進のための就業

・ 国の政策立案に資する研究 状況等に関する調査研究
ｅ 企業経営に与える障害者雇用の効果

第２期中期目標期間中に終了し 等に関する研究
た調査・研究について外部評価を ｆ 高齢化社会における障害者の雇用安
行い、各調査・研究について、３ 定と雇用促進に関する調査研究
分の２以上の評価委員から、４段 ｇ 障害者の自立支援と就業支援の効果

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構
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階中上から２段階以上の評価が得 的連携のための実証的研究
られるようにする。 ｈ 高次脳機能障害・発達障害のある者

の職業生活における支援の必要性に応
じた障害認定のあり方に関する基礎的
研究

(ﾛ) 新規テーマ
ａ 発達障害者の企業における就労・定
着支援の現状と課題に関する基礎的研
究

ｂ 失語症のある高次脳機能障害に対す
る就労支援のあり方に関する基礎的研
究

ｃ 難病のある人の雇用管理の課題と雇
用支援のあり方に関する研究

ｄ 農業分野の特性を活かした障害者の
職域拡大のための具体的方策に関する
調査研究

ｅ 雇用関係における障害者の均等待遇
を実現するための諸方策に関する研究

イ 職業リハビリテーションに係る技 ② 職業リハビリテーションに係る技 ロ 職業リハビリテーションに係る技法の開
法の開発 法の開発 発
福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、障害者

障害者雇用対策の対象者の拡大に 障害者雇用対策の対象者の拡大に 雇用対策の対象者の拡大に資するため、発
資するため、先駆的な職業リハビ 資するため、発達障害者や精神障 達障害者や精神障害者等これまでの支援技
リテーション技法の開発を行い、 害者等これまでの支援技法では効 法では効果の現れにくい障害者に対して、
これまで開発した支援技法のニー 果の現れにくい障害者に対して、 イで行う調査研究とあいまって、以下の３
ズに応じた改良を行うこと。 ①で行う調査・研究とあいまって、 テーマについて障害特性及び事業主ニーズ

障害特性及び事業主のニーズに応 に応じた先駆的な職業リハビリテーション
じた先駆的な職業リハビリテーシ 技法の開発を行い、実践報告書、研究発表
ョン技法を開発する。 等を通じて、その普及に努める。また、職
新たに開発した技法を活用した 業センターにおいて新たに開発した技法を

職業準備訓練等を実施するなどに 活用したプログラムを実施するなどによ
より、多様な障害者に対し効果的 り、多様な障害者に対し効果的な職業リハ
な職業リハビリテーションを実施 ビリテーションサービスを提供するととも
するとともに、必要に応じ開発し に、開発した技法に改良を加える。
た技法に改良を加える。

(ｲ) 発達障害者の就労支援に関し、個々人
の多様な職業的課題に対応したアセスメ
ント技法や事業主支援技法の開発

(ﾛ) 在職精神障害者の職場復帰に関し、障
害特性に対応した効果的な支援技法の開
発

(ﾊ) 高次脳機能障害者の就労支援に関し、
地域の実情に即した少人数グループでの
受講に使用可能な支援技法の開発

ウ 研究・開発成果の積極的な普及・ ③ 研究・開発成果の積極的な普及・ ハ 研究・開発成果の積極的な普及・活用
活用 活用
事業主や関係機関に対して、研 研究・開発成果の普及・活用を (ｲ) 職業リハビリテーション研究発表会の

究・開発の成果の普及を図るため 図るため、研究発表会の開催、学 開催
の場を設けるとともに、職業リハ 会等での発表、各種研修での講義、 職業リハビリテーションに関する調査
ビリテーションに関して職業リハ インターネット等を活用した情報 ・研究、実践活動の成果を発表し、成果
ビリテーションの関係者や事業主 提供等を行うとともに、職業リハ の普及を図り、我が国における職業リハ
にとって利用しやすいマニュアル ビリテーションの関係者や事業主 ビリテーションの質的向上に資するため、
や教材等を作成・公開すること。 にとって利用しやすいマニュアル、 職業リハビリテーションの研究及び実践
また、成果を関係機関で共有化す 教材、ツール等を第２期中期目標 に携わる関係者の参加を得て職業リハビ
るため、具体的な活用状況を把握 期間中に２０件以上作成する。 リテーション研究発表会を障害者職業総
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し、さらなる活用を図ること。 合センター及び地方会場（２か所以上）
において開催する。

(ﾛ) 学会等での発表、各種研修での講義
研究成果について、関係学会等で２０

件以上発表するとともに、各種研修、講
演会等において講義等を行う。

(ﾊ) インターネット等による研究成果の情
報発信
職業リハビリテーションに関する調査

・研究及び支援技法の開発の成果を研究
部門ホームページにおいて公開する。

(ﾆ) マニュアル、教材、ツール等の作成
職業リハビリテーションの関係者や事

業主にとって利用しやすいマニュアル、
教材、ツール等を４件以上作成する。

研究・開発成果を関係機関で共 (ﾎ) 研究・開発成果の共有化
有化するため、広域センター、地 広域センター、地域センター、障害者
域センター及び障害者就業・生活 就業・生活支援センター及び障害者雇用
支援センター等における研究・開 支援センターを対象に、アンケート調査
発成果の活用状況を把握し、研究 により研究・開発成果の活用状況を把握
・開発成果の更なる普及・活用を し、十分に活用していない旨の回答に対
図る。 しては、自由回答欄の記載を分析し、そ

の原因等を把握する等により、一層利用
しやすいマニュアル、教材、ツール等と
なるよう見直しを行い、研究・開発成果
の更なる普及・活用を図る。

【評価項目１０ 職業リハビリテーションに係る調査・研究】 自己評価 評定

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］ ※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値

・第２期中期目標期間中に終了した調査・研究について外部 ・第２期中期目標期間中に終了した調査・研究について外部評価を行
評価を行い、各調査・研究について、３分の２以上の評価 い、各調査・研究について、３分の２以上の評価委員から、４段階
委員から、４段階中上から２段階以上の評価が得られるよ 中上から２段階以上の評価が得られるようにすること。
うにすること。
平成２０年度に終了する５テーマについて、研究評価委員 平成２１年度に終了する６テーマについて、研究評価委員によ ・平成２１年度計画に基づく変更。
による評価を行い、中期計画に掲げる評価結果が得られる る評価を行い、中期計画に掲げる評価結果が得られるようにす
ようにすること。 ること。

平成20年度終了した５テーマについて３分の２以上の評価委員
から、４段階中上から２段階以上の評価を得た。
・発達障害者の就労支援の課題に関する研究
・精神障害者に対する就労支援過程における当事者のニーズと行動の変化に

応じた支援技術の開発に関する研究 他３テーマ

・障害特性及び事業主ニーズに応じた先駆的な職業リハビリ ・障害特性及び事業主ニーズに応じた先駆的な職業リハビリテーショ
テーション技法の開発を３テーマ実施すること。 ン技法の開発を３テーマ実施すること。
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平成20年度 ３テーマ

・職業リハビリテーション研究発表会を障害者職業総合セン ・職業リハビリテーション研究発表会を障害者職業総合センター及び
ター及び地方会場２か所以上で開催すること。 地方会場２か所以上で開催すること。

平成20年度 障害者職業総合センター
及び地方会場３か所（北海道、愛知、宮崎）

・研究成果について関係学会等で２０件以上発表すること。 ・研究成果について関係学会等で２０件以上発表すること。

平成20年度 21件

・職業リハビリテーション関係者や事業主にとって利用しや ・職業リハビリテーション関係者や事業主にとって利用しやすいマニ
すいマニュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間中 ュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間中に２０件以上作成
に２０件以上作成すること。 すること。

職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用し 職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用しやすい
やすいマニュアル、教材、ツール等を４件以上作成するこ マニュアル、教材、ツール等を４件以上作成すること。
と。

平成20年度 ７件

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (1) ② イ 職業リハビリテーションに関する調 第２ ３ (1) ② イ 職業リハビリテーションに関する調査・研究

査・研究の実施 の実施

・発達障害等の職業リハビリテーションに関する先駆的な研 ・発達障害等の職業リハビリテーションに関する先駆的な研究、職業
究、職業リハビリテーション業務を行う現場の課題解決に リハビリテーション業務を行う現場の課題解決に資するための研究
資するための研究等に重点をおいて職業リハビリテーショ 等に重点をおいて職業リハビリテーションに関する調査・研究を実
ンに関する調査・研究を実施しているか。 施しているか。

・各調査・研究について、外部評価を行い、それぞれ３分の ・各調査・研究について、外部評価を行い、それぞれ３分の２以上の
２以上の評価委員から、４段階中上から２段階以上の評価 評価委員から、４段階中上から２段階以上の評価が得られたか。
が得られたか。

第２ ３ (1) ② ロ 職業リハビリテーションに係る技法 第２ ３ (1) ② ロ 職業リハビリテーションに係る技法の開発
の開発

・福祉から雇用への流れを踏まえ、障害者雇用対策の対象者 ・福祉から雇用への流れを踏まえ、障害者雇用対策の対象者の拡大に
の拡大に資するため、先駆的な職業リハビリテーション技 資するため、先駆的な職業リハビリテーション技法の開発や開発し
法の開発や開発した技法の改良を行っているか。 た技法の改良を行っているか。

第２ ３ (1) ② ハ 研究・開発成果の積極的な普及・活 第２ ３ (1) ② ハ 研究・開発成果の積極的な普及・活用
用

・研究発表会の開催、学会等での発表、各種研修での講義、 ・研究発表会の開催、学会等での発表、各種研修での講義、インター
インターネット等を活用した情報提供等を行っているか。 ネット等を活用した情報提供等を行っているか。

・職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用し ・職業リハビリテーションの関係者や事業主にとって利用しやすいマ
やすいマニュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間 ニュアル、教材、ツール等を第２期中期目標期間中に２０件以上作
中に２０件以上作成するための取組を進めているか。 成するための取組を進めているか。

・広域障害者職業センター、地域障害者職業センター及び障 ・広域障害者職業センター、地域障害者職業センター及び障害者就業
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害者就業・生活支援センター等における研究・開発成果の ・生活支援センター等における研究・開発成果の活用状況を把握し、
活用状況を把握し、研究・開発成果の更なる普及・活用を 研究・開発成果の更なる普及・活用を図っているか。
図っているか。



- 47 -

高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１１） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(2)障害者職業能力開発校の運営業務の (2)障害者職業能力開発校の運営業務の (2)障害者職業能力開発校の運営業務の実施に
実施に関する事項 実施に関する事項 関する事項
機構が運営業務を行う障害者職業能 機構が運営業務を行う障害者職業能 機構が運営業務を行う障害者職業能力開

力開発校に関しては、職業的重度障害 力開発校に関しては、広域センターと 発校に関しては、広域センターとの密接な
者に対して、個々の訓練生の障害の程 の密接な連携の下、職業的重度障害者 連携の下、職業的重度障害者に対して、個
度、態様等を十分考慮し、弾力的な運 に対して、個々の訓練生の障害の程度、 々の訓練生の障害の程度、態様等を十分考
営を図るほか、個々の訓練生に適した 態様等を十分考慮し、弾力的な運営を 慮し、弾力的な運営を図るほか、個々の訓
訓練内容を定めるなど、障害者の障害 図るほか、個々の訓練生に適した訓練 練生に適した訓練内容を定めるなど、障害
の特性に応じたよりきめ細かな配慮を 内容を定めるなど、障害者の障害の特 者の障害の特性に応じたよりきめ細かな配
加えた先導的な職業訓練を実施するこ 性に応じたよりきめ細かな配慮を加 慮を加え、他の障害者職業能力開発校等に
と。 え、他の障害者職業能力開発校等に成 成果を提供できるような先導的な職業訓練

果を提供できるような先導的な職業訓 を実施する。
練を実施する。

① 職業訓練上特別な支援を要する障 ア 職業訓練上特別な支援を要する障 ① 職業訓練上特別な支援を要する障害者に
害者に対する職業訓練の充実 害者に対する職業訓練の充実 対する職業訓練の充実
福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、 福祉から雇用への流れを踏まえ、受講者

受講者の拡大を図る観点から、関係 受講者の拡大を図る観点から、関係 の拡大を図る観点から、職業安定機関、地
機関との一層緊密な連携を図り、職 機関との一層緊密な連携を図り、職 域センター及びその他関係機関との一層緊
業的重度障害者、とりわけ精神障害 業的重度障害者、とりわけ精神障害 密な連携を図り、職業的重度障害者、とり
者や発達障害者を含む職業訓練上特 者や発達障害者を含む職業訓練上特 わけ精神障害者、発達障害者を含む職業訓
別な支援を要する障害者を重点的に 別な支援を要する障害者を積極的に 練上特別な支援を要する障害者を積極的に
受け入れること。 受け入れ、定員充足率が毎年度９５ 受け入れ、その受講者に占める割合が平成

％以上となるようにする。 ２０年度を上回るようにするとともに、定
員充足率が９５％以上となるようにする。
特に、精神障害者及び発達障害者に対す

る職業訓練を積極的に実施する。
障害者雇用アドバイザーが事業主等に対

して行う相談・援助を通じて、あるいは、
企業を対象として行う訓練見学会や受入講

また、企業ニーズに的確に対応す 企業ニーズに的確に対応するとと 座の機会等を活用して、企業の訓練ニーズ
るとともに、障害者の職域拡大を念 もに、障害者の職域拡大を念頭にお の広範な把握をし、企業ニーズに的確に対
頭において、より就職に結びつく職 いて、より就職に結びつく職業訓練 応するとともに、障害者の職域拡大を念頭
業訓練の実施に努めること。このた の実施に努める。このため、企業に において、個別カリキュラムによる個別訓
め、企業による採用や職場適応につ よる採用や職場適応についてのノウ 練など、より就職に結びつく職業訓練の実
いてのノウハウが確立されていない ハウが確立されていない職業訓練上 施に努める。このため、企業による採用や
職業訓練上特別な支援を要する障害 特別な支援を要する障害者について、 職場適応についてのノウハウが確立されて
者について、雇入れ可能性のある企 雇入れ可能性のある企業の協力・連 いない職業訓練上特別な支援を要する障害
業の協力・連携の下に、特注型の訓 携の下に、特注型の訓練メニューに 者について、雇入れ可能性のある企業の協
練メニューに基づく企業内訓練と就 基づく企業内訓練と就業継続のため 力・連携の下に、特注型の訓練メニューに
業継続のための技術的支援の一体的 の技術的支援の一体的実施による先 基づく企業内訓練と就業継続のための技術
実施による先導的職業訓練に取り組 導的職業訓練に取り組む。 的支援の一体的実施による先導的職業訓練
むこと。 また、経済・雇用失業情勢を踏ま に取り組む。
また、経済・雇用失業情勢を踏ま えつつ、職業紹介等の業務を担当す また、厳しさを増す経済・雇用失業情勢

えつつ、職業紹介等の業務を担当す る職業安定機関との緊密な連携を図 に対応して、訓練受講者に対するより早期
る職業安定機関との緊密な連携を図 り、訓練修了者等の就職率が８０％ からの就職支援及び事業主に対する訓練受
り、第２期中期目標期間中において 以上となることに資するため、指導 講者の職業能力の情報提供等を実施すると
修了者等の就職率が８０％以上とな 技法の開発、訓練カリキュラムの見 ともに、職業紹介等の業務を担当する職業
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ることに資するため、カリキュラム 直し等によりその内容の充実を図る。 安定機関との緊密な連携を図り訓練修了者
の見直し等による訓練内容の充実を 等の就職率が８０％以上となることに資す
図ること。 るため、指導技法の開発、訓練カリキュラ

ムの見直し等によりその内容の充実を図
る。

(1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務 (1)障害者職業センターの設置運営業務の実施
の実施に関する事項 の実施に関する事項 に関する事項
① 職業リハビリテーションの総合的 ア 職業リハビリテーションの総合的 ①職業リハビリテーションの総合的・効果的
・効果的な実施 ・効果的な実施 な実施
ア 障害者の個々の特性に応じた専門 ① 障害者の個々の特性に応じた専門 イ 障害者の個々の特性に応じた専門的支援

・ 広域センターについては、全国 ・ 広域障害者職業センター(以下 ・ 広域障害者職業センター（以下「広域
の広範な地域から職業的重度障害 「広域センター」という。)につ センター」という。）については、全国の
者を受け入れるという本来の役割 いては、全国の広範な地域から職 広範な地域から職業的重度障害者を受け
を十分に果たすよう、地域センタ 業的重度障害者を受け入れるとい 入れるという本来の役割を十分に果たす
ーと連携して対象者の把握・支援 う本来の役割を十分に果たすよ よう、職業安定機関、地域センター及び
を行う等運営の改善を図ること。 う、職業安定機関及び地域センタ その他関係機関との積極的な連携により

ーと連携して対象者の把握・支援 対象者の把握・支援等を行う。
等を行う。

② 障害者に対する訓練技法等の開発 イ 障害者に対する指導技法等の開発 ② 障害者に対する指導技法等の開発・普及
・普及 ・普及
先導的な職業訓練実施の成果をも 先導的な職業訓練実施の成果を基 先導的な職業訓練実施の成果をもとに、

とに、精神障害者や発達障害者を含 に、職業訓練上特別な支援を要する 職業訓練上特別な支援を要する障害者に対
む職業訓練上特別な支援を要する障 障害者に対する職業訓練内容、指導 する職業訓練内容、指導技法等をマニュア
害者に対する職業訓練内容、指導技 技法等をマニュアル等にとりまとめ、 ル等にとりまとめる。
法等をマニュアル等にとりまとめ、 他の障害者職業能力開発校等への提 平成２１年度は、職業訓練上特別な支援
他の障害者職業能力開発校に提供す 供、その訓練指導員に対する研修の を要する障害者である精神障害者及び高次
ること等により、障害者職業訓練全 実施等により、障害者職業訓練全体 脳機能障害者について、近年の職業訓練実
体のレベルアップに貢献すること。 のレベルアップに貢献する。指導技 施の成果をもとに、マニュアル等の取りま

法等の開発成果については、障害者 とめを行う。
職業能力開発校等へのアンケート調 また、精神障害者及び高次脳機能障害者
査を実施し、開発した指導技法等に についてのものを含め開発した指導技法等
係る職業訓練を実施又は実施を検討 を取りまとめたマニュアル等を、他の障害
している障害者職業能力開発校等の 者職業能力開発校等へ提供するとともに、
有効回答のうち８０％以上のものか その障害者職業能力開発校等の職業訓練指
ら有用であった旨の評価が得られる 導員等に対する研修の実施、障害者に対す
ようにする。 る職業訓練の指導技法等を普及する障害者

能力開発指導者交流集会の開催等により障
害者職業訓練全体のレベルアップに貢献す
る。
指導技法等の開発成果については、障害

者職業能力開発校等へのアンケート調査を
実施し、開発した指導技法等に係る職業訓
練を実施もしくは実施を検討している障害
者職業能力開発校等の有効回答のうち８０
％以上のものから有用であった旨の評価が
得られるようにする。

【評価項目１１ 障害者職業能力開発校の運営】 自己評価 評定

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値に ［数値目標］※［ ］内は第２期中期目標期間中の目標値について、
ついて、年度計画において設定した目標値 年度計画において設定した目標値
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・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、その受 ・平成２１年度計画に基づく変更。
その受講者に占める割合が平成１９年度を上回るようにす 講者に占める割合が平成２０年度を上回るようにすること。

平成20年度 41.0％（112名）
（平成19年度 30.4％（ 82名））

・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、・職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、定員充
定員充足率が毎年度９５％以上となるようにすること。 足率が毎年度９５％以上となるようにすること。
※定員 280名 ※定員 280名

平成20年度 97.5％（273名）
（平成19年度 96.4％（270名））

・第２期中期目標期間中において修了者等の就職率が８０％ ・第２期中期目標期間中において修了者等の就職率が８０％以上とな
以上となることに資するため、カリキュラムの見直し等に ることに資するため、カリキュラムの見直し等による訓練内容の充
よる訓練内容の充実を図ること。 実を図ること。
訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するた 訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するため、
め、指導技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等により 指導技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等によりその内容
その内容の充実を図ること。 の充実を図ること。

平成20年度 89.4％
（平成19年度 90.9％）

・指導技法等の開発成果については、障害者職業能力開発校 ・指導技法等の開発成果については、障害者職業能力開発校等へのア
等へのアンケート調査を実施し、開発した指導技法等に係 ンケート調査を実施し、開発した指導技法等に係る職業訓練を実施
る職業訓練を実施又は実施を検討している障害者職業能力 又は実施を検討している障害者職業能力開発校等の有効回答のうち
開発校等の有効回答のうち８０％以上のものから有用であ ８０％以上のものから有用であった旨の評価が得られるようにする
った旨の評価が得られるようにすること。 こと。

・平成20年度に作成した開発成果について、平成21年度にアンケート
調査を実施。

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (2) ① 職業訓練上特別な支援を要する障害者 第２ ３ (2) ① 職業訓練上特別な支援を要する障害者（以下「特

（以下「特別支援障害者」という。）に対する職業訓練の 別支援障害者」という。）に対する職業訓練の充実
充実

・職業的重度障害者、とりわけ精神障害者や発達障害者を含 ・職業的重度障害者、とりわけ精神障害者や発達障害者を含む職業訓
む職業訓練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入 練上特別な支援を要する障害者を積極的に受け入れ、定員充足率が
れ、定員充足率が毎年度９５％以上になるように取組を行 毎年度９５％以上になるように取組を行っているか。
っているか。

・企業による採用や職場適応についてのノウハウが確立されていない ・平成２１年３月２７日付け変更認可された中期計画に基づき新
職業訓練上特別な支援を要する障害者について、特注型の訓練メニ たに設定。
ューに基づく企業内訓練と就業継続のための技術的支援の一体的実
施による先導的職業訓練に取り組んでいるか。

・訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するた ・訓練修了者等の就職率が８０％以上となることに資するため、指導
め、指導技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等により 技法の開発、訓練カリキュラムの見直し等によりその内容の充実を
その内容の充実を図っているか。 図っているか。

第２ ３ (2) ② 障害者に対する指導技法等の開発・普及 第２ ３ (2) ② 障害者に対する指導技法等の開発・普及

・職業訓練上特別な支援を要する障害者に対する職業訓練内 ・職業訓練上特別な支援を要する障害者に対する職業訓練内容、指導
容、指導技法等をマニュアル等にとりまとめ、他の障害者 技法等をマニュアル等にとりまとめ、他の障害者職業能力開発校等
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職業能力開発校等への提供、その訓練指導員に対する研修 への提供、その訓練指導員に対する研修の実施等を行っているか。
の実施等を行っているか。

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上の障害者職業能 ・アンケート調査の回答者のうち８０％以上の障害者職業能力開発校
力開発校等から有用であった旨の評価が得られたか。 等から有用であった旨の評価が得られたか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１２） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
障害者の雇用に関する事業主の社会 世界的な金融危機の影響等により雇用失業

連帯責任の円滑な実現を図る観点か 情勢が悪化し障害者を取り巻く雇用環境にも
ら、障害者の雇用に伴う事業主の経済 影響が見られる中、厚生労働省の「障害者雇
的負担を調整するとともに、障害者の 用維持・拡大プラン」（平成２１年２月６日
雇用の促進等を図るため設けられた 付け厚生労働省職業安定局長通達）に係る職
「障害者雇用納付金制度」に基づく、 業安定機関の取組と連携し、障害者雇用アド
障害者雇用納付金の徴収並びに障害者 バイザーによる相談・援助の効果的実施、中
雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者 小企業に対する改正雇用納付金制度の周知活
特例調整金、在宅就業障害者特例報奨 動の戦略的展開に積極的に取り組む。
金及び各種助成金の支給等の機構が実
施する納付金関係業務については、障
害者の雇用の促進に寄与するために、
法律の目的にのっとり、適正かつ効率
的な運営を図ること。
また、障害者の雇用に関する実践的

手法の開発、講習の事業、啓発の事業
を効果的に実施することにより、事業
主の障害者雇用の取組を支援し、障害
者の雇用促進を図ること。
なお、障害者雇用納付金申告対象事

業主等に対する調査や就労支援機器の
貸出しなど、駐在事務所の廃止に伴い
本部組織に一元化される業務について
は、サービスの質の維持や不正受給の
防止に支障が生じないよう留意すると
ともに、集約化による専門性の向上等
業務の効率的かつ効果的な実施に努め
ること。

① 障害者雇用納付金の徴収並びに障 ア 障害者雇用納付金の徴収及び障害 ① 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用
害者雇用調整金、報奨金、在宅就業 者雇用調整金、報奨金等の支給 調整金、報奨金等の支給
障害者特例調整金及び在宅就業障害
者特例報奨金の支給に関する業務の
適切な実施

ア 障害者雇用納付金の徴収並びに障 障害者雇用納付金制度について適 イ 障害者雇用納付金制度について適切な周
害者雇用調整金、報奨金、在宅就 切な周知、理解の促進を図るため、 知、理解の促進
業障害者特例調整金及び在宅就業 関係機関との連携を図りつつ、事業 障害者雇用納付金制度については、事業
障害者特例報奨金の支給について 主説明会を第２期中期目標期間中、 主から的確な申告、支給申請がなされるよ
は、適正かつ効率的に行うことは 毎年度平均で２５０回以上開催する う、以下の各事業を実施する。
もとより、障害者雇用納付金制度 ほか、パンフレット、記入説明書等
の周知、理解の促進を図るため、 の配布を行う。 (ｲ)事業主説明会の開催
関係機関との連携を図りつつ、事 事業主説明会については、関係機関と
業主説明会を幅広く実施すること。 の連携を図りつつ、事業主から申告、支

給申請が的確になされるよう２５０回以
上開催するほか、今後の事業主説明会の
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説明内容及び制度、事務手続についての
周知、理解の促進を図るために作成する
パンフレット、記入説明書等の充実に資
するため、引き続き、参加者アンケート
を実施する。

(ﾛ)パンフレット、申告書の記入説明書等
の作成、配付
制度及び事務手続について適切な周知、

理解の促進を図るため、制度について分
かりやすく記載したパンフレット、様々
な記入例を交えた申告書の記入説明書等
を作成、配布する。また、その内容は、（ｲ）
の参加者アンケート結果等の事業主から
の意見を十分踏まえたものとする。
また、パンフレット等の内容をホーム

ページに掲載することにより、事業主の
制度、手続に対する理解を深めるととも
に円滑かつ的確な申告・申請に資するも
のとする。

(ﾊ)職業安定機関との連携及び受託法人と
の連絡会議の開催
障害者雇用率達成指導業務を実施する

職業安定機関と緊密な連携を図り、必要
な情報交換を行うとともに、１月に受託
法人の業務担当者を対象に「納付金関係
業務担当者全国会議」を開催し、制度及
びその運営についての共通の理解と認識
を深める。

ロ 障害者雇用納付金制度の改正に係る周知
・広報
改正障害者雇用促進法により平成２２年

７月から障害者雇用納付金制度の適用対象
となる中小企業事業主等に対し、施行前の
早い段階から改正内容の周知徹底を図って
いくことが重要であることから、平成２１
年度においては、次の周知・広報を効果的、
積極的に実施する。
・ リーフレットの作成・配布及び広報
誌、ホームページ、事業主説明会その他
各種会議等を活用した改正内容の広範な
周知
特に、中小企業に対しては、わかりやす
いパンフレットを作成し活用する。

・ 新たに納付金制度の適用が見込まれる
中小企業事業主に対する計画的な個別訪
問によるきめ細かな周知・説明

・ 地域の経済団体、業界団体等に対する
協力要請による傘下事業主等への周知・
広報

・ 職業安定機関との連携による、障害者
雇用率達成指導と併せた周知・説明

イ 障害者雇用納付金については、厳 障害者の雇用の促進等に関する法 ハ 障害者雇用納付金の的確な徴収並びに障
正な審査、調査の実施により、９ 律（昭和３５年法律第１２３号）に 害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者
９％以上の収納率を維持すること。 基づき、障害者雇用納付金の的確な 特例調整金及び在宅就業障害者特例報奨金

徴収並びに障害者雇用調整金、報奨 の適正な支給
金、在宅就業障害者特例調整金及び 障害者雇用納付金については、厳正な審
在宅就業障害者特例報奨金の適正な 査を実施するほか、正確な申告及び納付期
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支給を行うため、厳正な審査を実施 限の遵守についての指導・督励を行うとと
するほか、障害者雇用納付金申告対 もに、機構本部及び受託法人において、電
象事業主等に対して調査を的確に実 話、文書等により積極的に納付督励・督促
施することにより、障害者雇用納付 を実施する。
金については９９％以上の収納率を 特に最近における景気の急速な悪化の中
維持する。また、障害者雇用率達成 で厳しい経営環境の企業の増加に対応し、
指導業務を実施する職業安定機関と 納付金の滞納や倒産等による収納不能の事
緊密な連携を図り、必要な情報交換 案の増加を抑制するため、事業主に対する
を行う。 未納付理由の把握及び納付督励をより早期

に実施するとともに、倒産企業の早期把握
と迅速な対応に取り組むこととし、実施に

当該年度内に収納に至らなかった 当たっては機構本部及び受託法人の密接な
未収納付金等については、納付督励 連携のもと、個々の事案の実情に応じた的
・督促を継続的に実施する等により、 確な対応を図る。
確実な徴収を図る。 さらに、機構本部及び駐在事務所におい

て、障害者雇用納付金申告対象事業主等に
対する調査を的確に実施する。これらのこ
とにより、９９％以上の収納率を維持する。
また、障害者雇用率達成指導業務を実施

する職業安定機関と緊密な連携を図り、必
要な情報交換を行う。
なお、当該年度内に収納に至らなかった

未収納付金等についても、機構本部及び受
託法人において、未納付事業主の状況につ
いて情報を収集・把握し、その状況に応じ
た電話、文書等による納付督励・督促の継
続的な実施とともに、未納付事業主を訪問
しての納付金の確約書面の取り付け等によ
り確実な徴収を図る。
また、障害者雇用調整金、報奨金、在宅

就業障害者特例調整金及び在宅就業障害者
特例報奨金の支給に関しても、厳正な審査
を実施し、適正な支給を行う。

障害者雇用納付金申告対象事業主、 ニ 障害者雇用納付金申告対象事業主、調整
調整金支給対象事業主等の利便性の 金支給対象事業主等の利便性の向上
向上を図るため、申告・申請手続の 障害者雇用納付金電算機処理システムを
簡素化及び電算機処理システムの改 活用することにより、申告・申請の迅速か
定等を実施する。 つ厳正な審査を実施するほか、事業主から

の直接又は受託法人を経由した照会等に対
して、的確で速やかな助言、指導等を実施
する。
また、事業主の申告・申請にかかる事務

手続の簡素化及び利便性の向上を図るた
め、申告・申請手続の簡素化及び制度改正
への対応を含めた電算機処理システム等の
改定等の実施に向けて検討する。

ホ 調査の効率的かつ的確な実施
調査に当たっては、特に次の点に留意し

実施する。

(ｲ)効率的かつ的確な調査を行うため、受
託法人の把握する情報を積極的に活用す
る。また、対象事業主の選定に当たって
は、障害者雇用納付金制度に基づく助成
金に係る調査とも連携し、より効率的な
調査を実施する。

(ﾛ)はじめて申告・申請を行った事業主に
係る申告・申請内容全般並びに出向者、
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パートタイム労働者及び派遣労働者を雇
用する事業主に係る常用雇用労働者数の
取扱いに留意して、それらの正確な把握
に努める。

なお、障害者雇用納付金申告対象 (ﾊ)なお、障害者雇用納付金申告対象事業
事業主等に対する調査については、 主等に対する調査について、平成２１年
駐在事務所の廃止及び本部組織への 度末の駐在事務所の廃止及び本部組織へ
一元化に際し、不正受給の防止に支 の一元化に向け、不正受給の防止に支障
障が生じないよう留意するとともに、 が生じないよう留意するとともに、集約
集約化による専門性の向上等業務の 化による専門性の向上等業務の効率的か
効率的かつ効果的な実施に努める。 つ効果的な実施が図られることとなるよ

う準備を進める。

ヘ 電子納付システムの利用促進
事業主サービスの向上と事務処理の効率

化、迅速化を図るため、電子納付システム
について、納付書に利用案内チラシを同封
するほか、事業主説明会において具体的な
利用方法や利便性等について説明するとと
もに、個別事業主に対する利用促進の働き
かけ等を実施する。特に、大都市圏を中心
に機構本部が作成する事業所のリストに基
づき受託法人の幹部職員等が直接訪問等に
より利用の促進を図る。

【評価項目１２ 障害者雇用納付金の徴収及び障害者雇用調 自己評価 評定
整金、報奨金等の支給業務】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・事業主説明会を第２期中期目標期間中、毎年度平均で２５ ・事業主説明会を第２期中期目標期間中、毎年度平均で２５０回以上

０回以上開催すること。 開催すること。

平成20年度 279回
（平成19年度 259回）

・障害者雇用納付金については、厳正な審査、調査の実施に ・障害者雇用納付金については、厳正な審査、調査の実施により、９
より、９９％以上の収納率を維持すること。 ９％以上の収納率を維持すること。

平成20年度 99.76％
（平成19年度 99.78％）

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ① イ 障害者雇用納付金制度について適切 第２ ３ (3) ① イ 障害者雇用納付金制度について適切な周知、

な周知、理解の促進 理解の促進

・関係機関との連携を図りつつ、事業主説明会を第２期中期 ・関係機関との連携を図りつつ、事業主説明会を第２期中期目標期間
目標期間中、毎年度平均で２５０回以上開催するほか、パ 中、毎年度平均で２５０回以上開催するほか、パンフレット、記入
ンフレット、記入説明書等の配布を行っているか。 説明書等の配布を行っているか。

・関係機関との適切な連携を図っているか。 ・関係機関との適切な連携を図っているか。

第２ ３ (3) ① ロ 障害者雇用納付金の的確な徴収並び 第２ ３ (3) ① ロ 障害者雇用納付金の的確な徴収並びに障害者
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に障害者雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整金 雇用調整金、報奨金、在宅就業障害者特例調整金及び在宅就業障害
及び在宅就業障害者特例報奨金の適正な支給 者特例報奨金の適正な支給

・障害者雇用納付金については９９％以上の収納率を維持し ・障害者雇用納付金については９９％以上の収納率を維持しているか。
ているか。

・当該年度内に収納に至らなかった未収納付金等については、・当該年度内に収納に至らなかった未収納付金等については、納付督
納付督励・督促を継続的に実施する等により、確実な徴収 励・督促を継続的に実施する等により、確実な徴収を図っているか。
を図っているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１３） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
② 障害者雇用納付金制度に基づく助 イ 障害者雇用納付金に基づく助成金 ② 障害者雇用納付金に基づく助成金業務の
成金の支給業務の適切な実施 の支給 適切な実施
障害者雇用に関する事業主等への

助成金支給については、障害者雇用 ① 助成金の効果的活用の促進に向け イ 助成金の効果的活用の促進に向けた周知
に係る事業主支援・援助の実施を通 た周知・広報及び事務手続の簡素 ・広報及び事務手続の簡素合理化
じて障害者の働く場の整備を図るた 合理化
め、適正かつ効率的に行うことはも
とより、助成金制度、申請手続き等 事業主等の利便性を図るため、 (ｲ)ホームページを活用した周知
を周知すること、事業主等が利用し 各種助成金の支給要件、助成額、 ホームページに掲載している各種助成金
やすい手続きとすること、助成金を 申請窓口の所在地等をホームペー の支給要件、助成額、申請方法、申請書等
障害者雇用に効果的に活用できるよ ジ等で公開するとともに、支給要 の様式及び添付書類一覧表等の説明につい
うに事業主等に対して助言・援助を 件等に変更があった場合は当該変 て、申請事業主がその内容を一層容易に理
行うこと、など事業主等に対するサ 更が確定した日から７日以内にホ 解できるよう内容の改善を行う。
ービスの向上を図ること。 ームページ等で公開する。 支給要件等に変更があった場合は当該変

更が確定した日から７日以内にホームペー
ジ等で公開する。

助成金の効果的活用を促進する (ﾛ)助成金の効果的活用を促進するための職
ため、職業安定機関、地域センタ 業安定機関等との連携による周知
ー等との連携を図り、様々な機会 受託法人は、助成金制度の活用に係る運
を通じて事業主等に対する周知・ 営方針に基づき、職業安定機関や関係機関
広報を行う。 ・団体等との連携の下、周知業務を積極的

に行う。
また、受託法人は、職業安定機関、地域

センター等との間に連絡会議を設け、相互
の情報交換を密にする。
機構本部は上記の連絡会議における情報

交換の状況を把握し、その結果について全
国の受託法人にフィードバックすることに
より、連携による助成金の効果的な活用の
更なる促進を図る。

事業主にとって分かりやすい各 (ﾊ)事業主にとって分かりやすいパンフレッ
種助成金のパンフレットや支給申 トや支給申請の手引等を作成し、受託法人
請の手引等を作成し、受託法人、 の窓口において配布するとともに、職業安
職業安定機関等において事業主等 定機関等においても事業主等に配布する。
に配布する。

適正支給に配慮しつつ、申請様 (ﾆ)適正支給に配慮しつつ、申請様式の簡略
式の簡略化、添付書類の簡素化等 化、添付書類の簡素化等による事務手続の
による事務手続の簡素合理化を図 簡素合理化を図る。
る。

(ﾎ)支給事業主の状況を把握するためのアン
ケート調査を継続的に実施し、業務改善の
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ポイントを把握するとともに、その結果を
踏まえて受託法人において、業務の顧客満
足度の向上を図る。

② 適正な支給業務の実施 ロ 適正な支給業務の実施
厳正な審査と支給申請事業所に (ｲ)施設・設備の設置について支給請求額が

対する計画的な調査を行い、疑義 ４５０万円以上のものについては、機構本
のあるものについてはすべて事業 部において支給前に全数調査を実施すると
所を訪問する等により、不正受給 ともに、その他の助成金については、機構
防止対策を一層強化する。 本部又は駐在事務所において平成２０年度

支給した助成金の中から抽出した事業所に
対し現地調査を実施するほか、受託法人に
おいては、不正受給防止マニュアルに基づ
き、申請時に疑義が生じるような事案につ
いては訪問による確認作業を行う等、チェ
ックリストを活用した厳正な審査を実施す
る。
また、支給対象事業所に対する計画的な

調査を障害者雇用納付金等に係る調査と連
携し効率的に行う。

不正受給が発生した場合は、再 (ﾛ)不正受給が発生した場合は、再発防止の
発防止の観点からその原因を究明 観点からその原因を究明し、受託法人、厚
し、受託法人その他関係機関に対 生労働省又は都道府県労働局等その他関係
して適切な情報提供を行うととも 機関に対して適切な情報提供を行うととも
に、必要な不正受給防止対策を講 に、必要な不正受給防止対策を講ずる。
ずる。

適正な支給業務を実施するため、 (ﾊ)適正な支給業務を実施するため、機構は
受託法人の助成金業務担当者会議 受託法人の助成金業務担当者会議を６月下
を開催し、支給業務に関する問題 旬に開催する。これにより、助成金調査業
点等について情報交換を行う。 務の実効性を確保しつつ、受託法人との密

接な連携体制を維持する。

(ﾆ)進捗管理の効果的・効率的な実施に資す
るため、平成２０年度に見直しの検討に着
手した障害者助成金の電算処理システムに
ついては、不正受給の防止のための認定や
支給に係る情報検索機能の強化等について
も併せて検討し、平成２２年度内の運用開
始に向けてシステム開発を開始する。

機構及び受託法人は、厚生労働 (ﾎ)機構及び受託法人は、厚生労働省又は都
省又は都道府県労働局等その他関 道府県労働局等その他関係機関との間にお
係機関との間において、支給業務 いて、支給業務の問題点等に対する情報交
の問題点等に対する情報交換等を 換等を定期的に行い、適切な支給業務の実
定期的に行い、適切な支給業務の 施を図る。
実施を図る。

【評価項目１３ 障害者雇用納付金に基づく助成金の支給業 自己評価 評定
務】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・支給要件等に変更があった場合は当該変更が確定した日か ・支給要件等に変更があった場合は当該変更が確定した日から７日以

ら７日以内にホームページ等で公開すること。 内にホームページ等で公開すること。
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平成20年度 ―（変更なし）
（平成19年度 変更日から１日以内に公開

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ② イ 助成金の効果的活用の促進に向けた 第２ ３ (3) ② イ 助成金の効果的活用の促進に向けた周知・広

周知・広報及び事務手続の簡素合理化 報及び事務手続の簡素合理化

・ホームページ等で事業主の利便性に配慮した情報提供を行 ・ホームページ等で事業主の利便性に配慮した情報提供を行っている
っているか。 か。

・支給要件等に変更があった場合は７日以内にホームページ ・支給要件等に変更があった場合は７日以内にホームページ等を修正
等を修正しているか。 しているか。

・事業主等に対する周知・広報を行うため、職業安定機関、 ・事業主等に対する周知・広報を行うため、職業安定機関、地域障害
地域障害者職業センター等との連携を図っているか。 者職業センター等との連携を図っているか。

・事業主にとって分かりやすい各種助成金のパンフレット等 ・事業主にとって分かりやすい各種助成金のパンフレット等を作成し、
を作成し、事業主等に配布しているか。 事業主等に配布しているか。

・事務手続の簡素合理化を図るため申請様式の簡略化、添付 ・事務手続の簡素合理化を図るため申請様式の簡略化、添付ファイル
ファイルの簡素化等を図っているか。 の簡素化等を図っているか。

第２ ３ (3) ② ロ 適正な支給業務の実施 第２ ３ (3) ② ロ 適正な支給業務の実施

・不正受給防止を図るため、厳正な審査と支給申請事業所に ・不正受給防止を図るため、厳正な審査と支給申請事業所に対する計
対する計画的な調査を行っているか。 画的な調査を行っているか。

・不正受給が発生した場合は、原因を究明した上で、必要な ・不正受給が発生した場合は、原因を究明した上で、必要な不正受給
不正受給防止対策を講じているか。 防止対策を講じているか。

・機構及び受託法人は、厚生労働省又は都道府県労働局等と ・機構及び受託法人は、厚生労働省又は都道府県労働局等との間にお
の間において、支給業務の問題点等に対する情報交換等を いて、支給業務の問題点等に対する情報交換等を定期的に行ってい
定期的に行っているか。 るか。
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中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
③ 障害者の雇用に関する実践的手法 ウ 障害者の雇用に関する相談・援助、 ③ 障害者の雇用に関する相談・援助、各種
の開発、講習の事業、啓発の事業の 各種講習、啓発等の実施 講習、啓発等の実施
効果的な実施
ア 相談・援助、各種講習等の実施 ① 相談・援助、各種講習等の実施 イ 相談・援助、各種講習等の実施

障害者雇用に取り組む事業主を 障害者雇用に関する広範な知識 障害者雇用に関する広範な知識と経験を
支援するため、障害者雇用の広範 と経験を持った障害者雇用アドバ 持った障害者雇用アドバイザーが､必要に
な知識と経験を有するアドバイザ イザーを配置するとともに､必要に 応じ医療、社会教育、社会福祉、工学等の
ーを配置するとともに、特に専門 応じ医療、社会教育、社会福祉、 専門家と連携して、事業主等に対し､的確
的な支援を必要とする事業主等に 工学等の専門家と連携して、障害 かつ効果的な相談・援助を２２，０００件
対しては医療、社会教育、社会福 者の雇用水準の低い中小企業等を 以上実施する。実施に当たっては、訪問対
祉、工学等の専門家と連携して、 中心に、事業主等に対する的確か 象事業所について障害者の雇用水準の低い
障害者の雇用の促進及び継続を容 つ効果的な相談・援助を実施する 中小企業等を重点実施するよう計画を策定
易にするための障害者の雇用に取 こととし、当該相談・援助を毎年 する。
り組む事業主等に対する相談・援 度２２，０００件以上実施する。 また、実施後は、相談・援助を行った事
助を行い、相談・援助を実施した 実施後は、相談・援助を行った事 業主等に対して追跡調査を実施し、有効回
事業主等に対して追跡調査を実施 業主等に対して追跡調査を実施し、 答のうち７０％以上の事業主等において具
し、７０％以上の利用事業主等に 有効回答のうち７０％以上の事業 体的な課題改善が見られるようにする。な
おいて、具体的な課題改善効果が 主等において具体的な課題改善が お、効果がなかった旨の評価に対しては、
見られるようにすること。 見られるようにする。 自由回答欄の記載を分析し、その原因等を

把握する等により、利用者からの高い評価
が得られる内容となるよう随時見直しを図
る。

障害者を５人以上雇用する事業 障害者職業生活相談員資格認定 受託法人で実施する障害者職業生活相談
所に選任が義務づけられている障 講習の実施に当たっては、障害者 員資格認定講習については、障害者の職業
害者の職業生活全般にわたる相談 の職業生活全般にわたる相談・指 生活全般にわたる相談・指導等に必要な専
・指導を行う障害者職業生活相談 導等に必要な専門知識を付与する 門知識を付与するため講習内容の充実を図
員の資格認定講習を実施すること。 ため講習内容の充実を図る。 る。このため、平成２１年度においては、

障害者雇用促進法の改正等に対応するとと
もに、受講者が実際の相談・指導等に当た
り活用しやすいものとなるよう講習用テキ
ストの内容の大幅な見直しを行う。

事業主を対象に障害者雇用に関 雇用管理等に関する事業主向け 雇用管理等に関する事業主向け講習につ
する理解を促すとともに、障害者 講習については、事業主や障害者 いては、事業主や障害者の多様なニーズ、
の雇用の促進と継続に関し、各種 の多様なニーズ、特性等を踏まえ、 特性等を踏まえ、「雇用促進・雇用計画」、
のノウハウを提供することを目的 企業の雇用・定着管理の改善や障 「雇用定着・雇用継続」、「能力発揮・環境
として、地域のニーズや特性等を 害者の職業能力発揮のための環境 整備」に係る講習を適宜組み合わせ、又は
踏まえた障害者雇用に関する各種 整備に係る講習を適宜組み合わせ、 計画的なテーマ設定をするなどにより、効
の講習会を効果的に実施すること。 効果的かつ効率的に実施する。講 果的、効率的に実施し、講習受講者数を２
講習終了後、事業主にアンケー 習終了後、受講者にアンケート調 ２，０００人以上とする。

ト調査を実施し、８５％以上の参 査を実施し、有効回答のうち８５ また、講習終了後に受講者に対しアンケ
加者から障害者雇用を進める上で、 ％以上の受講者から障害者の雇用 ート調査を実施し、有効回答のうち８５％
有用であった旨の評価を得ること。 管理等を進める上で有用であった 以上の受講者から障害者の雇用管理等を進

旨の評価を得られるようにする。 める上で有用であった旨の評価が得られる
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ようにする。なお、有用でなかった旨の評
価に対しては、自由回答欄の記載を分析し、
その原因等を把握する等により、受講者に
とって有用な講習となるよう随時見直しを
図る。

障害者職場定着推進チーム育成 障害者職場定着推進チーム育成事業につ
事業については、障害者の適正な いては、障害者の適正な職場配置、障害者
職場配置、障害者の特性に応じた の特性に応じた雇用管理等が図られるよ
雇用管理等が図られるよう、障害 う、事業所訪問等による障害者職場定着推
者職場定着推進チーム未設置事業 進チーム未設置事業所に対する設置勧奨及
所に対する設置勧奨及び設置され び設置された定着推進チームの育成指導を
た定着推進チームの育成指導を継 継続して実施する。
続して実施する。

イ 実践的手法の開発・提供 ② 実践的手法の開発・提供 ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・
障害者の雇用・就業分野の拡大、 企業における障害者の雇用に係 提供の実施

雇用の促進及び継続を図るため、 る問題の解決、雇用管理の改善及 企業における障害者の雇用に係る問題の
職域拡大、キャリアアップ、職務 び障害者の雇用機会の拡大に資す 解決、雇用管理の改善及び障害者の雇用機
再設計及び職場環境の改善の雇用 るため、事業主のニーズ及び障害 会の拡大に資するため、事業主のニーズ及
管理に関する実践的手法を開発し、 の種類に配慮しつつ、障害者の職 び障害の種類に配慮しつつ、「企業による
事業主が利用しやすい報告書、マ 域拡大及び雇用管理に係る実践的 障害者雇用についての自己点検手法の開
ニュアル等の成果物を提供するこ 手法を開発し、障害者雇用アドバ 発」「中小企業事業主のための障害者雇用
と。 イザーが行う相談・援助への活用 の課題と解決方法に関する理解し易いハン
障害者雇用事例等の情報収集と を図るとともに、開発成果をホー ドブックの開発」「精神障害者雇用のため

事業主等への効果的な提供を実施 ムぺージ等を通じて提供すること の職場改善に関する取組の実態、効果等の
すること。 により、事業主等の自主的な取組 ケーススタディによる効果的方法の分析・

を支援する。 整理」及び「障害者の加齢・高齢化に対応
除外率設定業種事業主（団体） した継続雇用のあり方に関する研究調査」

における障害者雇用に係る具体的 を実施する。
取組を支援するため、障害者の雇 また、除外率の段階的引下げを踏まえ、
用を進める上での問題点等の調査 除外率設定業種事業主（団体）における障
・分析、雇用事例の収集等を実施 害者雇用に係る具体的取組を支援するた
し、啓発資料としてマニュアル・ め、「除外率設定業種における障害者雇用
好事例集等を作成する。 推進事業委員会」を開催し、障害者の雇用
上記による実践的手法の開発に を進める上での問題点等の調査・分析、雇

より得られた成果については、事 用事例の収集等を実施し、啓発資料として
業主等の利用しやすい報告書、マ マニュアル・好事例集等を作成する。
ニュアル等に取りまとめ、事業主 上記の障害者雇用に関する調査・研究、
等に配布するほか、当該開発成果 除外率設定業種事業主に対する支援に係る
に係る情報を事業主等が有効に活 実践的手法の開発により得られた成果につ
用できるよう分かりやすくホーム いては、事業主等の利用しやすい報告書、
ページで公開するとともに、事業 マニュアル・好事例集等にとりまとめ、事
主等に対して障害者雇用事例等を 業主等に配布するほか、当該開発成果に係
提供する「障害者雇用事例リファ る情報を事業主等が有効に活用できるよう
レンスサービス」の充実を図り、 分かりやすくホームページで公開する。
企業のニーズに対して迅速かつ的 ホームページ上で、事業主等に対して障
確な情報提供を行う。 害者雇用事例等を提供する「障害者雇用事

例リファレンスサービス」については、障
害者の募集・採用、雇用継続又は職場復帰
に当たって直面する課題の解決方法の参考
となる企業の具体的な取組をまとめた障害
者雇用モデル事例及び障害者助成金の活用
によって雇用が進められた事例を追加掲載
する。

ウ 就労支援機器の普及・啓発 ③ 就労支援機器の普及・啓発 ハ 就労支援機器の普及・啓発等
障害者の雇用促進に役立つ就労 就労支援機器を広く事業主に普 視覚障害者向けパソコン、拡大読書器等

支援機器の貸出しを行い、それら 及・啓発するため、ホームページ の就労支援機器を広く事業主に普及・啓発
の就労支援機器の普及・啓発を図 等を通じた情報提供、就労支援機 するため、就労支援機器普及啓発ホームペ
ること。 器の効果的な活用に係る相談等を ージを活用して効果的な普及・啓発活動を
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実施し、事業所に就労支援機器の 実施するとともに、就労支援機器の効果的
貸出しを行う。なお、当該業務に な活用に係る相談等を通して、幅広く就労
ついては、駐在事務所の廃止及び 支援機器の貸出しを行う。
本部組織への一元化に際し、サー 就労支援機器の貸出業務については、平
ビスの質の維持に留意するととも 成２１年度末の駐在事務所の廃止及び本部
に、集約化による専門性の向上等 組織への一元化に向け、サービスの質の維
業務の効率的かつ効果的な実施に 持に留意するとともに、集約化による専門
努める。 性の向上等業務の効率的かつ効果的な実施

が図られることとなるよう準備を進める。
適宜アンケート調査を実施し、 貸出しを終了した事業主に対して適宜ア

事業主のニーズを把握するととも ンケート調査を実施し、事業主のニーズを
に、効率的な業務を行うため、就 把握することにより、就労支援機器の効果
労支援機器の利用率（全機器の貸 的な整備及び就労支援機器の導入や活用方
出累計月数／延べ保有台月数）を 法についての相談内容の改善を図る。また、
常態において６０％以上にする。 効率的な業務を行うため、就労支援機器の

利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有
台月数）を常態において６０％以上にする。

【評価項目１４ 障害者雇用アドバイザーによる相談・援助、 自己評価 評定
各種講習等及び就労支援機器の普及・啓発】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・障害者雇用アドバイザーが事業主等に対し、的確かつ効果 ・障害者雇用アドバイザーが事業主等に対し、的確かつ効果的な相談

的な相談・援助を毎年度２２，０００件以上実施すること。 ・援助を毎年度２２，０００件以上実施すること。

平成20年度 26,453件

・相談・援助を実施した事業主等に対して追跡調査を実施し、・相談・援助を実施した事業主等に対して追跡調査を実施し、７０％
７０％以上の利用事業主等において、具体的な課題改善効 以上の利用事業主等において、具体的な課題改善効果が見られるよ
果が見られるようにすること。 うにすること。

平成20年度 87.4％

・雇用管理等に関する事業主向け講習については、事業主や ・雇用管理等に関する事業主向け講習については、事業主や障害者の
障害者の多様なニーズ、特性を踏まえ、講習受講者数を２ 多様なニーズ、特性を踏まえ、講習受講者数を２２，０００人以上
２，０００人以上とすること。 とすること。

平成20年度 25,505人
（平成19年度 23,706人）

・講習終了後、事業主にアンケート調査を実施し、８５％以 ・講習終了後、事業主にアンケート調査を実施し、８５％以上の参加
上の参加者から障害者雇用を進める上で、有用であった旨 者から障害者雇用を進める上で、有用であった旨の評価を得ること。
の評価を得ること。

平成20年度 93.3％

・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有 ・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有台数）を
台数）を常態において６０％以上にすること。 常態において６０％以上にすること。
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平成20年度 63.6％
（平成19年度 58.5％）

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ③ イ 相談・援助、各種講習等の実施 第２ ３ (3) ③ イ 相談・援助、各種講習等の実施

・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助を毎年度２２， ・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助を毎年度２２，０００件
０００件以上実施しているか。 以上実施しているか。

・追跡調査における回答者のうち７０％以上の事業主等から ・追跡調査における回答者のうち７０％以上の事業主等から具体的な
具体的な課題改善が見られた旨の評価が得られたか。 課題改善が見られた旨の評価が得られたか。

・障害者職業生活相談員資格認定講習の内容の充実を図って ・障害者職業生活相談員資格認定講習の内容の充実を図っているか。
いるか。

・雇用管理等に関する事業主向け講習について、事業主や障 ・雇用管理等に関する事業主向け講習について、事業主や障害者の多
害者の多様なニーズ、特性等を踏まえた内容のものとして 様なニーズ、特性等を踏まえた内容のものとしているか。
いるか。

・アンケート調査回答者のうち８５％以上から障害者の雇用 ・アンケート調査回答者のうち８５％以上から障害者の雇用管理等を
管理等を進める上で有用であった旨の評価が得られたか。 進める上で有用であった旨の評価が得られたか。

第２ ３ (3) ③ ハ 就労支援機器の普及・啓発等 第２ ３ (3) ③ ハ 就労支援機器の普及・啓発等

・就労支援機器を広く事業主に普及・啓発するため、ホーム ・就労支援機器を広く事業主に普及・啓発するため、ホームページ等
ページ等を通じた情報提供、就労支援機器の効果的な活用 を通じた情報提供、就労支援機器の効果的な活用に係る相談等を実
に係る相談等を実施しているか。 施しているか。

・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有 ・就労支援機器の利用率（全機器の貸出累計月数／延べ保有台月数）
台月数）が常態において６０％以上となっているか。 が常態において６０％以上となっているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１５） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
③ 障害者の雇用に関する実践的手法 ウ 障害者の雇用に関する相談・援助、 ③ 障害者の雇用に関する相談・援助、各種
の開発、講習の事業、啓発の事業の 各種講習、啓発等の実施 講習、啓発等の実施
効果的な実施
イ 実践的手法の開発・提供 ② 実践的手法の開発・提供 ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・

提供の実施
障害者の雇用・就業分野の拡大、 企業における障害者の雇用に係 企業における障害者の雇用に係る問題の

雇用の促進及び継続を図るため、 る問題の解決、雇用管理の改善及 解決、雇用管理の改善及び障害者の雇用機
職域拡大、キャリアアップ、職務 び障害者の雇用機会の拡大に資す 会の拡大に資するため、事業主のニーズ及
再設計及び職場環境の改善の雇用 るため、事業主のニーズ及び障害 び障害の種類に配慮しつつ、「企業による
管理に関する実践的手法を開発し、 の種類に配慮しつつ、障害者の職 障害者雇用についての自己点検手法の開
事業主が利用しやすい報告書、マ 域拡大及び雇用管理に係る実践的 発」「中小企業事業主のための障害者雇用
ニュアル等の成果物を提供するこ 手法を開発し、障害者雇用アドバ の課題と解決方法に関する理解し易いハン
と。 イザーが行う相談・援助への活用 ドブックの開発」「精神障害者雇用のため
障害者雇用事例等の情報収集と を図るとともに、開発成果をホー の職場改善に関する取組の実態、効果等の

事業主等への効果的な提供を実施 ムぺージ等を通じて提供すること ケーススタディによる効果的方法の分析・
すること。 により、事業主等の自主的な取組 整理」及び「障害者の加齢・高齢化に対応

を支援する。 した継続雇用のあり方に関する研究調査」
を実施する。

除外率設定業種事業主（団体） また、除外率の段階的引下げを踏まえ、
における障害者雇用に係る具体的 除外率設定業種事業主（団体）における障
取組を支援するため、障害者の雇 害者雇用に係る具体的取組を支援するた
用を進める上での問題点等の調査 め、「除外率設定業種における障害者雇用
・分析、雇用事例の収集等を実施 推進事業委員会」を開催し、障害者の雇用
し、啓発資料としてマニュアル・ を進める上での問題点等の調査・分析、雇
好事例集等を作成する。 用事例の収集等を実施し、啓発資料として

マニュアル・好事例集等を作成する。

上記による実践的手法の開発に 上記の障害者雇用に関する調査・研究、
より得られた成果については、事 除外率設定業種事業主に対する支援に係る
業主等の利用しやすい報告書、マ 実践的手法の開発により得られた成果につ
ニュアル等に取りまとめ、事業主 いては、事業主等の利用しやすい報告書、
等に配布するほか、当該開発成果 マニュアル・好事例集等にとりまとめ、事
に係る情報を事業主等が有効に活 業主等に配布するほか、当該開発成果に係
用できるよう分かりやすくホーム る情報を事業主等が有効に活用できるよう
ページで公開するとともに、事業 分かりやすくホームページで公開する。
主等に対して障害者雇用事例等を ホームページ上で、事業主等に対して障
提供する「障害者雇用事例リファ 害者雇用事例等を提供する「障害者雇用事
レンスサービス」の充実を図り、 例リファレンスサービス」については、障
企業のニーズに対して迅速かつ的 害者の募集・採用、雇用継続又は職場復帰
確な情報提供を行う。 に当たって直面する課題の解決方法の参考

となる企業の具体的な取組をまとめた障害
者雇用モデル事例及び障害者助成金の活用
によって雇用が進められた事例を追加掲載
する。
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【評価項目１５ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・提 自己評価 評定
供】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ③ ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開 第２ ３ (3) ③ ロ 障害者雇用に関する実践的手法の開発・提供

発・提供の実施 の実施

・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助への活用を図る ・障害者雇用アドバイザーによる相談・援助への活用を図る観点から
観点から調査研究のテーマを設定しているか。 調査研究のテーマを設定しているか。

・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等 ・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等が有効に
が有効に活用できるようホームページで情報提供を行って 活用できるようホームページで情報提供を行っているか。
いるか。

・除外率の引き下げに伴う事業主のニーズ等を的確に把握し ・除外率の引き下げに伴う事業主のニーズ等を的確に把握した上で調
た上で調査研究を行っているか。 査研究を行っているか。

・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等 ・実践的手法の開発により得られた成果について、事業主等の利用し
の利用しやすい報告書、マニュアル等に取りまとめている やすい報告書、マニュアル等に取りまとめているか。
か。

・事業主等に対して障害者雇用事例等を提供する「障害者雇 ・事業主等に対して障害者雇用事例等を提供する「障害者雇用事例リ
用事例リファレンスサービス」の充実を図り、企業のニー ファレンスサービス」の充実を図り、企業のニーズに対して迅速か
ズに対して迅速かつ的確な情報提供を行っているか。 つ的確な情報提供を行っているか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１６） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
③ 障害者の雇用に関する実践的手法 ウ 障害者の雇用に関する相談・援助、 ③ 障害者の雇用に関する相談・援助、各種
の開発、講習の事業、啓発の事業の 各種講習、啓発等の実施 講習、啓発等の実施
効果的な実施
エ 啓発事業の実施 ④ 啓発事業の実施 ニ 障害者雇用に係る啓発事業の実施

事業主や国民一般に対して障害 事業主や国民一般に対して、障 事業主や国民一般に対して、障害者に対
者雇用の機運を醸成するため雇用 害者に対する認識を高め、その雇 する認識を高め、その雇用の促進と職業の
支援月間を設け、また障害者の職 用の促進と職業の安定を図るため、 安定を図るため、９月の障害者雇用支援月
業的自立を支援するため、障害者 障害者雇用を支援する月間を設け、 間を中心として障害者雇用優良事業所等を
雇用に関する様々な啓発活動を展 全国レベルで障害者雇用優良事業 対象とした表彰、全国６か所の会場におけ
開すること。 所等の表彰、障害者ワークフェア る障害者雇用支援月間ポスター原画入賞作

等の諸事業を複合的に実施する。 品展示会の開催等の啓発事業を実施する。

１０月に茨城県において、障害者を多数
雇用している事業所等の活動状況や障害者
福祉施設等の取組状況を展示・実演する複
合的なイベント「障害者ワークフェア２０
０９」を開催する。本事業は、啓発効果を
高めるため、「第３１回全国障害者技能競
技大会（アビリンピック）」と同時開催す
る。

障害者ワークフェアの来場者に なお、障害者ワークフェアの来場者にア
アンケート調査を実施し、有効回 ンケート調査を実施し、有効回答のうち８
答のうち８０％以上の来場者から ０％以上の来場者から障害者の雇用問題に
障害者の雇用問題についての理解 ついての理解が深まった旨の評価が得られ
が深まった旨の評価を得られるよ るようにするとともに、次年度以降の障害
うにする。また、アンケート調査 者ワークフェアの在り方について意見を求
結果を分析し、その内容及び方法 め、その内容及び方法についてより効果的
についてより効果的なものとする。 なものとなるよう検討する。

このほか、各都道府県において さらに、障害者の雇用に係る諸情報を総
障害者雇用優良事業所等の表彰等 合的に掲載した定期刊行誌「働く広場」を
による啓発事業を実施する。 月５４，０００部作成・発行し、事業主等
障害者の雇用に係る諸情報を総 に配布する。

合的に掲載した定期刊行誌を毎月 なお、作成に当たっては、読者アンケー
発行する。また、ホームページを トや編集委員会等の意見を踏まえ、誌面の
活用した情報提供、新聞・テレビ 一層の充実を図る。
等マスメディアの活用等による啓 また、ホームページを通じて障害者雇用
発広報活動を実施する。 に関する情報を提供するほか、障害者の雇

用を進める上で必要となる情報等について
マスメディアを活用した広報・啓発活動を
展開し、広く国民の障害者雇用に対する理
解を深める。
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【評価項目１６ 啓発事業（障害者関係）】 自己評価 評定

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・障害者ワークフェアの来場者にアンケート調査を実施し、 ・障害者ワークフェアの来場者にアンケート調査を実施し、有効回答

有効回答のうち８０％以上の来場者から障害者の雇用問題 のうち８０％以上の来場者から障害者の雇用問題についての理解が
についての理解が深まった旨の評価が得られること。 深まった旨の評価が得られること。

平成20年度 94.2％

・障害者の雇用に係る諸情報を総合的に掲載した定期刊行誌 ・障害者の雇用に係る諸情報を総合的に掲載した定期刊行誌「働く広
「働く広場」を月５４，０００部作成・発行し、事業主等 場」を月５４，０００部作成・発行し、事業主等に配布すること。
に配布すること。

平成20年度 月54,000部
（平成19年度 月54,000部）

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ③ ニ 障害者雇用に係る相談・援助、各種 第２ ３ (3) ③ ニ 障害者雇用に係る相談・援助、各種講習、啓

講習、啓発等の実施 発等の実施

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から障害者の雇 ・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から障害者の雇用問題に
用問題についての理解が深まった旨の評価が得られたか。 ついての理解が深まった旨の評価が得られたか。

・定期刊行誌の一層の充実に向けた検討を行っているか。 ・定期刊行誌の一層の充実に向けた検討を行っているか。

・ホームページを活用した情報提供、新聞・テレビといった ・ホームページを活用した情報提供、新聞・テレビといったマスメデ
マスメディア等の活用等による啓発広報活動を実施してい ィア等の活用等による啓発広報活動を実施しているか。
るか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１７） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第３ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービス 第２ 国民に対して提供するサービスその他の
その他の業務の質の向上に関する事項 その他の業務の質の向上に関する目標 業務の質の向上に関する目標を達成するため
通則法第２９条第２項第３号の国民 を達成するためとるべき措置 とるべき措置

に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する事項は、次のと
おりとする。

２ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関す ３ 障害者に係る雇用関係業務に関する事項
る事項 る事項

(3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事 (3)納付金関係業務等の実施に関する事項
項 項
④ 障害者の技能に関する競技大会の エ 障害者の技能に関する競技大会の ④ 障害者の技能に関する競技大会の開催
開催に関する事項 開催
産業、職業及び技術等の変化や障 障害者が技能労働者として社会に 障害者が技能労働者として社会に参加す

害者の雇用・就業の動向等を踏まえ 参加する自信と誇りを持つことがで る自信と誇りを持つことができるよう、広
た競技種目の重点化及び先駆的又は きるよう、広く障害者の職業能力に く障害者の職業能力に対する社会の理解と
雇用拡大が期待される職種による技 対する社会の理解と認識を深め、そ 認識を深め、その職業能力の向上と雇用促
能デモンストレーションの実施等一 の職業能力の向上と雇用促進を図る 進を図るため、「第３１回全国障害者技能競
層効率的かつ効果的な大会運営を行 ため、全国障害者技能競技大会（ア 技大会（アビリンピック）」を１０月に茨城
うことにより、障害者が技能労働者 ビリンピック）を定期的（毎年、国 県において開催する。
として社会に参加する自信と誇りを 際アビリンピック開催年を除く。）に 大会においては、産業、職業及び技術等
持つことができるよう、広く障害者 開催し、成績優秀者を顕彰する。 の変化や障害者の雇用・就業の動向等を踏
の職業能力に対する社会の理解と認 産業、職業及び技術等の変化や障 まえた競技種目及び競技定員の見直しを行
識を深め、その職業能力の向上と雇 害者の雇用・就業の動向等を踏まえ うとともに、先駆的又は雇用拡大が期待さ
用促進を図ること。 た競技種目の重点化を図るとともに、 れる障害者の雇用・就業職種を、技能デモ

先駆的又は雇用拡大が期待される職 ンストレーションとして実施する。
種による技能デモンストレーション
の実施等一層効率的かつ効果的な大
会運営を行う。

このため、大会来場者にアンケー 大会来場者に対してアンケート調 また、大会来場者に対してアンケート調
ト調査を実施し、障害者の職業能力 査を実施し、有効回答のうち８０％ 査を実施し、有効回答のうち８０％以上の
及び雇用に対する理解が深まった旨 以上の大会来場者から障害者の職業 大会来場者から障害者の職業能力及び雇用
の評価を８０％以上の来場者から得 能力及び雇用に対する理解が深まっ に対する理解が深まった旨の評価を得られ
られるようにすること。 た旨の評価を得られるようにする。 るようにするとともに、自由回答欄等の内

容を分析し、次年度大会をより一層効率的
かつ効果的に運営するための検討を行う。

また、平成２３年度に韓国で開催 平成２３年に開催予定の第８回国 なお、平成２３年に開催予定の第８回国
予定の国際大会への選手の派遣も考 際アビリンピックへの選手の派遣に 際アビリンピックへの選手の派遣に向けて、
慮して、国内大会の効果的な運営に 向け、国内大会の効果的運営に努め 国内大会を効果的に運営するとともに、国
努めること。 る。 際アビリンピック開催に関連した国際会議

へ出席し、情報収集等を行う。

各都道府県における障害者の技能 さらに、都道府県、障害者団体及び企業
競技大会（地方アビリンピック）を 等との連携強化、アビリンピック競技種目
毎年効率的かつ効果的に開催・運営 を勘案した競技種目の見直しなどにより各
する。 都道府県における障害者の技能競技大会（地

方アビリンピック）を効率的かつ効果的に
開催・運営する。

【評価項目１７ 障害者技能競技大会（アビリンピック）の 自己評価 評定
開催】
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評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・大会来場者にアンケート調査を実施し、障害者の職業能力 ・大会来場者にアンケート調査を実施し、障害者の職業能力及び雇用

及び雇用に対する理解が深まった旨の評価を８０％以上の に対する理解が深まった旨の評価を８０％以上の来場者から得られ
来場者から得られるようにすること。 るようにすること。

平成20年度 94.5％

［評価の視点］ ［評価の視点］
第２ ３ (3) ④障害者の技能に関する競技大会の開催 第２ ３ (3) ④障害者の技能に関する競技大会の開催

・産業、職業及び技術等の変化や障害者の雇用・就業の動向 ・産業、職業及び技術等の変化や障害者の雇用・就業の動向等を踏ま
等を踏まえた競技種目の重点化を図っているか。 えた競技種目の重点化を図っているか。

・先駆的又は雇用拡大が期待される職種による技能デモンス ・先駆的又は雇用拡大が期待される職種による技能デモンストレーシ
トレーションの実施等一層効率的かつ効果的な大会運営を ョンの実施等一層効率的かつ効果的な大会運営を行っているか。
行っているか。

・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から障害者の職 ・アンケート調査の回答者のうち８０％以上から障害者の職業能力及
業能力及び雇用に対する理解が深まった旨の評価が得られ び雇用に対する理解が深まった旨の評価が得られたか。
たか。

・各都道府県における障害者の技能競技大会（地方アビリン ・各都道府県における障害者の技能競技大会（地方アビリンピック）
ピック）を毎年効率的かつ効果的に開催・運営されるよう を毎年効率的かつ効果的に開催・運営されるよう取り組んだか。
取り組んだか。
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１８） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第４ 財務内容の改善に関する事項 第３ 予算、収支計画及び資金計画 第３ 予算、収支計画及び資金計画
通則法第２９条第２項第４号の財務 １ 予算 別紙－１のとおり １ 予算 別紙－１のとおり

内容の改善に関する事項は、次のとお
りとする。 ２ 収支計画 別紙－２のとおり ２ 収支計画 別紙－２のとおり

１ 管理業務の節減を行うとともに、効 ３ 資金計画 別紙－３のとおり ３ 資金計画 別紙－３のとおり
率的な施設運営を行うこと等により、
固定的経費の節減を図ること。

２ 運営費交付金を充当して行う事業に
ついては、「第２ 業務運営の効率化
に関する事項」で定めた事項に配慮し
た中期計画の予算を作成し、当該予算
による運営を行うこと。

３ 障害者雇用納付金に係る積立金につ ・ 障害者雇用納付金に係る積立金に ・ 障害者雇用納付金に係る積立金について
いては、納付金が障害者の雇用に伴う、 ついては、銀行等の健全性に配慮し は、銀行等の健全性に配慮した運用を行う
経済的な負担の調整並びにその雇用の た運用を行うなど、適正にその運用 など、適正にその運用及び管理を行う。
促進及び継続を図るために、法律に基 及び管理を行う。
づき、事業主から徴収しているもので
あることにかんがみ、適正にその運用
及び管理を行うこと。

第４ 短期借入金の限度額 第４ 短期借入金の限度額
１ 限度額 ５，０００百万円 １ 限度額 ５，０００百万円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
・ 運営費交付金の受入れの遅延によ ・ 運営費交付金の受入れの遅延による資金
る資金不足 不足

・ 予定外の退職者の発生に伴う退職 ・ 予定外の退職者の発生に伴う退職金の支
金の支給 等 給 等

第５ 重要な財産の処分等に関する計 第５ 重要な財産の処分等に関する計画
画 障害者職業センター移転に伴い生ずる遊休
せき髄損傷者職業センターの廃止に 資産については売却を行う。

伴い生ずる遊休資産については、国の せき髄損傷者職業センターの廃止に伴い生
資産債務改革の趣旨を踏まえ、処分を ずる遊休資産については、関係機関との調整
行う。 を終了したものから、国の資産債務改革の趣

旨を踏まえ、処分を行う。

第６ 剰余金の使途 第６ 剰余金の使途
・ 事業主に対する相談・援助業務の ・ 事業主に対する相談・援助業務の充実
充実

・ 職業リハビリテーション業務の充 ・ 職業リハビリテーション業務の充実
実

・ 障害者職業能力開発校における職 ・ 障害者職業能力開発校における職業訓練
業訓練業務の充実 業務の充実

自己評価 評定
【評価項目１８ 予算、収支計画及び資金計画】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等
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［評価の視点］ ［評価の視点］
・運営費交付金を充当して行う事業については、中期目標に ・運営費交付金を充当して行う事業については、中期目標に基づく予

基づく予算を作成し、当該予算の範囲内で予算を執行して 算を作成し、当該予算の範囲内で予算を執行しているか。
いるか。

・運営費交付金については収益化基準にしたがって適正に執 ・運営費交付金については収益化基準にしたがって適正に執行してい
行しているか。 るか。

・予算、収支計画及び資金計画について、各費目に関して計 ・予算、収支計画及び資金計画について、各費目に関して計画と実績
画と実績の差異がある場合には、その発生理由が明らかに の差異がある場合には、その発生理由が明らかになっており、合理
なっており、合理的なものとなっているか。 的なものとなっているか。

・運営費交付金が全額収益化されず債務として残された場合 ・運営費交付金が全額収益化されず債務として残された場合には、そ
には、その発生理由が明らかになっており、それが合理的 の発生理由が明らかになっており、それが合理的なものとなってい
なものとなっているか。 るか。

（政・独委評価の視点「２財務状況(3)運営費交付金債務の一 （政・独委評価の視点「２財務状況(3)運営費交付金債務の一部（下段）
部（下段）事項に該当） 事項に該当）

・障害者雇用納付金に係る積立金について、適正な運用・管 ・障害者雇用納付金に係る積立金について、適正な運用・管理を行っ
理を行っているか。 ているか。

（政・独委評価の視点「３保有資産の管理・運用等(2)金融資 （政・独委評価の視点「３保有資産の管理・運用等(2)金融資産 ア資
産 ア資金の運用」事項に該当） 金の運用」事項に該当）

・せき髄損傷者職業センターの廃止に伴い生ずる遊休資産に ・せき髄損傷者職業センターの廃止に伴い生ずる遊休資産について、
ついて、処分に向けた取組を進めているか。 処分に向けた取組を進めているか。

（政・独委評価の視点「３保有資産の管理・運用等(1)非金融 （政・独委評価の視点「３保有資産の管理・運用等(1)非金融資産の一
資産の一部(上段)」事項に該当） 部(上段)」事項に該当）

・当該総利益（又は当期総損失）の発生要因が明らかにされ ・当該総利益（又は当期総損失）の発生要因が明らかにされているか。
ているか。また、当期総利益（又は当期総損失）の発生要 また、当期総利益（又は当期総損失）の発生要因の分析は行われて
因の分析を行った上で、当該要因が法人の業務運営に問題 いるか。当該要因は法人の業務運営に問題等があることによるもの
等があることによるものかを検証し、業務運営に問題等が か。業務運営に問題等があることが判明した場合には当該問題等を
あることが判明した場合には当該問題等を踏まえた評価が 踏まえた改善策が検討されているか。
行われているか。 （政・独委評価の視点「２財務状況(1)当期総利益（又は当期総損失）」）

（政・独委評価の視点「２財務状況(1)当期総利益（又は当期
総損失）」）

・利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社会経済 ・利益剰余金が計上されている場合、国民生活及び社会経済の安定等
の安定等の公共上の見地から実施されることが必要な業務 の公共上の見地から実施されることが必要な業務を遂行するという
を遂行するという法人の性格に照らし過大な利益となって 法人の性格に照らし過大な利益となっていないか。
いないかについて評価が行われているか。 （政・独委評価の視点「２財務状況(2)利益剰余金（又は繰越欠損金）」）

（政・独委評価の視点「２財務状況(2)利益剰余金（又は繰越
欠損金）」）

・貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されて ・貸付金、未収金等の債権について、回収計画が策定されているか。
いるか。回収計画が策定されていない場合、その理由の妥 回収計画が策定されていない場合、その理由の妥当性についての検
当性についての検証が行われているか。 証が行われているか。

・回収計画の実施状況についての評価が行われているか。評 ・回収計画の実施状況について、ⅰ）貸倒懸念債権・破産更生債権等
価に際し、ⅰ）貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額やそ の金額やその貸付金等残高に占める割合が増加している場合、ⅱ）
の貸付金等残高に占める割合が増加している場合、ⅱ）計 計画と実績に差がある場合の要因分析を行っているか。
画と実績に差がある場合の要因分析を行っているか。 ・回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が行われて

・回収状況等を踏まえ回収計画の見直しの必要性等の検討が いるか。
行われているか。 （政・独委評価の視点「３保有資産の管理・運用等(2)金融資産 イ債

（政・独委評価の視点「３保有資産の管理・運用等(2)金融資 権の管理等」）
産 イ債権の管理等」）
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高齢・障害者雇用支援機構評価シート（１９） （注：中期計画二年度目）

中期目標 中期計画 平成２１年度計画 平成２１年度の業務の実績

第７ その他主務省令で定める業務運 第７ その他主務省令で定める業務運営に関す
営に関する事項 る事項

１ 人事に関する計画 １ 人事に関する計画
(1)方針 (1)方針

効果的かつ効率的な業務運営のた 全国各地での採用説明会の開催、採用案
め、必要な人材の確保、人員の適正 内パンフレットの充実やホームページ等の
配置、研修の充実による専門性及び 活用、職場見学会の実施等による積極的か
意識の向上を図る。 つ効率的な募集活動を行い、必要な人材の

確保に努めるとともに、人員の適正配置、
研修の充実による専門性及び意識の向上を
図る。
また、機構業務の改善活動等の促進を目

的とし、職員の自発的な業務改善の取組で
あるＥサービス運動を推進し、職員意識の
向上を図る。

(2)人員に関する指標 (2)人員に係る計画
人件費（退職金及び福利厚生費（法 業務のより効率的な実施を図るため、人

定福利費及び法定外福利費）並びに 員配置の見直しを行う。
人事院勧告を踏まえた給与改定部分 人件費（退職金及び福利厚生費（法定福
を除く。）については、「簡素で効率 利費及び法定外福利費）並びに人事院勧告
的な政府を実現するための行政改革 を踏まえた給与改定部分を除く。）について
の推進に関する法律」（平成１８年法 は、「簡素で効率的な政府を実現するための
律第４７号）等に基づく平成１８年 行政改革の推進に関する法律」（平成１８年
度以降の５年間で５％以上を基本と 法律第４７号）及び「経済財政運営と構造
する削減を、引き続き着実に実施す 改革に関する基本方針２００６」（平成１８
る。常勤職員について、その職務能 年７月７日閣議決定）等に基づく削減を、
力を向上させるとともに、全体とし 引き続き着実に実施する。
て効率化を図りつつ、常勤職員数の
抑制を図る。
さらに、「経済財政運営と構造改革

に関する基本方針２００６」（平成１
８年７月７日閣議決定）に基づき、
国家公務員の改革を踏まえ、人件費
改革を平成２３年度まで継続する。
なお、機構の給与水準について、 なお、機構の給与水準について、以下の

以下のような観点からの検証を行い、 ような観点からの検証を行い、その検証結
これを維持する合理的な理由がない 果については、結果が出次第、公表する。
場合には必要な措置を講ずることに
より、給与水準の適正化に速やかに
取り組むとともに、その検証結果や
取組状況については公表する。

① 職員の在職地域や学歴構成等の要 ① 職員の在職地域や学歴構成等の要因を考
因を考慮してもなお国家公務員の 慮してもなお国家公務員の給与水準を上回
給与水準を上回ってないか。 ってないか。

② 職員に占める管理職割合が高いな ② 職員に占める管理職割合が高いなど、給
ど、給与水準が高い原因について、 与水準が高い原因について、是正の余地は
是正の余地はないか。 ないか。

③ 国からの財政支出の大きさ、類似 ③ 国からの財政支出の大きさ、類似の業務
の業務を行っている民間事業者の を行っている民間事業者の給与水準等に照
給与水準等に照らし、現状の給与 らし、現状の給与水準が適切かどうか十分
水準が適切かどうか十分な説明が な説明ができるか。
できるか。
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④ その他、給与水準についての説明 ④ その他、給与水準についての説明が十分
が十分に国民の理解を得られるも に国民の理解を得られるものとなっている
のとなっているか。 か。

（参考）第２期中期目標期間中の予算
における人件費見積りの総額は、
別紙－１のとおり。

２ 施設・設備に関する計画 ２ 施設・設備に関する計画
障害者の就労に関する様々な援助業 施設・設備に関する整備計画に基づき、障

務の効果的かつ効率的な遂行を図るた 害者職業センターにおける空調設備更新等（６
め、施設の老朽化等を勘案して、計画 １百万円）を行う。
的な修繕等を行う。
（参考）

施設･設備の内容 予算額 財 源

(百万円)

(地域センター)

空調設備更新 ２４５ 施設整備費

電気設備整備 補助金

給排水設備更新

（注）上記の計画については、業務実
施状況、予見しがたい事情等を勘
案し、施設整備を追加又は予定額
を変更することがあり得る。

第５ その他業務運営に関する重要事
項
通則法第２９条第２項第５号のその

他業務運営に関する重要事項について
は次のとおりとする。

１ ニーズの適確な把握等
サービスを希望する者が適切な時期

に適切なサービスを受けられるように
するため、利用者の機会の均等・公平
の観点から、ニーズの適確な把握、ニ
ーズを踏まえた適正なサービスの提供
を図るよう、事業の周知や関係機関へ
の協力要請を積極的に実施するととも
に、事業主団体、障害者団体等と情報
交換を行うほか、機構の業務に関する
要望、意見等を聞くことを目的とする
場を設けること。

２ 利便性の向上
利用者に対するアンケート調査を積

極的に実施し、その結果を業務改善に
つなげることにより、利用者の要望を
踏まえた業務運営を行うこと。
高年齢者等や障害者の雇用問題等に

関する情報をホームページにおいて公
表し、高年齢者等や障害者の雇用問題
等に関する情報の効率的な活用と国民
の理解の促進を図ること。また、給付
金及び助成金の支給申請事業主等の利
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便性を図るため、支給要件、助成額、
申請窓口等をホームページ等で公開す
ること。
また、障害者雇用納付金の徴収及び

調整金等の支給業務については、事業
主の利便性の向上を図るため、申告・
申請手続の簡素化及び電算機処理シス
テムの改定など、適正かつ効率的に実
施すること。

３ 業績評価の実施及び公表による業
務内容の充実等
適正な業務の推進に資するため業績

評価を行い、業務運営に反映する。
さらに、業務内容の透明性を高め、

業務内容の充実を図る観点から、設定
した目標の達成状況、業績評価の結果
や機構の業務の内容について、ホーム
ページ等において、積極的かつ分かり
やすく公表すること。

４ 内部統制の在り方
機構における役職員の職務執行の在

り方をはじめとする内部統制につい
て、会計監査人等の指導を得つつ、向
上を図るものとし、講じた措置につい
て積極的に公表すること。

【評価項目１９ 人事に関する計画、施設・設備に関する計 自己評価 評定
画】

評 価 の 視 点 等（現行） 評 価 の 視 点 等（案） 変 更 の 理 由 等

［数値目標］ ［数値目標］
・人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福 ・人件費（退職金及び福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）並

利費）並びに人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。） びに人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く。）については、「簡
については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政 素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平
改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）等に 成１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度以降の５年間で５
基づく平成１８年度以降の５年間で５％以上を基本とする ％以上を基本とする削減を、引き続き着実に実施すること。
削減を、引き続き着実に実施すること。

平成20年度 △7.3％（平成17年度比）

［評価の視点］ ［評価の視点］
・必要な人材の確保、人員の適正配置並びに研修の充実によ ・必要な人材の確保、人員の適正配置並びに研修の充実による専門性

る専門性及び意識の向上を図っているか。 及び意識の向上を図っているか。

・人件費について、「簡素で効率的な政府を実現するための ・人件費について、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号） の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）等に基づく平成 価委員会事務局が示した評価の視点（一－②）と同趣旨。
等に基づく平成１８年度以降の５年間で５％以上を基本と １８年度以降の５年間で５％以上を基本とする削減を、着実に実施
する削減を、着実に実施しているか。 しているか。

（政・独委評価の視点「４人件費管理(2)総人件費」事項に該 （政・独委評価の視点「４人件費管理(2)総人件費」事項に該当）
当）

・機構の給与水準について検証を行い、これを維持する合理 ・機構の給与水準について検証を行い、これを維持する合理的な理由
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的な理由がない場合には必要な措置を講ずることにより、 がない場合には必要な措置を講ずることにより、給与水準の適正化
給与水準の適正化に速やかに取り組むとともに、その検証 に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況については
結果や取組状況については公表しているか。 公表しているか。

（政・独委評価の視点「４人件費管理(1)給与水準」事項に該 （政・独委評価の視点「４人件費管理(1)給与水準」事項に該当）
当） ・給与水準が適正に設定されているか（特に、給与水準が対国家公務 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評

・国の財政支出割合の大きい法人及び累積欠損金のある法人 員指数100を上回る場合にはその適切性を厳格に検証し、給与水準を 価委員会事務局が示した評価の視点（一－①）に基づき新たに
について、国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえた 設定しているか。国の財政支出規模や累積欠損の状況を踏まえて適 に設定。
給与水準の適切性に関する法人の検証状況をチェックして 切な水準となっているか）。（政・独委評価の視点「４人件費管理(1)
いるか。 給与水準」と同主旨）

（政・独委評価の視点「４人件費管理(1)給与水準」）

・国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切であるか。 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
価委員会事務局が示した評価の視点（一－③）に基づきを新た
に設定。

・国家公務員の再就職者のポストの見直しを図っているか。特に役員 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
ポストの公募や、平成２１年度末までに廃止するよう指導されてい 価委員会事務局が示した評価の視点（一－⑤）に基づき新たに
る嘱託ポストの廃止等は適切に行われたか。 設定。

・独立行政法人職員の再就職者の非人件費ポストの見直しを図ってい ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
るか。 価委員会事務局が示した評価の視点（一－⑥）に基づき新たに

設定。

・施設・設備に関する計画の実施状況はどのようなものであ ・施設・設備に関する計画の実施状況はどのようなものであったか。
ったか。

・法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、 ・法人の福利厚生費について、法人の事務・事業の公共性、業務運営 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
業務運営の効率性及び国民の信頼確保の観点から、必要な の効率性及び国民の信頼確保の観点から、必要な見直しが行われて 価委員会事務局が示した評価の視点（一－④）と同趣旨。
見直しが行われているか。 いるか。

（政・独委評価の視点「４人件費管理(3)その他」） （政・独委評価の視点「４人件費管理(3)その他」）

・法人の業務改善のための具体的なイニシアティブを把握・ ・法人の業務改善のための具体的なイニシアティブが認められるか。 ・平成22年1月25日付事務連絡により厚生労働省独立行政法人評
分析し、評価しているか。 （政・独委評価の視点「９業務改善のための役職員のイニシアティブ 価委員会事務局が示した評価の視点（三－①）と同趣旨。

（政・独委評価の視点「９業務改善のための役職員のイニシ 等についての評価」）
アティブ等についての評価」）


